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第 1章 序論 
 

１．１ 文化財輸送が生じる背景 

 
 博物館施設における文化財の活用形態の中で最も活発なのは展示による活用である。
自館の収蔵品を常設展示等で展示する場合には、収蔵庫から展示室までの間、文化財が
輸送される。特別展覧会等で外部の保管先から借用する場合には、国内外の経路を経る
長距離輸送が発生する。いずれにせよ、文化財がどこかで展示される場合には文化財の
輸送が必ず伴うことになる。このような文化財の活用に伴う動きからは、収蔵庫あるい
は展示室が文化財の主な所在場所であり、両者は輸送によって繋がれているという形が
見えてくる。従って、文化財をより長期的に安定した状態で保存するには、収蔵庫内の
環境（収蔵環境）、展示室内の環境（展示環境）、輸送中の環境（輸送環境）の 3 つの環
境を、文化財にとって安全な状態に保全することを考えるべきである。文化財が接する
環境を保全し、劣化を抑制するという考え方は予防保存と呼ばれ、修理保存のみに依存
しない考え方として、現在の文化財保存における主流となっている。予防保存の実践に
は、各環境の特徴を把握した上でそれに応じた対策を実施する必要があり、その対象の
一つが輸送環境である 1)。 
 
 各種の交通網が発達した現代では、日本から海外への輸送も数日程度で終えられる場
合が大半を占めており、輸送環境は文化財との接触時間が最も短い環境であることは間
違いない。したがって、輸送環境中に発生する文化財の損傷は自ずと短時間で劣化進行
した結果のものに限定される。その原因となりうる環境因子の中で、振動と衝撃は輸送
環境における最も特徴的な環境因子として挙げられる。これらは文化財に物理的な損傷
を発生させ、損傷発生までの時間経過は短くても、その被害は甚大なものとなる 2)。振
動によって周期性を持った加速度変化が連続して文化財を加振することで、文化財の各
部位が共振し、共振によって亀裂や断裂、変形といった損傷を引き起こす。また、衝撃
によって単発の大きな加速度が文化財に加わり、それが素材の強度を上回る場合に、振
動と同様に亀裂や断裂、変形といった損傷を引き起こす。物理的な原理としては明確で
あるが、振動と衝撃が実際の文化財に及ぼす影響は定量化が難しく、例えば温湿度にお
ける推奨範囲といったものは現状では存在しない。 

 
 文化財輸送がどのくらいの頻度で発生しているのかについて、「平成 29 年度独立行政
法人国立文化財機構 概要」3)には、国立博物館がどれだけの文化財を活用していたのか
を示す数値が記載されており、一つの目安となる。まず、国立博物館の展示活用による
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統計として、平成 28 年度の国立博物館４館の総来館者数は 3,663,777 人とされている。
うち来館者が最多である東京国立博物館（1,907,647 人）では常設の展覧会（総合文化展）
においては約 7,200 件余りの文化財を展示し、年間展示替え回数はのべ 370 回程度に上
る（いずれも平成 29 年度）。さらに、同館では平成 29 年度に館内で 6 回、海外で 2 回
の特別展覧会を開催している。このデータから、特別展覧会の開催に際して多くの文化
財の借用や長距離輸送が発生していることと、同時に館内展示替えに伴う館内輸送の物
量も相当な規模であることが分かる。一方、収蔵品の外部機関への貸与については、「自
己点検評価報告書」3)にその詳細が公開されており、平成 28 年度は国内の博物館等 103
機関に 750 件の作品を貸与し、海外の博物館等 4 機関に 34 件の作品を貸与しており、
さらに海外交流展として 2 機関に 162 件を出品したとされている。過去の推移（平成 14
年度は 154（うち海外 14）の博物館施設へ 1,241件の文化財の貸し出しが行われた。10
年後の平成 24 年度は 159（うち海外 5）の博物館施設へ 1,295 件。）と照らし合わせて
も、概ね毎年 1,000 件程度の文化財の貸与を実施しているが、貸与先機関数は年によっ
てばらつきがあり、100 から 150 機関の範囲である。以上から、往路と復路の輸送をそ
れぞれ 1 回とカウントすれば、東京国立博物館では敷地内の単距離輸送および敷地外の
海外を含めた長距離輸送がそれぞれ平均すると 1 年を通じて毎日行われているという状
況となる。特別展覧会のような長距離輸送を伴う事業について、国内の全体的な状況は
「日本の博物館総合調査報告書」4)に詳細にまとめられている。同書によると、国内の博
物館施設全体の統計として平成 25 年に実施した 2,258 館へのアンケート調査では、うち
77.4%が特別展覧会を開催しており、開催頻度は平均で年 3 回であったとされ、過去 10
年でいずれの数値も上昇傾向が認められている。文化財輸送は社会的な要求を反映して
おり、輸送回数で考えた場合に膨大な数に上ることが分かる。 

 
 文化財輸送が促進するような国内の制度的側面について参考となるのは、文化庁が通
知した「国宝・重要文化財の公開に関する取扱要項」の改訂（2018 年 1月 29 日）5)であ
る。まず同要項の位置付けについては、前文に「指針」という表現がされているものの、
所管官庁が発した文化財保護に関する具体的な留意事項であり、文化財の所有者等にと
って大きな影響力をもつものである。さて、上記改訂における重要事項は、従来までは
最大公開日数が延べ 60 日であったところを、材質や保存状態によっては 150 日あるい
は 100 日までという指針へ改訂されたことである。その背景として「展示設備等の技術
的な進歩」「公開ニーズの多様化」が挙げられており、同庁から発せられた 2018年度予
算の概算要求事項に「文化財活用のためのセンター機能の整備」といった新規事業が盛
り込まれた。こうした状況から、文化財を積極的に活用しようという動きは今後も拡大
されることはあっても縮小傾向にはないと考えられる。公開に関する指針がある意味柔
軟性を持って緩和され、行政が活用を促進するという状況であれば、文化財の輸送機会
もそれに乗じて増加することが大いに見込まれる。 

2



 
 国際的に見ても、特別展覧会の開催に伴う文化財輸送回数は相当な数となっており、
例えばドイツでは年間約 9,000 回の開催がここ 20 年間続いており、特別展覧会だけの入
場者数はのべ 8,000 万人に届く勢いであることが統計として出ている 6)。 
 以上から文化財輸送は制度的あるいは社会的要求という点からも今後も増えていく傾
向にあると考えられ、輸送環境をいかに安全に保つかは、文化財を長期的に安定した状
態で活用するための大きな鍵となる。 
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１．２ 本研究の目的 

１．２．１ 文化財の梱包と輸送の現状 
 
Ａ）文化財の梱包の現状 7) 

 
 まず、文化財の梱包と輸送の実態について把握し、そこから見出される課題の整理を
行った上で本研究の目的と位置付けを明確化する。本節では、文化財の梱包の現状につ
いて述べる。文化財の梱包は内装梱包と外装梱包の 2 つの内容に大きく分けて整理でき
る（Table 1-2-1）。内装梱包は文化財表面を保護し安全に外装梱包へ固定するための準備
として行われるものである。具体的には、文化財表面の保存状態に注意しながら、薄葉
紙（薄手の和紙）等柔軟性の高い資材を用いて表面を保護する（Fig. 1-2-1）、可動箇所が
あれば固定する（Fig. 1-2-2）、構造上強度が低い箇所を補強するといった作業である。
また、内装梱包を施すことによって、彩色層、装飾、彫刻による微細な凹凸は平滑化さ
れるため、文化財の形状は単純化する。このことが外装梱包へ強固に固定される際に表
面への圧力が局所的ではなく面的に分散する効果をもたらす。 
 内装梱包を行った後、頑丈な資材に固定する作業、あるいは梱包箱の組み立てそのも
のである外装梱包へと進む。外装梱包では、落下や接触によって梱包箱表面が容易に変
形して内部の文化財に影響を及ぼさない程度、あるいはトラックの荷台や航空機の貨物
室床面などの輸送機関上へのラッシングベルト等による締め付け時に生じる外力に対抗
できる程度の、高い強度を持つ資材が用いられる。例えば、段ボール（Fig. 1-2-3）、木材
（Fig. 1-2-4）、鉄（Fig. 1-2-5）、アルミ（Fig. 1-2-6）などが近年外装梱包に頻繁に使用
される資材である。輸送中に内装梱包済の文化財が外装梱包内で動かぬように、しっか
りと固定することになるが、固定箇所に該当する部分には最大の注意を要する。固定箇
所には外力が集中するため、文化財の形状的・構造的に見て、固定による外力に耐えら
れる部分を適切に選択せねばならない。あらゆる文化財梱包に共通する事項は、内装梱
包から外装梱包にかけて、文化財表面と接触する資材は柔らかく、表面から遠ざかるほ
ど硬いものになるという点である。 
 具体的な工程としては、まず梱包する前に文化財を十分に観察し、形状、構造および、
表面の保存状態を十分に把握しておく（Fig. 1-2-7）。この時に保存状態を記録しておく
のに使われる媒体を一般的に「点検調書」（Fig. 1-2-8）と呼んでいる。ちなみに点検調書
には危険性のある箇所の記録はもちろんのこと、目立つ傷や汚れといったものも記録さ
れる。輸送後に文化財を観察し、状態に疑問点があれば点検調書を参照するためである。
基本的に文化財の表面はそれほど高い強度を保っていない場合が多く、梱包においては、
硬質の梱包資材が直接接触することは避ける。点検調書作成後に引き続き行われる内装
梱包は、文化財表面の養生を中心に行なわれる（Fig. 1-2-9, Fig. 1-2-10）。文化財によっ
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ては、表面の彩色層が極めて脆弱化（Fig. 1-2-11）している場合もあるため、内装梱包に
おいても梱包資材が触れないように注意が必要な場合も多い。内装梱包が完了したら、
文化財を内箱へ納める（Fig. 1-2-12）。ここではダンボール製の内箱（Fig. 1-2-13）を用
いているが、通常は一般的な単層のダンボールが 2 層あるいは 3 層となって加工された
非常に強度の高いものが用いられる。次に、内箱を外箱（Fig. 1-2-14）へ納める。外箱内
部には緩衝材と調湿材が設置されている（Fig. 1-2-15）。調湿材とは相対湿度を一定に維
持する機能を持つ素材から構成されるものである。いずれの博物館施設でも概ね湿度が
一定範囲内に収まっており、梱包した文化財周囲の湿度を一定に維持した状態で、輸送
先で開梱すれば外気と箱内との湿度差が存在せず、理論的には湿度変化による劣化は文
化財に生じない。最後に外箱を密閉して梱包作業が完了する（Fig. 1-2-16）。なお、文化
財が梱包箱と一体化していない状態で輸送すると、輸送中に梱包箱内でずれを生じ、大
きな損傷を招く危険性がある。外装梱包では文化財と梱包箱を確実に一体化させること
が重要であるが、上述した通り、梱包箱への文化財の固定箇所には比較的強い力が加わ
ることにも注意せねばならない。構造的に丈夫な場所を見極めて固定箇所を決定するこ
とが重要である。こうした判断に際しては、レントゲン写真（Fig. 1-2-17, Fig. 1-2-18）
など、内部構造に関する情報があれば極めて有用性が高い。 
 基本的には大型の文化財でも上記の工程に大きな差異は無いが、重量や大きさが大き
くなるに従って、梱包箱にも高い強度が要求されるため、梱包箱を含めた総重量も大き
くなる（Fig. 1-2-19）ことが多い。必要に応じて、館内の床養生（Fig. 1-2-20）など、文
化財以外の空間を準備する段取りを作業計画に見込んでおくことも、現場作業を円滑に
進めるためのポイントである。特に寺院等から大型の文化財を借用する場合は作業空間
が狭い上に建築そのものが指定文化財等であることも多い。現場担当者は文化財以外の
ものを含めた全体的な安全を常に意識せねばならない。 
 

Table 1-2-1工程による文化財梱包の分類 

 内容 梱包資材 注意点 

内装梱包 
作品表面を保護して、
安全に梱包箱へ固定
するための梱包。 

薄葉紙（和紙）、綿布団（真綿を
薄葉紙で包んだもの）、サラシ（木
綿製の幅広い布）、薄紐（薄葉紙
を絞ったもの）、発泡ウレタン等。 

表面の保存状態、
突起物、可動部分、
外れる部分。 

外装梱包 

内装梱包の済んだ作
品を頑丈な資材に固
定すること、および梱
包箱そのもの。 

段ボール、木材、鉄、アルミ等。 
固定箇所（構造的
に外力に耐えられ
る部分）。 
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Fig. 1-2-1 薄葉紙（薄手の和紙）等柔軟性の

高い資材を用いて表面を保護 
Fig. 1-2-2 可動部分があれば固定する 

 

  
Fig. 1-2-3 段ボール製の梱包箱 Fig. 1-2-4 木製の梱包箱 

 

  
Fig. 1-2-5 鉄製の梱包箱 Fig. 1-2-6 アルミ製の梱包箱 
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Fig. 1-2-7 十分に観察し、形状、構造およ
び、表面の保存状態を把握 

Fig. 1-2-8 保存状態を記録する点検調書 

 

  
Fig. 1-2-9 文化財表面の養生が中心となる 

内装梱包 
Fig. 1-2-10 内装梱包がほぼ完了した状態 

 

  
Fig. 1-2-11 表面の彩色層が 
極めて脆弱化している例 

Fig. 1-2-12 内装梱包済みの文化財を 
内箱へ納める 

7



 

  
Fig. 1-2-13 ダンボール製の内箱を組み立て

る 
Fig. 1-2-14 海外輸送用の木製の外箱 

 

  
Fig. 1-2-15 箱内部には緩衝材と調湿材が設

置 
Fig. 1-2-16 内箱を入れ、外箱を密閉して梱

包作業が完了 
 

  
Fig.1-2-17 内部構造の診断に用いられる文

化財のレントゲン写真 
Fig. 1-2-18 Fig. 1-2-17 と同じ文化財の画像 
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Fig. 1-2-19 大型で総重量も大きい文化財の

梱包 
Fig. 1-2-20 館内の床面を保護するために全

面に敷かれたベニヤ 
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Ｂ）輸送の現状 
 

 文化財の輸送で用いられる輸送機関としては、人、台車、トラック、航空機、船舶が
挙げられる（Table 1-2-2）。航空機は海外輸送では必須であるが、船舶は近年海外輸送で
用いられることはほぼ無く、本州・北海道間など国内輸送で用いられる。また、列車に
よる輸送はターミナル駅における荷役作業分が追加発生することと、輸送時刻の調整自
由度が低いことからほとんど用いられていない。 
 

Table 1-2-2 輸送形態の分類 

 輸送目的 輸送機関 
館内輸送 陳列替え、調査、修理 人力、台車、トラック 
国内輸送 国内施設との間の文化財の貸借 人力、台車、トラック、船舶、航空機 
海外輸送 海外施設との間の文化財の貸借 人力、台車、トラック、航空機 

 
 したがって、最も多用されるのはトラックであり、文化財の輸送では「美術品輸送専
用車両（美専車）」8)と呼ばれる専用の車両が用いられる（Fig. 1-2-21）。美術品輸送専用
車両の基本的仕様は、（1）サスペンションにエアスプリング（荷室を支持する後輪は必
須）が用いられているエアサスペンション仕様であること（Fig. 1-2-22）、（2）ダブルキ
ャビンで添乗者（文化財所有者等）のシートが確保されていること（Fig. 1-2-23）、（3）
コンテナ内をエアコンによって空調できること（Fig. 1-2-24）、が主な要件でありその他
に、コンテナパネルへの断熱材の設置、コンテナ内の各所へのラッシングベルト固定用
金具の装備（Fig. 1-2-25）、パワーゲートの装備（Fig. 1-2-26）、等がある。美術品輸送専
用車両は文化財の輸送業務を請け負う輸送会社が車両メーカーに特注して製造されるも
のであり、輸送会社によって車両毎の仕様については微妙な差異が存在する。1 台毎の
厳密な仕様は異なるものの、その大きさ等から 2 トン車（Fig. 1-2-27）、4 トン車（Fig. 
1-2-28）、10 トン車（Fig. 1-2-29）という大まかな分類で呼称されている。現在のところ、
10トン車では美術品輸送専用車両としての車両が存在せず、ダブルキャビン仕様とはな
っていないが、他の要件は美術品輸送専用車両と同様である。2 トン車および 4 トン車
は博物館等の学芸員が日常的に目にする車両であり、文化財業界では最もなじみ深いた
め、概要を Table 1-2-３にまとめた。2 トン車は後輪 1 軸に 2 つのエアバッグの付く 2
バッグエアサス、4トン車は 4 つが付く 4 バッグエアサス仕様が大半を占める。10 トン
車に関しては基本的に後輪が 2 軸で 4 バッグエアサスとなる。また、特殊事例として、
大型文化財を輸送する際には低床エアサストレーラー（Fig. 1-2-30）を使用する場合も
ある。運転は輸送会社の専門部門の作業員が受け持つ。 
 文化財の船舶輸送については、上述の通りほぼ国内の一部航路で実施されているのみ
と考えてよい。そこでは使用される船舶は形式が限定されており、RO/RO 船と呼ばれ
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るトラックに文化財を積載した状態で乗船する形式の船舶となる（Fig. 1-2-31）。したが
って、船舶輸送とは船舶内に駐車した美術品輸送専用車両の荷台上に積載された状態で
の海上輸送が大部分を占め、そこに RO/RO 船との乗船、下船といった特徴的な工程が
含まれるものを指すことになる。文化財輸送専用の船舶輸送便が仕立てられることはな
く、一般の車両および旅客とともに乗船する。船内の駐車空間（Fig. 1-2-32）には空調制
御がなされておらず、船舶によっては海風に晒される屋外環境と同様なものになると想
定した方がよい。また、輸送中は原則として、添乗者は駐車場に立ち入ることはできな
い。 
 文化財の航空機輸送については、海外施設との貸借時には必ず実施されると考えてよ
い。ただし、博物館施設と空港との間は美術品輸送専用車両による陸上輸送が必須とな
るため、全工程を考慮すると単純に航空機だけを使用する輸送とはならない。空港に到
着後、梱包箱を航空機へ積載するための準備として、通常は複数の梱包箱がまとめてパ
レットへ固定される（Fig. 1-2-33）。この工程はパレッタイズと呼ばれ、代表的な空港内
荷役作業の１つである。パレッタイズの際には、フォークリフトが用いられることもあ
る（Fig. 1-2-34）。添乗者が梱包箱近傍で作業に立ち会うことができるのは、パレッタイ
ズ工程まで（復路ではでパレッタイズ工程以降）となる。その後、台車に積載されたパ
レットはドーリーと呼ばれる車両で滑走路上を牽引されて、航空機近傍へと輸送される
（Fig. 1-2-35）が、滑走路上はセキュリティレベルが極めて高いエリアであるため、添
乗者は基本的に立ち入ることはできず、旅客ターミナルからこうした工程を観察するに
とどまる。やがてドーリーは航空機下へ到着するが、航空機荷室入口は路面からやや高
い位置にあるため、ハイリフトローダーと呼ばれる車両でパレットごとリフトアップす
る（Fig. 1-2-36）。定位置で水平方向にスライドさせて荷室内に移動し、荷室内ではパレ
ットは荷室の床面と一体化されることで飛行中のずれ等を予防する。その後、航空機が
離陸し、着陸後は上記工程の逆順を辿ることになる。現在、多くの航空機輸送は一般旅
客便を使用したものであり、添乗者は同じ機体のキャビンに搭乗して航空機輸送に同行
する形をとる。 
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Fig. 1-2-21 美術品輸送専用車両（美専車） 

 
Fig. 1-2-22 美専車に取り付けられたエアサ

スペンション（矢印） 
 

  
Fig. 1-2-23 ダブルキャビン仕様で後部（矢

印）に添乗者のシートを確保 
Fig. 1-2-24 コンテナ内をエアコン（矢印）

によって空調 
 

  
Fig. 1-2-25 荷室内の各所へラッシングベル
ト固定用金具（矢印）が装備されている 

Fig. 1-2-26 貨物をリフトするために後部に
取り付けられたパワーゲート（矢印） 
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Fig. 1-2-27 通称 2トン車と呼ばれる車両 Fig. 1-2-28 通称 4トン車と呼ばれる車両 

 

 

 

Fig. 1-2-29 通称 10トン車と呼ばれる車両 
 

Fig. 1-2-30 大型の文化財を輸送する際に用
いられる低床エアサストレーラー 

 

  
Fig. 1-2-31 トラックに積載した状態で乗船

する形式の RO/RO 船 
Fig. 1-2-32 RO/RO 船内の駐車場 
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Fig. 1-2-33 空港内でパレットへ複数の梱包

箱を固定するパレッタイズ作業 
Fig. 1-2-34 フォークリフトによる荷役作業 

 

  
Fig. 1-2-35 パレットを航空機下まで牽引す

るドーリー 
Fig. 1-2-36 航空機の貨物室までリフトアッ

プするハイリフトローダー 
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１．２．２ 技術の維持と継承の現状 
 
 上記のような文化財の梱包と輸送に関する現状の技術については、その水準を認識し
た上で技術の維持と改善および次世代への継承を確実に行う必要がある。これについて
は、各輸送会社内での研修 9)、現場における実地作業を通じた訓練といった他に、近年
創設された美術品梱包輸送技能取得士認定試験という資格制度も大きな役割を担ってい
る 10)。技術についての基準が設定されていてはじめて現状に対する客観的評価が可能と
なるため、民間資格ではあるが、関連業界で技術水準についての認識を共通化したとい
う点では画期的な制度である。この制度は、平成 24 年に財団法人日本博物館協会が創設
したものであり、文化財の梱包および輸送を業務として行う輸送会社に所属する技術者
が受験することを想定しており、資格は 1 級から 3 級に区分されている。実施要項にお
いて各基準を、「（１級）美術品の梱包輸送に関し、作業員について必要な指導及び指示
ができるとともに、美術品の梱包及び輸送に関する設計ができる」、「（2 級）美術品の梱
包及び輸送に関し、独立して作業ができるとともに、必要な準備ができる」、「（3 級）比
較的取扱いの容易な美術品の梱包及び輸送に関する知識及び技能が備わっている」と定
めている。試験構成は、1 級が筆記試験と面接試験、2 級が筆記試験、実技試験、面接、
講習、3級が筆記試験、実技試験、講習となっている。合格者累計は、17 名（１級）、87
名（2 級）、215 名（3 級）、総受験者数は延べ 543 名、合格者が所属する輸送会社は 18
社であり（いずれも平成 30 年 2月現在）、財団法人日本博物館協会のウェブサイトで情
報公開されている 11)。 
 したがって、上記制度のテキストとして位置付けられている「博物館資料取扱いガイ
ドブック」12)は現在、文化財の梱包および輸送を担当する技術者に求められている水準
を示すものとしての位置付けを持つ。そこには文化財の分野毎に取扱い方法、梱包方法、
輸送方法、展示方法、保存管理方法が記載されている。同書では全ての分野の文化財に
共通して、文化財の取扱い方を非常に重視している。文化財の取扱い方とはいわば梱包
の前段階の作業であり、伝統的な作法、収蔵棚からの取り出し、箱からの出し入れ、机
や床への置き方、展示作業の手順といった内容を指す。こうした内容について、人間が
手で文化財を持って作業を行う上での基本技術について細部にわたり標準化されている。
実際に上記実技試験ではこの辺りの技術がしっかりと身に付いているかは採点上の大き
なポイントとなっている。これは日常的に博物館が所蔵する文化財に対しては、こうし
た取扱いが最も高い頻度で発生する動きであり、この技術の安全性確保が文化財の損傷
予防に直接的に影響する部分が大きいためである。 
 さて、長距離輸送を前提とした梱包について同書では、使用する資材とその使用方法
についての標準化がなされている。その標準の前提となるものは、従来から引き継がれ
た伝統的な梱包手法であり、様式を正確に伝えることを、この標準化によって実現しよ
うという趣旨である。まず、取扱い技術の延長線上として、分野毎に梱包時に注意を要
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する部位とその部位への対処法がまとめられている。これはいわば梱包の性能仕様に該
当するものである。例えば、ある材質である形状を持つ文化財では特定箇所が脆弱であ
る傾向が高いため、梱包に際しては資材が直接接触しないように、かつ強度の高い箇所
で固定するように、といった内容であり、上記１．２．１節に記載した標準的なもので
ある。梱包資材の選択と使用方法については、文化財の分野毎の基本的手順の解説内に
記載されており、例えば陶磁器分野の壺の梱包手順においては、「下部の窪みの大きさの
綿布団を作り、胴の太さに合わせる」「（直径より大きめの正方形の綿布団を作ったうえ
で）下に敷く」といった具体的記載がある。こうした梱包と輸送に関する教科書的な文
献は、国際的にみても、ユネスコが刊行した「Temporary and Travelling Exhibitions」13)、
Stolow の「Conservation Standars for Works of Art in Transit and on Exhibition」14)およ
び、「Art in Transit」15)が存在するのみであり、その他は国際会議等での発表論文となる。
既往研究については第 2 章で詳説するが、それらのほとんどが油彩画の梱包と輸送に特
化した内容となっている。日本の実情に即した内容に限定されているとはいえ「博物館
資料取扱いガイドブック」の位置付けおよび内容は重要なものとして捉えられる。そし
て、国内ではこうした基本技術を維持していくための制度、すなわち梱包技術者の技術
水準を維持するためのシステムが始まったというのが現状である。 
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１．２．３ 現状の課題 
 
 梱包技術についての維持と継承のシステムが存在する場合に、その技術の根拠が重要
性をもつ。その観点から考えた場合、現状のシステムでは、未梱包の文化財の取扱いと、
内装梱包の一部に関しては技術をほぼ確立できている。取扱の安全性、丁寧な仕事、仕
上がりの美しさ、緩衝材の加工技術といった点においては、特に日本の技術は優れてお
り、その維持継承システムが安定的に存在すると言ってよい。 
 一方、内装梱包および外装梱包における、緩衝設計に関しては、より安全性を高めら
れる余地を有している（Fig. 1-2-37）。緩衝設計とは、梱包資材の選択と用法を輸送手段
に応じて最適化することである。つまり、予め主に衝撃や振動のレベルを示す輸送環境
データと緩衝材の特性データの双方が揃っており、予定される輸送手段に対して、最適
な緩衝効果が得られる緩衝材と使用法が導き出されるといった工程による緩衝設計であ
る。さらに、この工程に文化財の脆弱性データが考慮されるようになっていればより理
想的なものとなる。こうした内容は個人技術への依存のみでは実現できず、科学的な技
術構築が求められる。 
 また、輸送によって文化財には大小の疲労が蓄積していると考えられる。例えば、1回
の輸送で文化財が損傷しなかった場合に、それと同一の輸送環境で 100 回輸送しても損
傷しないとは言い切れない。もしも、100回目に損傷してしまった場合は、過去 99回の
輸送が影響していることが推測される。現実的には、１．１節で述べたように近年、文
化財輸送の頻度は上昇傾向にある。輸送に伴い文化財への蓄積疲労もより一層考慮せね
ばならない時代へ突入しており、文化財への蓄積疲労を現象として認識しておくことも
また重要である。 
 したがって、蓄積疲労が発生しているのであれば、少なくとも輸送された際の輸送環
境をその文化財へ履歴として残しておかねばならない。しかし、現状では輸送環境デー
タを使った輸送履歴を表現できる指標が存在しない。仮に、このような指標が存在すれ
ば、将来的に蓄積疲労の算出法が完成した際に、そこへ指標を代入することで、例えば
損傷発現までの残り輸送回数などを推定できる、すなわち、今後の輸送による損傷リス
クを見積もることができる。 
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Fig. 1-2-37 文化財の表面を保護する技術や文化財の取り扱い技術についてはほぼ確立され
ている。一方で図中の点線枠のような輸送機関との間の緩衝設計については未だ科学的なア
プローチで改善できる余地を有する。例えば、使用する緩衝材の種類と厚みによって文化財
の荷重を受ける面積の最適化等は科学的な試験データに基づいて導き出すといった仕様が必
要である。 
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１．２．４ 本研究の目的と方針 
 
 前節では、緩衝設計に関する課題と、輸送履歴に関する課題を現状抱える大きな課題
として抽出した。双方の課題に共通するのは、輸送環境データの活用であり、課題解決
のためには整理された輸送環境データの存在が前提となる。そして、緩衝設計において
は緩衝材特性の計測手法を確立する必要がある。また、輸送履歴については、文化財へ
疲労が蓄積する現象の存在も前提となるため、蓄積疲労現象を確認しておく必要がある。
以上を踏まえて、本研究の目的を以下のように設定する。 
 
１）文化財輸送の輸送環境を計測し、解析する。また、緩衝材特性の計測手法を確立す
る。そして、双方を利用した最適な緩衝設計を実現するための工程を策定する。 
 
２）文化財輸送の輸送環境データを解析する。また、文化財への蓄積疲労現象の発生を
確認する。そして、輸送後の文化財へ輸送履歴を残すための輸送評価指標を策定する。 
 
 そのために、まず輸送環境データについては陸海空３種の輸送態様において振動と衝
撃を計測し、各輸送態様の主な工程の特徴をとらえる。こうした輸送環境下における緩
衝材の挙動を実験によって把握でき、その結果から緩衝設計の最適化が実現できること
を検証する。また、文化財を構成する素材に蓄積疲労現象が発生することを実験によっ
て確認できることを検証する。輸送環境データを解析することで、蓄積疲労を文化財へ
履歴として残すための指標を策定する。 
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１．３ 本論文の構成 

 
 本論文を９つの章により構成する（Fig. 1-3-1）。第 1 章では本研究の目的を明確にす
るために研究の背景を説明し、目的と方針を提示する。第 2 章では既往研究を辿り、文
化財関連分野だけでなく、広い範囲で理論の現状を調査する。第 3 章では輸送環境調査
に用いる計測機器の仕様や調査手法およびデータの解析手法について、本論文で共通す
る事項を予めまとめて記載する。調査手法については、これまで実施した多くの調査 16)

によって、おおよその計測範囲が判明しており 17)、それらを根拠としたものである。 
 第 4章から第 6章までは、輸送環境の計測と解析についての検証となり、第 4章では
陸上輸送、第 5章では海上輸送、第 6 章では航空輸送について論じる。以上の 3章につ
いては、国内外の陸上輸送 18-28)、国内の海上輸送 1, 29-34)、海外との航空輸送 16)に関して、
筆者らがこれまで調査した内容を基に組み立てた内容である。 
 第 7 章では、第 4 章から第６章までで明らかとなった輸送環境下における、緩衝材特
性の計測手法について実験データに基づく検証を行い 35)、緩衝設計の最適化を実現する
工程について論じる。 
 第 8 章で、第 4 章から第６章までの輸送環境の解析結果を用いて輸送履歴の指標化を
行うに際し、文化財の素材に蓄積疲労現象が発生するという考察の根拠を強化するため
に、供試体を用いた加振実験の結果を引用する。その上で、輸送履歴を表す新たな指標
を提示する。 
 最後に第９章で本論文の結論を述べる。 
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Fig. 1-3-1 本論文の構成 
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第２章 梱包と輸送に関する既往研究 
 

 輸送中に文化財が損傷する物理的な原因としては、静的応力による損傷、衝撃による
損傷、振動による損傷が主なものとして挙げられる。静的応力は時間経過に伴い、文化
財への負荷が増加し、その結果、変形などの危険性が高まる。衝撃は例えば落下衝撃の
ように作用時間は短いが非常に大きな負荷を文化財に与えることになる。振動は加速度
は小さいが作用時間が長いため、文化財へ徐々に疲労が蓄積した結果、最終的に損傷を
導く（Fig. 2-1-1）。輸送中に発生するこうした現象のレベルを計測し、それがどの程度
まで到達した時に、何を予測することができるのかを明らかにして、包括的に文化財輸
送をとらえるための方法論を体系化する必要がある。 

 
Fig. 2-1-1 文化財の損傷を導く物理的な力の種類 (Wei et al.(2011)1)の図を基に作成) 

 そのための科学的アプローチを考えた場合、まず輸送中にどれだけの負荷が文化財に
及ぶ危険性があるのかといった情報が必要である。次に、それを踏まえて、現状の文化
財の強度に対してどれだけの梱包を行えば、輸送中のリスクから保護できるのか、そし
てその安全余裕をどのように見積もることができるのかといった各要素についてデータ
を収集する。最後にそれらを有機的に結び付けるといった理論の組立てが求められる。
本研究でこうした理論構築の一部を担う場合には既往研究による理論の現状を調査した
上で、それらを活用する必要がある。そこで、以下に関連する既往研究による理論の現
状について述べる。  
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２．１ 各種業界 

 
 まず、文化財以外を対象とする他分野の研究動向についてまとめると、青果物の梱包
輸送に関する研究が非常に盛んであることが分かる。鮮度保持、損傷劣化予防、ブラン
ド力向上といった様々な観点からの取り組みが行われている。古くは中馬らの研究 2)が
あり、イチゴの長距離輸送において、温度、振動、衝撃の調査を行い、それらの値や車
両上の積載位置がイチゴの保存状態へどう影響するかを報告している。同じ研究グルー
プの岩元ら 3)はレタスの振動伝達特性を調査し、蓄積疲労という観点からレタスの S-N
曲線を導き出した。岩元ら 4)はさらに、求めたレタスの S-N 曲線から損傷度を定義し、
室内で加振実験を行う際の実験の設計法について検討した。また、岩元ら 5)はイチゴの
S-N 曲線を作成し、周波数成分の違いによる損傷への影響を考察した。こうした経緯を
踏まえて、Lu6)はトラック輸送時の振動分析結果を解析し、その振動を受けたリンゴの
劣化メカニズムに関する研究成果を発表した。北澤ら 7)は、S-N 曲線において扱われる、
衝撃値と速度変化の組合せと損傷度との関係性を明らかにすべく、繰り返し衝撃による
青果物の損傷発生を予測する理論の構築を行った。最先端の研究グループではこうした
理論化が確実に進んでいる。他方、現在の各地域が実行可能な範囲での取り組み事例と
しては高島 8)による容器の性能や物流条件によって導出できる一般的な安全率を地方に
おける実際の物流へあてはめる方法論についての報告がある。馬場 9)は、青果物が商品
としての価値を維持するためには各地の農産物のブランド化が必要であり、輸送中の振
動による損傷予防だけではなく、用途に応じて製品価値を高めるデザイン性や包装作業
の効率性も重要な項目であると述べている。 
 医薬品は人間の生命に直結する製品であることから、輸送による損傷よりも誤飲防止
のための視認性や開封などの操作性が重要視される分野である。例えば、溝口ら 10)によ
る、開性評価試験に関する報告は、薬剤師の視点から評価したものであり、調剤業務の
作業効率など今後検討せねばならない項目を提示したものでもある。 
 家電に関しては、大量生産される製品をある一定の基準で効率よく包装し、輸送する
ことが強く求められる業界であり、喜本 11)は、大量に使うからこそ包材使用量も環境負
荷を考慮せねばならないといった点が今後さらに重視されるようになると述べている。
また、製品だけではなく段ボール外表面のこすれ傷のような外装の傷みも消費者からの
クレームの対象となりうる分野である。 
 大型重量物は製品が試験台に積載できないため、そもそも全体を加振実験することが
できず、梱包設計がより困難となる。田村 12)は製品の各部位の固有振動数を計測し、製
品全体の緩衝設計につなげた事例を報告している。 
 軍事用品の梱包輸送に関しては、米国国防総省による文献 13)が存在する。軍隊組織が
武器などを任務地へ安全に輸送するためのレギュレーションであり、用途の性格上、極
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めて明確に体系化されたものである。軍事用品以外の包装においても参考となる資料で
あり、実際に様々な文献で触れられている。 
 
 

２．２ 陸上輸送 

 
 次に、陸上輸送に関連する既往研究についてまとめる。トラックを用いることで、ド
アからドアまでの輸送が可能となり、その利便性という点からトラックは現在でも国内
輸送の主流である。国毎に地理的条件の違いなどから差異はあるが、国際的に見てもト
ラック輸送は盛んである。したがって、トラックによる輸送環境に関しては多くの既往
研究が存在する。研究対象とされたトラックの種別については、リーフサスペンション、
エアサスペンション、小型トラック、中型トラック、大型トラックといった要素で分類
可能である。また輸送環境データの解析時に、どの要素について重点的に振動レベルの
評価をした研究であるかについては、荷台上の位置の差異、サスペンション種別、車両
構造、振動の発生方向、車両の走行速度、積載質量および積込み方法、路面形状、計測
機器の設定条件、車種、運転者の違い、という要素を抽出できる。 
 そこで、本研究の対象である文化財輸送で使用されるトラックや輸送態様を鑑みると、
上記分類要素の内、エアサスペンション、小型トラック、中型トラック、荷台上の位置
の差異、振動の発生方向、車両の走行速度、路面形状、車種、運転者の違い、の要素へ
の重み付けが大きくなる。これらの要素に関する既往研究を以下にまとめる。 
 Pierce ら 14)は、サスペンションによる差異を調査し、エアサスペンションはリーフサ
スペンションよりも振動レベル低減効果があることを報告している。Singh ら 15)はトラ
ック輸送時において 3 方向別の振動レベルを比較し、通常、前後方向の振動レベルは垂
直方向の振動レベルよりも非常に小さいことを報告している。Hinsch ら 16)はトラック荷
台上の幾つかの位置において振動レベルを計測し、荷台の中央部は後部よりも大きな加
速度が生じなかったと報告している。なお、振動の発生源については Singh ら 17)は、典
型的なものとしてサスペンション（1 Hz-4 Hz）、タイヤ（10 Hz-20 Hz）、荷台構造（40 
Hz-55 Hz）に起因するものに区分している。Lu ら 18)はトラックの走行試験を行い、振
動計測結果から、エアサスペンション仕様のトラックについては、速度と実効加速度と
の関係において、45 km/h 以上の場合には速度上昇に伴い顕著な変化は見られないが、
45 km/h 以下では速度上昇に伴い実効加速度が増加する現象が見られたことを報告して
いる。この結果は、低速による振動レベル低減の効果はある一定以下の速度に限定され
ることを示している。路面状態の影響に関しては、Lu ら 19)による、一般道路上を走行す
る場合の輸送環境を正確に把握するためには、高速道路上と比較するとより細かなサン
プリング間隔を要するのは、高速道路に比べて路面凹凸による衝撃波発生頻度が高いこ
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とに起因するという報告がなされている。トラックの運転者の違いを評価した斎藤によ
る研究 20)では、ベテラン運転者と新人運転者の差が特にリーフサスペンション車両で明
瞭に現れている。小林 21)は岩元ら 4)が定義した損傷度の指標を、いちごの傷みの発生と
振動特性の関係を明らかにした上で荷傷みを低減する車両の開発へ利用した実例を報告
している。 
 文化財輸送に用いられる車両はエアサスペンションが装備された、小型あるいは中型
車両に限定され、運転者は専門の技術者である。なお、この車両は美術品輸送専用車両
（美専車）と呼ばれる 22)。以上のトラック輸送に関する既往研究を踏まえると、美術品
輸送専用車両の特性を把握することが必要であり、どの車種でどの路面をどの程度の速
度で走行した場合にどのような振動レベルになるのかを調査する必要がある。また、そ
の際に荷台上での振動レベル分布を把握しておくことで文化財の積込み方法の最適化に
もつながると期待される。 
 
 

２．３ 海上輸送 

 
 次に海上輸送時の環境についての既往研究をまとめる。海上輸送環境ついて古くは
Foley らの報告があり、そこでは、特に海上輸送はデータが少なく、環境が詳細に分かっ
ていないものの、振動レベルは他の輸送機関より低いことは予想されるとしている 23)。
振動については、船体振動はプロペラや主機などの起振源による定常的振動現象と、波
浪衝撃力による過度振動現象とに分類され、振動する構造も多岐に亘っておりやや複雑
である 24)。この内、定常的振動現象について、主機からの起振力はディーゼル機関から
の起振力であるとされる 25)。 
 船上で発生する振動計測の調査例として、Singh らはバナナ輸送用冷蔵船の航海中に
おける輸送環境計測を実施している 26)。笹島らは、大型コンテナ船のいくつかの積付が
異なった状態での上部構造の振動特性把握のために、船体振動計測を行っている 27)。安
部らは、コンテナ船の振動と衝撃については、荒天時のみであるが、加速度としては最
大 2 G 弱を示したデータが存在し、また荷役時には大きな加速度が出現すると述べてい
る 28)。宮城は上海およびマレーシアからの 2 航路において、輸送環境計測結果から、航
行中の非常に安定した状況を報告している 29)。胡らはコンテナ床面に加速度センサーを
設置し、貨物が受ける振動の方向別（垂直・左右・前後）の分布を比較している 30)。小
西らは船舶用貨物のランダム振動試験を実現するために船舶の振動を計測し、コンテナ
内においては、トラック輸送時の振動と比較した場合、8.5 Hz と 13 Hz の振動が大きく
現われることを報告している 31)。中嶋は日本から欧州向けに輸送した海上コンテナ床面
の加速度発生状況を解析したところ、海上輸送中に現れた加速度については寄港地で船
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体の荷重バランスを取るために船倉内でコンテナ移動を行ったことが原因であったと報
告している 32)。Böröcz らは、北欧から南アフリカまでの非常に長い航路における環境計
測を報告しており、航海中の振動レベルは低く、また上位の加速度値で見た場合、港で
のハンドリング時に最大値が発生していたと報告している 33)。 
 なお、コンテナ船では温度環境が環境因子の中でも注意すべきものと認識されており、
関連研究としては、コンテナ船による輸送中、輻射熱の影響でコンテナ内は 60 ℃位まで
上昇したという報告が存在する 34)。同様に Singh らもコンテナ船の環境計測を行った結
果、振動は安定しているが、温湿度が厳しい環境であったという報告をしている 35)。 
 以上からは、海上輸送に関しては、航海中の振動レベルは非常に安定しており、荒天
時など突発事象に遭遇した際でも加速度レベルとしては 2 G 程度に収まる環境であると
いうことが分かる。一方で発地港や着地港あるいは途中の寄港地における揚げ荷や積み
荷といった荷役作業においては、貨物は比較的大きな加速度を受ける場合が多いことも
分かっている。また、航海中に発生する振動の周波数はトラック輸送時に発生するもの
よりも低周波側に偏っている。そして、既往研究はほぼコンテナ船を対象としたもので
あることも分かった。 
 一方、文化財は国内では基本的に美術品輸送専用車両と呼ばれるトラックで輸送され
るため、船舶を使用する区間は限定される。さらに船舶を使用する場合であっても、ト
ラックに文化財を積載した状態で乗船する形式の、RO/RO 船と呼ばれる船舶が原則用
いられる。RO/RO 船とは、車両等を直接 Roll on/Roll off 荷役できる船舶の総称であり、
文化財輸送に使用されるのは、カーフェリー（旅客自動車渡船）に該当する。RO/RO 船
と陸岸との接続は、RO/RO 船の舷外ランプウェイにより行われる 36)。運航については、
RO/RO 船は多数の旅客と車両を積載するため、運航管理における安全管理の規定は厳
しく定められている 37)。 
 こうした背景から、文化財輸送で使われる複数航路で RO/RO 船による輸送を行った
場合の環境に着目する必要があり、まず既往研究で着目されいる航海中の環境について
の要素を、RO/RO 船輸送時に対して検証せねばならない。 
 
 

２．４ 航空輸送 

 
 日本から海外へ物品を輸送する場合、必然的に船舶か航空機を使用することになる。
船舶による海外輸送の場合は、輸送時間が長くなるため、物流の速さという点では航空
機による輸送に大きな利点がある。文化財の輸送においても、輸送時間は保存環境の観
点からも、また保安性の観点からも短い方が好ましく、現在行われている海外輸送では、
ほぼ航空機が使用されている。海外輸送の増加に伴い、航空輸送環境も予め把握してお
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かねばならない重要な環境である。 
 航空機による輸送環境については、金子によると、航空機の飛行中の振動成分は、エ
ンジンによる振動や機体が空気の層を切り裂く際に発生する振動があるために、他の輸
送機関よりも高い周波数成分まで含まれているが、振動レベルとしては小さく、衝撃は
着陸時が最大で、1.2 G 程度の加速度が発生するとされている。一方で、荷役時のストレ
スとしては、ドーリーの連結部分がぶつかった際の衝撃、路面の継ぎ目からの衝撃など
が大きく、10 G 程度の加速度が発生する場合があると報告している 38)。この点に関連し
た幾つかの検証報告が存在し、Saunders は、船舶の航海中と航空機の飛行中の振動レベ
ルは非常に低く、絵画への影響はほとんど無いレベルであるとしているが、空港内での
荷役作業においては、3 G から 8 G 程度の衝撃加速度が発生する危険性を指摘している
39)。また、中嶋は、航空コンテナ内で発生した振動加速度を計測したところ、上下方向
で 1 G から 12 G の加速度を検出した。そのため、せっかくエアサスペンションを装備
したトラックを使用して空港まで輸送しても、空港内作業で大幅に輸送環境が劣化して
しまう可能性が危惧されるとして、脚部に発泡ポリエチレンと防振ゴムを設置した航空
用防振パレットを開発してその効果を検証している 40)。Kamba らは筆者と共に文化財の
国際輸送時に梱包箱内で発生した振動加速度を計測し、特に空港内のドーリー輸送工程
においては、10 G を超える加速度が発生する現象が見られるため注意を要する工程であ
ることを報告している 41)。このドーリー輸送工程に関しては、さらに詳細な検証がなさ
れており、高木らは、ダミー貨物を使用して、成田空港内の荷役時をより細かな工程に
区分し、さらに作業者の注意レベルを数段階のパターンで分けて作業した上で、各工程
において振動加速度を計測した。データ解析によって、ドーリーが路面上の段差を乗り
越える際の加速度レベルは運転操作の注意レベルに大きく依存することを検証し、荷扱
い注意レベルを適切に管理することで大幅に軽減できるとしている 42, 43)。また、Singh
らは空港内の荷役作業時の内、特にドーリー輸送時の環境について調査を行い、50 Hz か
ら 80 Hz の範囲に現れる、高いレベルの振動はトラック輸送時や飛行中には現れないも
のであり、貨物へのダメージを与える程度のレベルであると報告している 44)。 
 以上から、航空機を用いた輸送環境については、飛行中に発生する振動や衝撃は大き
な問題ではないと考えられる。また、一般的に大きい衝撃が生じると思われがちな離着
陸時においても、1 G 程度のレベルで収まっていることが分かる。危険性の観点からは、
空港内の荷役作業中の環境、特にドーリーによる輸送工程時に路面上の段差を乗り越え
る際に 10 G あるいはそれ以上の加速度が発生する現象には注意せねばならないことが
分かる。 
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２．５ 緩衝材 

 
 緩衝材による衝撃対策については古くから様々な緩衝材について検証されている。例
えば、松本は緩衝材としても木毛、段ボールの効果を円筒状ガラス管を梱包した状態で
落下試験し、それぞれの特性を鑑みた包装設計の必要性を述べている 45)。福尾らは、防
振よりも落下衝撃に対する緩衝が重要だとした上で、緩衝材のばね定数が小さい程緩衝
効果は大きいが、一方で変形も考慮せねばならないため、ばね定数の選択には注意を要
するとしている 46)。森位は木毛、ティッシュペーパー等の応力・ひずみ線図から緩衝特
性を調査し、それぞれの最大加速度・静的応力線図を求め、適切な使用法を提案してい
る 47)。森下は緩衝材の選択のポイントとして、復元性、耐水性、使用量を挙げ、ゴム発
泡体、ポリウレタン発泡体、木毛、ラバーライズドヘアー（強靭な動植物繊維を螺旋状
にカールさせてラテックスで連結固着したもの）の緩衝係数・応力線図を提示している
48)。様々な物質が合成されるようになると、小山は有機気泡体のもつ特性が防振・緩衝
材として優れた要素に該当するとして今後の用途拡大の可能性を示唆している 49)。一方
で巻口は緩衝材の変遷をまとめた上で、そうしたプラスチック資材の廃棄物問題にも言
及している 50)。これについては別の観点から、赤澤らは、ポリエチレンフォーム材を緩
衝材としてリサイクル使用した場合の性能への影響を検証している 51)。緩衝材の比較に
関して清水らは、防振ゴム、コイルばね、空気ばねの防振性能と振動減衰能力の 2 要素
については空気ばねが最も優れているという報告をしている 52)。緩衝特性については、
中嶋らは緩衝材の使用量を必要最小限に抑えるためには緩衝特性を正確に把握すること
が必要であるとした上で、動的特性（落下衝撃試験による）と静的特性（圧縮試験によ
る）を用いて実際の落下で発生する最大加速度を予測したところ、動的特性の方が高い
精度で予測できることを立証している 53)。これに関連して Li らはポリエチレンフォー
ムについての静的特性および動的特性について論じている 54)。さらに中嶋らは、板厚、
総使用量、材料費の観点からの最適緩衝設計手法の提案として、突起物を有する製品へ
の応用として突起物の長さとの関係による検証 55)、段差を有する製品への適用に関する
検証 56)、製品の重心位置が緩衝材の形状に及ぼす影響 57)、という観点から報告している。
緩衝材の特性把握のためには多くの試験回数を要し、使用資材も膨大になるため、
Burgess 58)、Sek ら 59)、川原ら 60)の研究に見られるような、実物試験を省略化できるよ
うな手法の提案がなされている。近年実施した実物試験の事例として、Wang らによる
ハニカムペーパーボードへ低レベルの繰返し衝撃を与えた際の振動伝達率への影響の検
証が存在する 61)。 
 文化財の梱包に用いられる緩衝材には、天然素材を原材料とする材料、例えば、薄葉
紙（商品例「弥勒®」等）や綿が頻繁に用いられる。文化財表面に直接接触、固定して用
いられる、特に薄葉紙に代表される資材は、緩衝効果よりも、梱包資材とのこすれによ
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る表面の損傷や埃の付着あるいは外気との直接的な接触を予防、緩和する目的で用いら
れることが多い。繊維が付着する等の危険性があるため、綿は直接文化財表面に接触さ
せることはほとんどなく、薄葉紙で包んだ「綿布団」などの態様で用いられるのが大半
である。梱包作業現場で綿の分量を短時間で適度に調節した上で空隙を充填する、ある
いは内箱に文化財を固定するという用途に対しては非常に機能的な資材である。綿を緩
衝材として用いる場合は文化財を内箱内で、外箱から「浮かした」状態を作り上げる目
的が大部分を占める。 
 また、合成高分子系の緩衝材として、発泡ポリエチレン系緩衝材（商品例「サンテッ
クフォーム®」、「エサフォーム®」、「メフボード®」、「ミラマット®」等）が挙げられる。
また、発泡ポリスチレン系緩衝材（商品例「スタイロフォーム®」等）も用いられるが、
現場で生じた微調整などの際に微細な塵埃が生じやすい製品もあることに注意を要する。
上記発泡ポリエチレン、発泡ポリスチレンは内箱と外箱との間の緩衝材として使用され
る頻度が最も高く、次に天然素材系で内装梱包した作品を箱へ納める際の底に敷く用途
が多い。その他、発泡ポリウレタンはその柔らかさから内装梱包の、作品表面に近い部
分でよく使用されている。 
 こうした緩衝材の性能評価については、例えば JIS で定められた手法 62)によると、落
下衝撃から梱包物をいかに保護するかが重点的に考えられている。もちろん緩衝包装設
計では、梱包される製品の共振を回避する必要があり、各種の緩衝材の振動・衝撃特性
63)を把握した上で設計することになる。そこで緩衝材の振動特性試験 64)が行われるが、
試験で想定している入力加速度範囲は文化財の輸送中に発生する加速度範囲よりも大き
い。一般的な緩衝包装の手法では、緩衝材の固有振動数は、静的応力（単位面積あたりの支持
荷重）と板厚の二つのパラメータにより決まるものとされている 65)が、現状だと入力加速度が
非常に小さい場合の緩衝材の固有振動数の挙動（変化など）を調査しておく必要がある。 
 以上の既往研究をまとめると、緩衝材に用いられる新たな素材が技術発展とともに登
場し、その材料についての一定の手法による評価が報告されている。その中でも、落下
衝撃から包装物をいかに保護するかにより重点が置かれており、したがって、緩衝材の
特性については、最大加速度・静的応力線図を得るための実物を使った試験をいかに省
力化でき、かつ再現性の高い手法を構築するかに焦点を当てた研究が比較的盛んである。
ただし、包装物の脆弱性は緩衝材を評価する上でも、その評価を包装設計へ適用する上
でも事前情報として極めて重要であるが、その取得の困難性も既往研究では共通認識と
なっている。この点については文化財も全く同様である。 
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２．６ 文化財 

 
 最後に、文化財輸送に関連する既往研究についてまとめる。古くから、輸送環境では
振動や衝撃といった環境因子が非常に大きな影響を持ち、それらが損傷の直接的な原因
となる危険性が高いことは指摘されている。例えば 1979 年にユネスコが出版したガイ
ドブック 66)には、文化財輸送における注意点が列挙され、梱包箱の設計方法、梱包技術、
輸送機関への積込み方法等、現場で働く学芸員等のための実践的な内容が盛り込まれて
いる。同書では、文化財輸送時の計測ではないものの、鉄道、トラック、船舶、航空機
を用いた輸送中に発生する振動と衝撃についてのデータが示され、ハザードとしての具
体的な認識が確立していたことが伺える。著者の Stolow はその後「Conservation and 
Exhibition」67)を上梓し、梱包輸送を含む展覧会に関する作業における文化財保存の理論
を体系化した。同書では振動と衝撃についての章立てがあり、文化財に発生する損傷と
それらの因果関係が明確ではないが、振動や衝撃の蓄積が将来的な損傷に結び付くとい
う推定がなされている。また、振動、衝撃のモニタリング機器については、単発の加速
度を検知するのみのショックインジケーター、やや大型ではあるが連続モニタリング可
能なショックレコーダーといった初期の計測機器について紹介されている。 
 文化財を輸送中のハザードからいかに守るのかという視点に基づく研究は、1980 年代
に欧州の博物館施設が先駆的に始めており、油彩画の輸送に用いる梱包箱としての適性
評価試験に関する論文 68) 69)では、冷却試験、加熱試験、耐水試験、落下試験、振動試験
を行い、専用の梱包箱を博物館が開発した過程が詳細に記述されている。こうした試験
を経て、梱包ケースが備えるべき要件 70) 71)が検討された。これらは欧州の博物館にとっ
て主要なコレクションであるキャンバスに描かれた油彩画の輸送に関しての研究であり、
輸送中の振動や衝撃を受けた木枠およびキャンバスの応答は非常に関心度の高いテーマ
であった 72)。同時期に Sitwell73)はエアサスペンション仕様のトラックへ加速度データロ
ガーを設置し、方向別の振動レベルの分布傾向を把握し、キャンバスの共振を回避する
ための絵画を積載する際の向きについて考察している。そうした背景の下、1991 年にロ
ンドンで「Art in Transit」74)というテーマで会議が開催され、文化財保存科学の専門家
が集い、温度、相対湿度、振動、衝撃に対する油彩画の応答に関する研究および適切な
梱包設計に関する研究が集中的に議論された。その中で、Michalski75)は絵画の素材が温
湿度変化に伴い変形することで亀裂、しわ、剥落といった損傷へと進行するメカニズム
を調査し、変形回数と損傷との関係性を、彩色層の S-N 曲線理論として言及している。
Mecklenburg は絵画の各素材の物理的因子を絞り、有限要素法を用いたモデル化を考察
している 76)。また、同文献内では複数の大きさの油彩画サンプルを用いた実験を行い、
損傷発生に対する振動レベルの閾値を検証している。Green はパステルによる彩色層の
脆弱性を述べ、Tate Gallery が経験した 4 枚パステル絵画の輸送における彩色の剥落に
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ついて実例を示し、内パネルに描かれた 1 枚の絵画のみ剥落が発生しなかったのは共振
周波数が高く、輸送中に発生していた低い周波数の影響を受けなかったことが原因であ
ると考察している 77)。同会議は以上のように当時の文化財輸送に関する先駆的な研究発
表が集中したものであった。緩衝材に関する研究成果の一つとして、その後、梱包箱の
設計を支援するソフトウェア PadCAD が CCI（Canadian Conservation Institute)で開発
されている 78)。 
 その後、加速度データロガーが小型軽量化し、輸送時のモニタリングが進むにつれて
多くの輸送環境データが輸送工程と紐づけられた形で報告されるようになった。ロンド
ンのナショナルギャラリーが実施した、船舶、トラック、航空機といった数種の輸送機
関を組み合わせた文化財輸送時のモニタリング結果 39)では、船舶の航海中や航空機の飛
行中では加速度レベルが非常に小さく、荷役や空港でのパレタイゼーションでは大きく
検出されている。航空機輸送に関しては、飛行中、離陸、着陸のそれぞれの工程におい
て、油彩画の積込み方向による影響が調査された際にも、積込み方向による差異は見ら
れず、むしろ空港内での荷役と滑走路上での輸送環境に注意すべきと結論付けられてい
る 79)。なお Kamba らの調査によって、この指摘は荷役作業の中でも特に空港内でのパ
レット牽引車両（ドリー: Dolly）による工程で非常に大きな加速度が発生する現象が存
在するとして実証されている 41)。Thickett は大英博物館のリニューアル工事中に発生し
た振動によって損傷したと推察される 12 の作品をリストアップし、それらの損傷は 0.2 
G から 0.6 G の間で発生したと報告している 80)。この報告は振動レベルと損傷との具体
的な因果関係について重要な情報を与えるものであり、また来館者による通常の振動で
あってもリスクとなりうる危険性があるという点で、展示における防振対策を検討する
データでもある。建築工事による振動の影響については Wei らの報告 1)もあり、オリジ
ナルの作品を加振試験して損傷しないレベルで応答を確認した上で防振展示台を設計す
るという事例の貴重なデータが公表されている。 
 各種計測機器の進化にともない、新たな切り口による研究報告も行われ、例えば Lasyk
らはトラック輸送中の油彩画のキャンバスが振動の影響で変形する様子を梱包箱内にレ
ーザー距離計を設置して、キャンバスの変位を計測するといった微小な現象を正確に捉
えて梱包設計に活用するための研究成果を報告した 81)。Baschlin らは、現状使用され、
広く防振材として適用されている資材や梱包技術を評価するために、トラック輸送時に
発生する振動、梱包資材の振動応答特性および油彩画に取り付けられたガラスの影響を
計測し、それらの組み合わせによる共振回避の試みを展開している 82)。同じ研究グルー
プではその後、文化財輸送に用いられるいくつかの既成梱包箱を用いた加振実験により
相互比較を行い、トラック輸送時に発生する振動を効果的に減衰させるための梱包資材
の組み合わせを検討している。その結果、衝撃吸収に最適な静的荷重を選択すると、振
動の減衰が効果的でなくなる場合があり、文化財を衝撃と振動の双方から効果的に保護
するための手法の困難性を指摘している 83)。輸送とは異なるが、Wei らは音楽コンサー
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トによる振動が作品へどのように影響するのかをレーザードップラー変位計測法で検証
した内容を報告している 84)。こうした微振動であっても長期的に文化財へ作用すること
による影響は懸念される点であり、Wei らは展示物に発生（あるいは未発生）した損傷
情報を展示物が振動を受けていた期間の情報とともに欧州各地から収集し、それらを用
いて S-N 曲線を表現する興味深い試みを行っている 85)。こうした蓄積疲労という観点
は、Chiriboga による絵画の微細構造について有限要素モデルを作成および、それを用い
たシミュレーションによって振動の影響を考察する研究の中でも考慮されている 86)。 
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第３章 測定原理 
 

 本章では第 4 章、第 5 章、第 6 章の実験で共通して用いる計測手順、計測機器の仕様
と計測設定および測定した数値を解析する際に扱うグラフなどの形式について説明する。 

 

３．１ 計測機器の仕様 

３．１．１ 加速度データロガー 
 
 加速度データロガーは Lansmont 社（米国）の「SAVER3X90」を用いた（Fig. 3-1-1）。
この機種は内部に 3 軸方向の圧電型加速度センサーおよび温湿度センサーを有し、手動
あるいは予め設定した時刻に起動させることができる。この機種は輸送環境計測機器と
しての使用実績も豊富である 1-3)。仕様は Table 3-1-1 にまとめた。 

 
３．１．２ GPSデータロガー 

 
 GPS データロガーは、Mobile Action Technology 社（台湾）の「i-gotU GT-600」を
用いた（Fig. 3-1-2）。現在、市場には多数の同種の機器が流通しているが、操作の簡便性
から同機を選定した。仕様は Table 3-1-2 にまとめた。 

Table 3-1-2 GPSデータロガーの主要諸元 

 

型番 i-gotU GT-600 
製造元 Mobile Action Technology Inc. 

（Taiwan） 
寸法 46 × 41.5 × 14 mm 
重量 37 g 
GPS SiRF Star IV Low Power chipset Fig. 3-1-2 GPSデータロガー 

Table 3-1-1 加速度データロガーの主要諸元 

 

型番 SAVER 3X90 

製造元 Lansmont Corporation ( USA ) 

寸法 95 × 74 × 43 mm 

重量 473g 

加速度センサー Tri-axial piezoelectric Fig. 3-1-1 加速度データロガー 
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３．２ 計測手順 

 

 
Fig. 3-2-1 計測手順。まず計測設定情報を機器へ送信する。次に機器を計測箇
所へ設置し、輸送中に計測する。輸送後に機器からデータを回収した後、解析

する。各種センサーは機器内部に内蔵されている。 
 
 Fig. 3-2-1 に本論文で用いる計測手順を示した。本節では、計測機器の設定からデータ回
収までについて順を追って説明し、データ回収後に行うデータ解析で用いる各種の計算処
理やフォーマットについては後節で取り扱う。 
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３．２．１ 計測機器の設定 
 
加速度データロガーの設定 

 
 文化財輸送の場合、梱包作業に費やす時間や道路交通状況などに不確定要素が多いた
め、日本の鉄道等の公共交通機関のように、輸送機関の出発時刻と到着時刻を厳密に管
理できる場合は多くない。それらはあくまでも予定にすぎないため、輸送環境の計測を
実施しようとする場合に、最も注意を要するのは計測する時間帯の設定である。加速度
データロガーのメモリ容量にも当然一定の制限があるため、それを有効に消費できる設
定を事前に入力しておく必要がある。つまり、なるべく輸送時間全体をカバーできるよ
うに、メモリ容量と記録精度のバランスの取れた計測設定を考えねばならない。 
 加速度データロガーの計測設定で特に重要となるのは、「サンプリング間隔」「計測イ
ンターバル」「1 イベントの時間」である。これらについては各章で設定を変えており、
Table 3-2-1 にまとめた。 
 

Table 3-2-1 各章における加速度データロガーの設定 
設定項目 第 4章 第 5章・第 6 章 

サンプリング間隔（ms） 0.2 1.0 
計測インターバル（s） 2.0 2.0 
1イベントの時間（s） 1.6384 1.024 
計測可能なイベント数 2,451 18,857 
最大計測時間（h） 1.4 10.5 

 
 加速度データロガーは定義された 1 イベントの時間内に発生した複数の加速度を連続
的に記録する。例えば第 4 章の計測設定であれば、計測インターバルが 2.0 s であるた
め、2.0 s 毎に加速度データロガーが起動した後、1.6384 s の間データを記録し続ける。
その 1.6384 s が 1 イベントに該当する。記憶容量との兼ね合いで、この設定であれば、
2,451 個のイベントを記録でき、1.4 時間で記憶容量が最大に到達して計測が停止する
（Table 3-2-1）。 
 サンプリング間隔は加速度データ同士の間隔を意味し、0.2 ms であれば、1 s の間に
5,000 個の加速度データをサンプリングすることになる。したがって、サンプリング間隔
が小さいほど加速度波形を高精度で取得できる利点があるが、その分メモリ消費量が大
きくなってしまい、最大計測時間が短くなる。一般的なパルス幅から考慮すると、通常
は 1.0 ms で十分とされている 4)が、短距離の輸送など、計測する時間帯が短いと予想で
きる場合はより大きく設定した。 
 本論文における計測方針は、加速度値等にトリガーをかけて、ある一定以上の値を示
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したデータを収集するのではなく、輸送全体を絶え間なくモニタリングすることにした。
現状では文化財輸送に危険性の閾値が存在しないため、どのようなデータであっても収
集対象となるためである。このような計測設定はベタ取りと通称されているが、ベタ取
りとなっている Table 2-1-1 の設定でも、計測インターバルとの兼ね合いで、第４章の
設定では 2 s 毎に約 0.36 s、第５章および第 6 章の設定では 2 s 毎に約 0.97 s の記録され
ない空白時間帯が生じてしまうことには留意せねばならない。 
 本論文では基本的に加速度データロガーは指定時刻に計測を開始するタイマー起動方
式で計測を行った。 
 
 
ＧＰＳデータロガーの設定 

 
 加速度データロガーは加速度の値と発生時刻を記録するのみであり、イベントが発生
した場所の特定はできない。そこで、本論文における輸送環境計測では GPS データロガ
ーを同時に作動させて、加速度データロガーの位置を記録し、解析時にどの輸送工程で
発生したイベントであるのか特定できるようにした。近年はこうした手法が主流となっ
ている 5-8)。ＧＰＳデータロガーの設定は、ほぼサンプリング間隔にのみ注意して行うこ
とになるが、加速度データロガーのサンプリング間隔と同期できるように設定するのが
望ましい。ここでは当然、サンプリング間隔はメモリ容量の制限を受けることになる。
本論文では基本的にＧＰＳデータロガーは指定時刻に計測を開始するタイマー起動方式
で計測を行った。 
 
 

３．２．２ 計測機器の設置および計測 
 
 計測機器はタイマー起動で計測を開始するため、本節では設置方法について説明する。 
 
輸送機関への設置 

 
 美術品輸送専用車両の荷台上へ加速度データロガーを設置する場合は、両面テープを
用いて直接荷台床面に貼り付けた。文化財輸送時に計測する場合は、通常は、先に文化
財の積み込みを済ませた後に、最後に荷台後方部に生じた空きスペースへ加速度データ
ロガーを固定した（Fig. 2-1-2 a）。荷台前方へ先に固定してしまうと、固定後に積み込ま
れた梱包箱が接触してしまい、危険であると同時に、梱包箱の干渉で計測対象ではない
振動が記録される恐れがあり、それらを回避するためである。ＧＰＳデータロガーは衛
星との通信を必要とするため、通常は美術品輸送専用車両の場合は荷台ではなく、運転
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席付近に設置した（Fig. 2-1-2 b）。船舶輸送の場合は、美術品輸送専用車両は船内の駐車
場に留め置かれ、衛星との通信が途絶えるため、添乗者が船室まで移動し、航海中は船
室の窓際に設置した（Fig. 2-1-2 c）。 
 

   
a）荷台上に設置した加速度

データロガー 
b）運転席付近に設置した

GPSデータロガー 
c）船室内の窓際に設置した

GPSデータロガー 

Fig. 2-1-2 計測機器の設置状況 

 
 
 
梱包箱への設置 

 
 加速度データロガーを梱包箱へ設置する場合は、輸送中に文化財と接触することがな
いように最大の注意を払う必要がある。したがって、文化財と近接する箇所への設置を
避けることが大前提となる。本論文では、できるだけ梱包箱が外部から受ける一次的な
振動を計測することに主眼を置いたため、可能な限り梱包箱の底面で最も箱外からの距
離が短い近い場所を選び、梱包箱内に敷かれた緩衝材の上への設置は避けた。梱包箱へ
の設置も両面テープで直接、箱の資材に固定した。 

 
Fig. 2-1-3 梱包箱底面に設置した加速度データロガー 
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３．２．３ データの回収 
 
 データの回収は、輸送終了直後に筆者が計測機器とＰＣを接続してデータを回収する
場合と、添乗者に計測機器を取り外してもらった後に、それらを宅配便で筆者まで届け
てもらい、到着後に筆者がデータ回収する場合の２通りが存在する。文化財輸送の場合
は、借用作業等に関与する一次的関係者以外の立ち合いが制限されることもあるため、
必然的に後者の方法を多用することとなった。その場合、計測機器を取り外した時刻等
については後日、作業を依頼した添乗者に直接取材して不要なデータを除外する必要が
ある点に注意した。 
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３．３ 解析方法 

 本論文で解析に用いる形式やその際に扱う単位について説明する。 
 

３．３．１ 加速度 
 
 本論文で扱う加速度単位 G は重力加速度の単位であり、1 G ≒ 9.8 m/s2 に該当する。
地球上で物体が自由落下する際の加速度が 1 G である。Fig. 2-3-1 は加速度データロガ
ーが記録した 1 イベントの波形である。グラフ形式上では連続した波形に見えるが、実
際には点でプロットされた加速度データを結んだ折れ線図である。加速度データロガー
の設定におけるサンプリングレートは単位時間あたりの加速度データのプロットの密度
であるため、サンプリングレートが大きいほど、1 イベント内の加速度データ数は多く
なり、こうした波形を精度高く分解できる能力が高くなることを意味する。 
 

 
Fig. 2-3-1 １イベントの加速度波形 

 
３．３．２ ピーク加速度 

 
 加速度データロガーに記録された各イベントにおける 3 方向の加速度の中での最大加
速度のことを通常、ピーク加速度と呼んでいる。Fig. 2-3-1 において最大の加速度を示
す値がそれに該当する（Fig. 2-3-1 の矢印）。 
 ピーク加速度は時系列変化のプロットでその変動を評価することが多い。Fig. 2-2-2 
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にピーク加速度の時系列変化グラフの一例を示す。また、加速度センサーは 3 軸方向を
同時計測できる仕様であるため、方向別のピーク加速度を抽出してプロットし、方向の
差異を評価することもある。 
 

 
Fig. 2-3-2 輸送中のピーク加速度の時系列分布 

 
３．３．３ 実効加速度（Grms） 

 
 1 イベントに含まれる全ての加速度の 2 乗値の平均の平方根をとったもので、加速度
単位の G と root mean square の頭文字を取って Grms で表記される。加速度データロガ
ーは 1 イベント内で様々な大きさの加速度を記録する。Grms はそれら全てを総じて量
的に評価するのに適した単位である。Grms は瞬時値の G を 2 乗したものを時間平均し、
その平方根で表され、Grms と G との関係式は次式で表現される。 
 

Grms =�1
T∫ G(𝑡𝑡)2 dtT

0  

 
 実効加速度についても、加速度と同様にピーク実効加速度を時系列変化に従ってプロ
ットした上で変動を評価することが多いほか、各輸送工程の平均値や最大値を算出する
こともある。 
 本論文では実効加速度を以下、Grms と表記し、本論文の Grms の単位は G である。 
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３．３．４ パワースペクトル密度（PSD） 

 
 上記の実効加速度値だけでは、どの周波数成分の振動が大きく影響した結果であるの
かは分からない。そこで、計測された各イベントの加速度波形（Fig. 2-3-1）を FFT（Fast 
Fourier Transform: 高速フーリエ変換）解析すると、どの周波数成分が相対的にどれだ
け含まれているのかを確認することができる。その結果得られた単位周波数毎のパワー
分布をプロットしたものはパワースペクトル密度（PSD: Power Spectral Density）と呼
ばれる（Fig. 2-3-3）。本論文で取り扱うパワースペクトル密度は、横軸が周波数（Hz）、
縦軸が単位周波数当たりの加速度の 2 乗（G2/Hz）を示しており、パワースペクトル密
度を積分した値の平方根が実効加速度という関係性である。 
 本論文ではパワースペクトル密度を以下、PSD と表記する。 
  

 
Fig. 2-3-3 パワースペクトル密度 
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第４章 文化財の輸送環境調査－陸上輸送時における振動と衝撃 
 

４．１ はじめに 

 
 文化財の陸上輸送で最も多く用いられる輸送機関はトラックである。美術品輸送専用
車両という専用の特殊車両が用いられることが影響し、実際の文化財輸送における環境
データは多くが公開されていない。陸上輸送の全工程を考慮すると、トラックの走行中
前後に生じる荷役作業も含まれるため、本章ではまず荷役作業における振動と衝撃の実
態を検証する。トラックの走行中の輸送環境に関しては、走行速度および走行路面が振
動と衝撃にどのように影響するかを次に検証する。また、使用するトラックの車種や荷
台上の積載位置に差異によって振動と衝撃がどのような違いを見せるのかについても検
証する。以上の検証から、低速走行から高速走行、一般道路、高速道路といった陸上輸
送全体のバリエーションが揃うことになり、本章の最後で陸上輸送全体の輸送環境につ
いてまとめる。 
 

４．２ 計測 

 
 本章に関する計測は 2 期に分けて実施したものである。実施日と内容の概略について
は Table 4-2-1 にまとめた。これまで筆者が収集したデータは低速走行した際の輸送環
境データが不足していた。実際の文化財（壁画）を低速輸送する機会を計測することが
でき、実験 A はその計測に該当する。実験 A では、加速度データロガーは車両荷台上
（Fig. 4-2-2）と梱包箱底面（Fig. 4-2-3）に両面テープで貼り付けて設置した。Fig. 4-2-
4 は加速度データロガーの設置位置と梱包箱および輸送対象である文化財（壁画）との
関係を示したものである。壁画は修理によって裏面に金属製の支持体が取り付けられて
おり、梱包箱（内箱）内では、水平に保ったまま支持体ごと緩衝材（ポリエチレンフォ
ーム）上に積載されている状態となる。内箱は 2 層段ボールおよび 3 層段ボールによっ
て構成される頑丈な作りである。内箱全体を木枠で囲み、それが外箱に該当する。 
 荷台上に設置した加速度データロガーは壁画の積込み完了後に計測を開始し、管理施
設到着後に計測を停止するため、記録されるのは車両走行中のデータのみとなる。一方、
梱包箱に設置した加速度データロガーは設置後に起動し、壁画取り出し後に停止するた
め、荷役作業を含めた車両走行中以外の工程についても記録される。2 つの加速度デー
タロガーを組み合わせることで、梱包、輸送、開梱という一連の環境を網羅的に記録す
ることを目的とした。 
 実験 B は、トラックの走行路面状態と輸送環境との関係を検証するために実施したも
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のである。実際の文化財輸送時ではなく、実験のために美術品輸送専用車両を用意して
文化財を積載しない状態で実施した。積載物が無いために荷台上をより詳細に計測する
ことができ、実験 B では 9 台の加速度データロガーを荷台上に設置した。往路では荷台
全体の分布傾向を、復路では前後および左右方向に対してより密にサンプリングする目
的のもと、往復路で配置を変えた（Fig. 4-2-7, Fig. 4-2-8）。各図に点線で示したグリッド
は、左右方向については、前後車軸の中間、後軸の真上、荷台最後部の 3 本を引き、ぞ
れぞれの中間に 2 本引いたものである。前後方向は荷台中央、左右端部とその中間の 5
本のグリッドとなる。 
 

 
 なお、次節以降の解析結果と考察の記載については、４．３．１節および４．３．２
節は実験 Aから、４．３．３節、４．３．４節、４．３．５節は実験 B から得られた結
果についての検証となる。 

  

Table 4-2-1 実験の概要 

 実験 A 実験 B 

目的 低速輸送時および荷役作業時
の輸送環境データの計測 

輸送経路の路面による影響を検
証 

実施日 2016年 8月 24 日 
2016年 12月 7 日 

2017年 12月 22日（4t車） 
2017年 12月 23日（2t車） 

車両 2t車 2t車、4t車 

走行速度 15 km/h 50 km/h 以上（首都高速道路） 
70 km/h 以上（東名高速道路） 

走行距離（各回） 1.7 km 
 

126 km（片道約 63 km） 

経路 奈良県内一般道路（片道） 東京国立博物館-首都高速道路上
野 IC-東京料金所-東名高速道路
海老名 SA（往復） 

加速度データロガー設
置位置 

荷台上 1箇所 
梱包箱内 1 箇所 

荷台上 9箇所 
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Fig. 4-2-1 実験 A に用いた美術品輸送専用車両 

 

  
Fig. 4-2-2 荷台上に設置した加速度データロ

ガー（矢印） 
Fig. 4-2-3 梱包箱底部に設置した加速度デー

タロガー 
 
 

 
Fig. 4-2-4 梱包の断面図と加速度データロガーの位置 
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Fig. 4-2-5 実験Bに用いた4t車 Fig. 4-2-6 実験Bに用いた2t車 

 

 

 

Fig. 4-2-7 荷台上における加速度データロガーの
配置（4t車） 

Fig. 4-2-8 荷台上における加速度データロガーの
配置（2t車） 
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４．３ 解析結果と考察 

４．３．１ 荷役作業時における振動と衝撃 
 
 Table 4-3-1 は、実験 Aにおける、各便の荷台上と梱包箱内に設置した加速度データロ
ガーに記録された各イベントにおける 3 方向の加速度の中での最大加速度（ピーク加速
度）の内、全イベントを通した最大の値（ピーク加速度の最大値）を、3軸方向別に分け
てまとめたものである（1: 前後方向、2: 左右方向、3: 垂直方向）。加速度の発生時刻と
GPS データやデジタル動画あるいは静止画に記録された情報から特定された輸送工程
を合わせて記載した。 
 トラック走行中よりもむしろ荷役作業時における計測値が概ね大きいことが分かる。
全便を通した最大値は第 4 便（No. 4）の梱包箱内で発生した 1.67 Gでありトラックへ
の積載時に該当する。これらの発生源となる荷役作業内容を詳細に解析することが重要
であると考え、特に、梱包箱に設置した加速度データロガーの内、相対的に大きなピー
ク加速度が検出された第 4 便のデータを対象として、詳細に解析した。 
 

Table 4-3-1 実験 A における各輸送便における荷台上と梱包箱内の方向別の加速度最大値 

 

Position Direction Operation
1 0.16
2 0.27
3 0.39
1 0.42 Loading to the truck
2 0.30 Loading to the truck
3 0.33 Running
1 0.25
2 0.30
3 0.43
1 0.75 Loading to the truck
2 0.56 Handling in preservation facility
3 0.98 Loading to the truck
1 0.20
2 0.29
3 0.65
1 0.44 Loading to the truck
2 0.25 Loading to the truck
3 0.65 Handling in preservation facility
1 0.17
2 0.44
3 0.48
1 1.67 Loading to the truck
2 1.48 Building the packaging box
3 1.16 Building the packaging box
1 0.16
2 0.36
3 0.46
1 0.41 Loading to the truck
2 0.31 Running
3 0.51 Loading to the truck

Peak acceleration(G)

No.1

Truck

Box

No.2

Truck

Box

No.5

Truck

Box

No.3

Truck

Box

No.4

Truck

Box
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Grms の時系列分布を用いた荷役作業工程の区分 
 
 Fig. 4-3-1 は第 4 便の梱包箱内において記録された Grms の時系列分布を車両の走行
速度ともにプロットしたものである。Grmsは、垂直（vertical）方向の値である。Fig. 4-
3-1 において実効加速度値の変化が全く見られない時間帯（11:30から 13:20頃の間）は
梱包箱が静止している状態を示す。この時間は梱包箱内部の温湿度と外気との差を縮め
るために管理施設内で安置したシーズニング工程に該当する。また、車両の走行速度が
プロットされた時間帯は走行中を意味する（Fig. 4-3-1 中 R）。これらのシーズニングと
走行中以外の時間帯においてもいくつかの時間帯にあるレベルを持った Grms 値が集中
して検出されており、Fig. 4-3-1 中それらに A から F の記号を付した。Aから F の時間
帯に行われた作業については、上述した画像データなどによりその内容を特定すること
ができた。Table 4-3-2 は作業時間帯とその詳細内容をまとめたものである。こうして
Grmsの時系列分布（Fig. 4-3-1）から作業工程を区分し、作業工程の内容を追跡（Table 
4-3-2）することにより、輸送全体の状況を把握することができた。この情報を基にして、
作業工程毎の詳細な解析を行った。 
 

 
Fig. 4-3-1 Grms（垂直方向）の時系列変化と走行速度 
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Table 4-3-2 荷役作業区分の時間帯とその内容 

 
 
 
各荷役作業工程の PSD 

 
 Fig. 4-3-2 から Fig. 4-3-7 は各荷役作業工程に対して求めた 3 方向別（前後
（longitudinal）、左右（lateral）、垂直（vertical））の PSD であり、各方向の PSD から算
出した平均実効加速度が Table 4-3-3 に該当する。これらを解析することで以下の特性
を見出すことができた。 
 

  

Fig. 4-3-2 工程 A 
（梱包箱の組立て）の PSD 

Fig. 4-3-3 工程 B 
（梱包箱の方向転換）の PSD 

  

工程 作業時間帯 作業内容

A 09:58:20-10:00:08 梱包箱の組立て

B 10:21:12-10:21:28 トラックへ積載するための、梱包箱の方向転換

C 10:50:08-10:53:27 梱包箱を修復工房から搬出口前室までの移動後、トラックへ
の積み込み

D 11:15:24-11:16:02 到着後、トラックからの梱包箱の荷降ろし

E 11:26:04-11:29:34 梱包箱を展示室へ移動し、床へ設置

F 13:37:18-13:38:28 開梱作業

R 11:00:00-11:11:24 トラック走行中
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Fig. 4-3-4 工程 C 
（トラックへの積込み）の PSD 

Fig. 4-3-5 工程 D 
（トラックからの荷降ろし）の PSD 

 

  

Fig. 4-3-6 工程 E 
（展示室への移動）の PSD 

Fig. 4-3-7 工程 F 
（開梱作業）の PSD 

 
Table 4-3-3 各工程における方向別の平均 Grms 
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工程 A、工程 F の特性 
 
 これらは箱の組立て（工程 A）と開梱作業（工程 F）という組み合わせである。10 Hz
以下の領域は小さく、20 から 200 Hz 辺りの領域が大きいという傾向がみられる。作業
は箱を床面に設置した状態で蓋を閉じるあるいは開ける、電動ドリルでビスを締めるあ
るいは緩める、といったことが主な内容となる。従って蓋を閉じる際は木材同士の擦れ
が発生し、電動ドリルからは回転に伴う振動が発生する。100-200 Hzには例えば、ドリ
ルのびびり振動 1)等が現れていると考えられる。PSD にはこうした作業等の影響が表れ
ているが、振動レベルとしては極めて低い。 
 
 
工程 B、工程 C、工程 D、工程 Eの特性 

 
 これらは作業員が梱包箱を手で持ち上げた後に歩行する、美専車への積込み（工程 C）
と美専車からの荷降ろし（工程 D）などが主な内容となる工程である。これら 4 つの作
業工程に共通するのは、工具を使わず、身体の動きのみを用いた作業という点である。
梱包箱底部が荷台表面や管理施設室内の床面とこすれることによる影響は多少含まれて
いると考えられるが、基本的には 20 Hz 以下の周波数領域のみにピークが現れるという
傾向が見られる。 
 
 以上は、荷役作業時において検出されたデータに対する解析である。荷役作業時には、
加速度としては突発的に大きな値が出ていたが、その頻度は極めて小さかった。また、
荷役作業工程における Grms 値は後述する走行中の値と大きな差異は存在しなかった。
ただし、荷役作業を行う時間は走行時間と比較すると非常に短いため、文化財に対する
同レベルの振動による影響であれば長時間作用する走行の方が大きいと考えられる。 
 もちろん、こうした環境は文化財取り扱い者の技術の熟練度が大きく影響したもので
ある。一般的に一定レベル以上の作業者がそれに従事するという前提で考えた場合、今
回得られたデータからは、荷役作業時においては、特に箱の持上げや降ろす際、箱の組
立と解体時における作業をより慎重に行うことで大半のリスクは回避できると考えられ
る。文化財とは異なるが、一般的な宅配便で輸送される荷物が受ける衝撃力の実態とし
ては、加速度値として 10G 程度のレベルはそれが「ワレモノ」指定であっても頻繁に発
生する 2)。文化財取り扱い者が高い技術力で慎重に作業を行った結果の輸送環境水準が
どれほど高いものであるかが客観的に明確である。 
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４．３．２ 走行中における振動と衝撃－走行速度との関係 
 
低速走行時と通常走行時における Grms の時系列分布の比較 

 
 次に、荷台に設置した加速度データロガーの記録から、低速走行時に荷台上で発生し
た加速度についての解析を行った。Fig. 4-3-8 は低速走行時（Sec. R）に検出された Grms
（垂直方向）と走行速度の時系列分布である。この振動レベルを評価するためには、通
常走行時とを比較する必要があるため、計測機器の設置位置と設定をほぼ同条件に合わ
せ、高速道路走行時のデータとして 5 つ、一般道路走行時のデータとして 5 つを計測し
た（Table 4-3-4）。この内、Ref. 6の一般道路走行時（Fig. 4-3-9）と Ref. 2の高速道路
走行時（Fig. 4-3-10)については、低速走行時のデータ同様に Grms（垂直方向）と走行
速度の時系列分布を示す。これらの Grms の時系列分布と比較すると、低速走行時の振
動レベルが極めて低レベルに維持できていたことがよく分かる。さらに、低速で走行す
ることにより、どの方向のどの周波数範囲の加速度成分が軽減する効果が得られるのか
を解析するため、PSDを用いた評価を行うこととした。 
 

Table 4-3-4 比較対象とした輸送データのリスト。各輸送には美術品輸送専用車両が用いられて
いる。なお、得られたデータ数が十分ではなかったため、Ref.1の高速道路走行時データと Ref.5

の一般道路走行時データは比較対象から除外した。 

 
  

発地 着地

Ref.1 東京 東京 2016/12/21 ー ●

Ref.2 東京 京都 2017/3/8 ● ●

Ref.3 京都 鳥取 2017/3/9 ● ●

Ref.4 東京 京都 2017/6/29 ● ●

Ref.5 京都 長崎 2017/6/30 ● ー

Ref.6 東京 千葉 2017/6/29 ● ●

経路

ID 高速道路
走行データ

一般道路
走行データ

輸送日
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Fig. 4-3-8 低速走行時（Sec.R）における Grms（垂直方向） 

と走行速度の時間変化 
 

 
Fig. 4-3-9 Ref.6における Grms（垂直方向） 

と走行速度の時間変化 
 

 
Fig. 4-3-10 Ref.2 における Grms（垂直方向） 

と走行速度の時間変化 
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低速走行時と通常走行時における PSDの比較 
 
 Fig. 4-3-11 から Fig. 4-3-16 は低速走行時に発生した方向別の振動に対する PSD と
Table 3-3-4にリストアップした通常走行時において、一般道路走行中の 5つの PSDを
重ねてプロットしたものと、同様に高速道路走行中の 5 つの PSD を重ねてプロットし
たものである。低速走行時の PSD は実線で、その他の通常走行時の PSD は薄いグレー
で表示した。また、Table 4-3-5は PSD から算出した各輸送における方向別の平均 Grms
をまとめたものである。 
 振動レベルについては、前後、左右方向は垂直方向と比較すると非常に低いことが報
告されており 3)、今回算出されたどの方向の PSDに関しても同じ現象が見られる。高周
波領域については詳細な報告が存在せず、発生源が明確ではないが、低速走行時の PSD
では 500 Hz 以上はほぼ現れなくなることから、走行速度やエンジンの回転数に依存し
て現れる振動ではないかと推測している。 
 方向別に詳細に比較すると、前後方向に関しては、低速走行時、通常走行時（一般道
路および高速道路）の PSD に共通する 1-3 Hz領域はほぼ差異が無く、4 Hz以上の領域
で低速走行時が他と比べて減衰している。ただし、前後方向はそもそも振動レベルが低
く、低速走行時のデータが際立って低いレベルを示したものではない。左右方向に関し
ては、基本的には低速走行時の PSD は前後方向と同様の減衰傾向を示している。特に通
常走行時では際立っている 20 Hz付近のピークが低速走行時では大きく減衰し、ピーク
としてはほぼ現れていない。これは路面の凹凸をタイヤが乗り越えた際に発生する横揺
れ現象が走行速度の低下に伴い減衰することによる結果と考えられる。低速走行時の
PSD で全周波数領域において振動レベルの低下が最も顕著に表れたのが垂直方向であ
り、1 Hz - 200 Hz 付近までの領域において、大きく減衰している。 
 Table 4-3-5 から今回計測したデータ内で相対比較すると、低速走行時のGrms値は垂
直方向で最も減衰が大きく、概ね 80 km/h で走行する高速道路走行時の約 4 分の 1 に、
15 - 45 km/hで走行する一般道路走行時の約 3分の 1程度のレベルに該当することが分
かった。また、周波数域を限定して見た場合、左右方向における 20 Hzの振動レベルは
高速道路走行時、一般道路走行時の PSD と比較すると、低速走行時には共に最大で 100
倍程度減衰していることが分かる。これは加速度レベルで約 10 分の 1 の減少に該当す
る。 
 国内の道路事情を鑑みると、路面状態は整備頻度の高い高速道路が一般道路よりも良
好である。従って路面から受ける振動や衝撃を考えた場合には、一般道路の方が高速道
路よりも大きいレベルのものが生じるとも考えられるが、これまでの計測からは、高速
道路走行時の方が大きく検出されている。この現象を生み出す因子の一つとして、走行
速度の差が考えられる。速度と振動レベルの関係性については、基本的には高速走行中
は荷台に発生する振動の全体のレベルが増加し、トータルで大きなエネルギーとなるた
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め、高速走行時は振動レベルを低く保つことはできない 4)。さらにエアサスペンション
仕様のトラックについては、速度と Grms との関係において、45 km/h 以上の場合には
速度上昇に伴い顕著な変化は見られないが、45 km/h 以下では速度上昇に伴い Grms が
増加する現象が報告されている 5)。つまり、低速で走行する場合にはより低速の方が安
全性は高まるが、ある程度の速度以上になるとその効果は薄れることになる。実験 Aに
おける低速走行中ｍトラックは約 15 km/h で走行しており、他の PSD と比較した際に
Grmsが非常に小さかった結果は上記報告と一致する結果である。 
 

 
Fig. 4-3-11 低速走行時（Sec.R）と一般道路走行時（Ref. 1,2,3,4,6） 

に計測された前後方向の PSD の比較。 
 

 
Fig. 4-3-12 低速走行時（Sec.R）と一般道路走行時（Ref. 1,2,3,4,6） 

に計測された左右方向の PSD の比較。 
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Fig. 4-3-13 低速走行時（Sec.R）と一般道路走行時（Ref. 1,2,3,4,6） 

に計測された垂直方向の PSD の比較。 

 
 
 
 

 
Fig. 4-3-14 低速走行時（Sec.R）と高速道路走行時（Ref. 2,3,4,5,6） 

に計測された前後方向の PSD の比較。 
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Fig. 4-3-15 低速走行時（Sec.R）と高速道路走行時（Ref. 2,3,4,5,6） 

に計測された左右方向の PSD の比較。 

 
 
 
 

 
Fig. 4-3-16 低速走行時（Sec.R）と高速道路走行時（Ref. 2,3,4,5,6） 

に計測された垂直方向の PSD の比較。 
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Table 4-3-5 低速輸送時（Sec. R）、一般道路走行時、高速道路走行時の各
PSD より算出した方向別の平均 Grms 

 
 
  

Longitudinal Lateral Vertical

Sec.R 0.020 0.022 0.048

Ref.1（public road） 0.040 0.056 0.100

Ref.2（public road） 0.052 0.123 0.175

Ref.3（public road） 0.049 0.119 0.173

Ref.4（public road） 0.059 0.183 0.189

Ref.6（public road） 0.030 0.066 0.107

Ref.2（high way） 0.078 0.152 0.213

Ref.3（high way） 0.081 0.134 0.229

Ref.4（high way） 0.048 0.173 0.202

Ref.5（high way） 0.050 0.214 0.232

Ref.6（high way） 0.037 0.098 0.164
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４．３．３ 走行中における振動と衝撃－走行路面との関係 
 
解析対象区間の抽出 

 
 本節からは実験 B による検証結果を取扱う。高速道路を使用した走行試験はテスト
コースとは異なり、渋滞や長時間の信号待ちに遭遇するなど、不測の事態は必ず生じ
る。解析結果に再現性を持たせるために、振動データの抽出条件を安定した走行速度を
維持した時間帯とした。GPS の計測値から走行速度の分布を確認したところ、今回の
試験においては走行速度の目安として、首都高速道路は 50 km/h 以上、東名高速道路
は 70 km/h 以上が安定した十分なデータ量を獲得できるため、分類区分として妥当と
判断できた。走行路面の影響を検証するために、凹凸が激しい箇所として、首都高橋梁
部の伸縮継手（Fig. 4-3-17）に着目した。その上で、上記の速度条件を満たし、かつ伸
縮継手密度の高い区間を抽出した。その結果、上下線とも江戸橋 JCT付近から御徒町
駅付近の間が解析対象として最適であるとの結論に達した。その区画における伸縮継手
の存在数については、筆者のカウントによると、約 2.5 km に 92 箇所であり、密度
は、36.8 箇所/kmとなる。一方、東名高速走行時（海老名 SAから東京料金所間）で
は約 24.8 km に 59 箇所存在し、密度は 2.4 箇所/kmとなる。密度の比較では 15 倍以
上となるため、十分な差異であると考えた。 
 以降、東名高速道路の速度 70 km/h 以上での安定走行区間については「通常路面
（Normal expwy）」、首都高速道路の 50 km/h 以上での橋梁部伸縮継手の高密度区間に
ついては、「継手路面（Joint frequent section）」と表記する。 

 

Fig. 4-3-17 首都高速道路橋梁部に見られる伸縮継手 
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 ここで、本節で路面凹凸の顕著な一例として着目した伸縮継手についての既往研究の
内容を辿っておく。道路橋は鉄骨から構成されており、寒暖差に伴う伸縮を吸収するた
めのジョイントとして、伸縮継手が必要となる。伸縮継手については車両が通過する際
に受ける振動やその際に発生する騒音が、橋の損傷や周辺環境の悪化につながる因子と
なりうる。こうした課題に関連する既往研究としては実態調査から始まり、本田らは、
道路橋の伸縮装置部を自動車が通過する際に生じる衝撃に着目し、道路橋路面の実態調
査として、北陸 3県の 91橋について 248 の伸縮装置部の凹凸を測定している 6)。横山ら
は、人工段差を用いた荷重車走行試験を行い、段差量、速度、積載荷重、車種、車軸と
いったパラメータの衝撃力に対する影響を調査し、段差量の影響が大きいことを報告し
ている 7)。徳永らは、車両が路面の凹凸上を走行する際に高架道路橋等で生じる振動が
地盤振動へ影響し、最終的に道路周辺の家屋を揺らすといった被害の改善に向けて、実
態解明を行った。その結果、従来は考慮されていなかった比較的長周期の路面凹凸が地
盤振動に影響を与えており、その凹凸量としては伸縮継手部から 1 m から 3 m離れた地
点で 20 mmから 40 mmに達するものが多いことが分かった。また、車両のばね振動は
凹凸量だけでなく、凹凸のパターンによって振動の大きさの傾向が異なると解析してい
る 8)。これを踏まえて、米田らは、走行車両による一連の動的応答解析を実施し、橋梁交
通振動に及ぼす緩やかな路面段差の影響を調査した。波長の長い緩やかな路面凹凸に対
してのシミュレーション解析により、車両と橋梁との共振現象で加速度応答が増大する
ことを明らかにしている 9)。徳永らは、新設路線における路面調査と車両のばね振動測
定を行い、伸縮継手近くの路面は、極近くには段差がなくとも、比較的長周期の凹凸が
存在する場合が多く、その凹凸によって走行車両が大きく振動することを報告している
10)。梶川らは、リーフサスペンション車両とエアサスペンション車両が走行した際の高
架橋における交通振動について調査し、エアサスペンション車両は加速度振幅等におい
てリーフサスペンション車両よりも大きく低減できていることを報告している。その中
で、伸縮継手部通過時にエアサスペンション車両は 0.4 G 程度であるのに対し、リーフ
サスペンション車両では約 1 G の加速度の計測値が報告されている 11)。室井らは、高速
道路橋での走行試験を行い、特定の車線を走行する際の振動加速度が卓越していること
を突き止め、当該車線においては伸縮継手付近の路面凹凸が長周期性を有することが原
因となって大型車両のばね上（サスペンションより上部）を大きく振動させていること
を報告している 12)。そこで広井らは、橋梁上の長波長の路面に対して IRI（国際ラフネ
ス指数）を評価手法として用い、その適用性を検討し、現実の振動問題に対応する路面
評価が可能であることを報告している 13)。長船らは、交通量の増加に伴い、道路橋を取
り巻く問題としては、橋梁本体の損傷以外にも、周辺生活環境に与える問題が重要視さ
れている背景を踏まえ、高速道路橋において振動と低周波音の調査を実施し、その関係
性について報告している 14)。黒木らは、舗装の維持管理に用いられる路面性状の評価項
目では、伸縮継手部等の局部的な路面段差への定量評価ができないという背景を踏まえ
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て、路面段差測定車による車軸加速度測定を行い、路面段差に起因する振動苦情は走行
速度 50 km/hの場合に車軸加速度が 4 G を超えると発生するという結果を得ている 15)。
深田らは、路面凹凸についてドライバーのアンケート結果と振動計測結果を照合し、苦
情路面と振動加速度との関係性を明らかにした。瞬間的な加速度ではなく、繰り返しに
ある一定レベルを超える振動を受ける場合が苦情路面につながり、これは、路面形状に
よっては車両のばね振動を増幅させる効果が発生することにも起因するとしている 16)。 
以上から橋梁部の伸縮継手に関わる課題は、従来から研究対象として続いているもので
あり、その内容から、伸縮継手部分の段差だけではなくその周辺の路面形状との組み合
わせがむしろ問題であり、しかもそれは比較的長周期の（緩やかな）路面凹凸を伴うも
のがより問題となるという点が浮かび上がる。研究内容としては、どちらかといえば振
動や騒音問題の解決に関連するものが多い。 
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Grms から見た走行路面の影響について 
 
 上記抽出条件に従った、通常路面および継手路面における、測定位置毎の方向別の
Grmsを算出した。Table 4-3-6は 2t車の各位置で計測された Grms 値とその相対的な
レベルをグラフ化したものである。3方向全てのGrms値は、継手路面が通常路面を上
回り、この傾向は往路、復路ともに共通している。垂直方向の Grms値は通常路面、継
手路面の双方において他の方向よりも大きく出ており、特に復路の測定位置 D で 0.658 
G と極めて大きい値が検出され、これは同位置の通常路面での約 2倍に該当する。全
計測位置の垂直方向 Grms の平均値で比較した場合、継手路面は通常路面と比べて往路
で約 1 割、復路で約 3 割程度高く検出された。首都高橋梁部の伸縮継手の荷台上への振
動に対する影響は確実に存在すると考えられる。 
 

Table 4-3-6 2t車の荷台上で計測されたGrms値と相対的レベルを示したグラフ。“Normal 
expwy”が東名高速道路を速度70 km/h 以上で安定走行した区間（通常路面）を、“Joint frequent 
section”が首都高速道路を50km/h 以上で走行した橋梁部伸縮継手の高密度区間（継手路面）を示

す。”Logger position”の詳細はFig. 4-2-8に示した通り。 

 

  

Logger
position

A 0.059 0.068 0.077 0.082 0.233 0.215
B 0.063 0.072 0.103 0.096 0.375 0.311
C 0.059 0.081 0.081 0.078 0.249 0.352
D 0.057 0.065 0.096 0.085 0.229 0.209
E 0.057 0.053 0.085 0.088 0.257 0.252
F 0.052 0.058 0.080 0.073 0.164 0.161
G 0.071 0.079 0.091 0.100 0.290 0.417
H 0.065 0.079 0.121 0.115 0.164 0.271
I 0.054 0.056 0.145 0.160 0.271 0.343

Average
A 0.058 0.068 0.078 0.080 0.225 0.208
B 0.079 0.110 0.126 0.121 0.333 0.294
C 0.058 0.056 0.078 0.085 0.292 0.282
D 0.075 0.110 0.103 0.167 0.327 0.658
E 0.085 0.104 0.085 0.094 0.299 0.498
F 0.062 0.067 0.101 0.096 0.371 0.352
G 0.098 0.079 0.101 0.104 0.244 0.256
H 0.078 0.145 0.084 0.124 0.325 0.536
I 0.051 0.051 0.126 0.147 0.280 0.307

Average

0.248 0.281

Return

0.072 0.088 0.098 0.113 0.300 0.377

2t

Outward

0.060 0.068 0.098 0.097

Normal expwy
Joint frequent

section

Grms Grms Grms Grms Grms Grms

Truck
type

Longitudinal Lateral Vertical

Normal expwy
Joint frequent

section
Normal expwy

Joint frequent
section
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ピーク加速度の時系列変化から見た走行路面の影響について 
 
 Table 4-3-6によると、2t 車については、往路で測定位置 G、復路で測定位置 Dが最
大の Grmsを示した計測点となる。これら、往路の測定位置 G、復路の測定位置 D で
計測されたピーク加速度を時系列にプロットしたものが Fig. 4-3-18 と Fig. 4-3-19 で
ある。各図の上部に付記した番号（1）から（8）は、往路についての（1）一般道路、
（2）首都高速道路の継手路面、（3）その他の首都高速道路、（4）東名高速道路、の区
間と、復路についての（5）東名高速道路、（6）その他の首都高速道路、（7）首都高速
道路の継手路面、（8）一般道路、を示したものである。したがって、継手路面を意味す
る区間（2）（Fig. 4-3-18）と区間（7）（Fig. 4-3-19）が着目すべき区間となるが、ピー
ク加速度としての最大値がそれらの区間に存在するわけではないことが分かる。単発の
衝撃加速度としては、基本的に高速走行時の方が発生確率としては上がるということ
と、高速走行時の走行時間が圧倒的に長いために結果的に大きな加速度も多発したとい
う現象として考察している。 
 しかし、継手路面には高い加速度が密集していることも明かな現象として表れてい
る。この傾向は特に復路において顕著であり、復路の区間（3）（Fig. 4-3-19）は 2 G 
付近に加速度が集中して検出されている（Fig. 4-3-19 中の点線円枠部分）。このような
傾向が、平均的に継手路面全体の加速度レベルを上げている要因と考えられる。したが
って、ピーク加速度の時系列変化から見た場合においても、走行路面の影響の存在は確
認できる。 
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Fig. 4-3-18 2t車の測定位置G（往路）におけるピーク加速度の時系列変化。図中
の番号は、（1）一般道路、（2）首都高速道路の継手路面、（3）その他の首都高

速道路、（4）東名高速道路、の区間を示す。 
 

 

 
Fig. 4-3-19 2t車の測定位置D（復路）におけるピーク加速度の時系列変化。図中
の番号は、（5）東名高速道路、（6）その他の首都高速道路、（7）首都高速道路の

継手路面、（8）一般道路、を示す。 
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PSDから見た継手走行時の特徴について 
 
 2t 車の垂直方向の振動に関して、往路において最大の Grms を示した測定位置 Gの
通常路面および継手路面、最小の Grmsを示した測定位置 Fの通常路面および継手路面
の PSD を作成した。復路においては、最大の Grms を示した測定位置D の通常路面お
よび継手路面、最小の Grms を示した測定位置 Aの通常路面および継手路面の PSDを
作成した。以上 8つの PSD は、Fig. 4-3-20 にまとめた。 
 継手路面では 2 Hz から 4 Hz において増加する傾向が認められ、Fig. 4-3-20 の（1）
と（2）および（5）と（6）の比較から分かるように、その傾向は荷台上のGrmsが大
きい計測点ほど顕著である。また、（1）、（2）、（5）、（6）といった Grmsが最大であっ
た計測点では往路復路ともに 250 Hz から 300 Hzの周波数が顕著に現れている。その
他、復路の継手路面（6）では、通常路面（5）と比較して、260 Hz、300 Hz付近が顕
著に増加していた。特に 300 Hz付近の周波数は 2t 車に特徴的な振動であると見受けら
れ、車両構造に起因するものと考えている。 
 

 

Fig. 4-3-20 2t車の垂直方向のPSD。（１）往路・通常路面・計測位置G、（２）往路・継手
路面・計測位置G、（３）往路・通常路面・計測位置F、（４）往路・継手路面・計測位置F、
（５）復路・通常路面・計測位置D、（６）復路・継手路面・計測位置D、（７）復路・通常

路面・計測位置A、（８）復路・継手路面・計測位置A、を示す。 
  

Hz

G²
/H

z

(8) Joint frequent section (vertical／return A)

(7) Normal expwy (vertical／return A)

(6) Joint frequent section (vertical／return D)

(5) Normal expwy (vertical／return D)

(4) Joint frequent section (vertical／outward F)

(3) Normal expwy (vertical／outward F)

(2) Joint frequent section (vertical／outward G)

(1) Normal expwy (vertical／outward G)

0.208 Grms ( G )

0.290 Grms ( G )

0.417 Grms ( G )

0.164 Grms ( G )

0.161 Grms ( G )

0.327 Grms ( G )

0.658 Grms ( G )

0.225 Grms ( G )
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４．３．４ その他の考慮すべき因子－車種による差異 
 
 4t 車でも 2t 車と同一経路を同様に走行した際の計測結果を得ており、Table 4-3-7は
Table 4-3-6 と同様に、4t車の各位置で計測されたGrms値とその相対的なレベルをグ
ラフ化したものである。まず、全体的な Grms 値が 2t車のそれと比較すると非常に低
いことが分かる。また、通常路面と継手路面との差については、各方向の平均 Grmsで
見ると大きな差が存在せず、逆に通常路面の方が継手路面を上回る場合も存在すること
が分かる。 
  

Table 4-3-7 4t車の荷台上で計測された Grms値と相対的レベルを示したグラフ。各項
目については、Table 4-3-6 と同様。 

 
 

 ピーク加速度についても、最大の Grmsを示した、往路の測定位置 E、復路の測定位置 H
について、各測定位置におけるピーク加速度を時系列にプロットしたものが Fig. 4-3-21 と
Fig. 4-3-22 である。復路（Fig. 4-3-22）において若干ではあるが、区間（7）で 2 G をやや
下回る付近に加速度が集中して検出される傾向が見受けられる（Fig. 4-3-22 中の点線円枠
部分）。全体的なピーク加速度としては、4t 車では低レベルに収まっていた。 
  

Logger
position

A 0.059 0.049 0.080 0.068 0.141 0.111
B 0.057 0.050 0.072 0.062 0.208 0.183
C 0.047 0.040 0.067 0.059 0.104 0.106
D 0.054 0.047 0.079 0.069 0.155 0.131
E 0.050 0.046 0.082 0.072 0.252 0.231
F 0.047 0.042 0.081 0.073 0.154 0.136
G 0.051 0.047 0.105 0.108 0.162 0.172
H 0.050 0.049 0.108 0.102 0.201 0.208
I 0.050 0.045 0.106 0.102 0.181 0.189

Average
A 0.059 0.051 0.077 0.075 0.143 0.127
B 0.069 0.058 0.109 0.115 0.225 0.209
C 0.059 0.058 0.086 0.088 0.256 0.293
D 0.050 0.049 0.107 0.109 0.253 0.228
E 0.051 0.049 0.106 0.113 0.215 0.234
F 0.053 0.054 0.074 0.069 0.191 0.185
G 0.053 0.051 0.087 0.107 0.229 0.266
H 0.061 0.060 0.109 0.123 0.262 0.310
I 0.057 0.059 0.123 0.129 0.203 0.244

Average

Truck
type

Outward

Return

4t

0.057 0.054 0.098 0.103 0.220 0.233

0.052 0.046 0.087 0.079 0.173 0.163

Longitudinal Lateral Vertical

Grms Grms Grms Grms Grms Grms

Normal expwy
Joint frequent

section
Normal expwy

Joint frequent
section

Normal expwy
Joint frequent

section
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Fig. 4-3-21 4t車の測定位置E（往路）におけるピーク加速度の時系列変
化。図中の番号は、（1）一般道路、（2）首都高速道路の継手路面、（3）

その他の首都高速道路、（4）東名高速道路、の区間を示す。 
 

 

 

Fig. 4-3-22 4t車の測定位置H（復路）におけるピーク加速度の時系列変
化。図中の番号は、（5）東名高速道路、（6）その他の首都高速道路、

（7）首都高速道路の継手路面、（8）一般道路、を示す。 
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 次に、PSDについても車種による差異がどの周波数に現れるのかを検証した。2t 車
での検証と同様に、往路において Grmsの最大を示した計測位置 E、最小を示した計測
位置 C、および復路において Grmsの最大を示した計測位置 H、最小を示した計測位置
A のそれぞれについて、通常路面および継手路面の PSD を作成した（Fig. 4-3-23）。い
ずれも垂直方向成分についてのものである。同一の計測位置においては、概ね継手路面
と通常路面の傾向は一致していると考えられ、継手路面（偶数番号）では 2 Hzから 4 
Hz において増加する傾向が認められる。この周波数域は基本的にサスペンションから
の振動とされているが 17)、その傾向は荷台上の Grms が大きい計測位置ほど顕著であ
る。また、（1）、（2）、（5）、（6）といった Grmsが最大であった計測位置では往路復路
ともに 20 Hz から 100 Hz の周波数が顕著に現れている。その他、復路の継手路面(6)
では、通常路面(5)と比較して、180 Hz、260 Hz 付近が顕著に増加していた。特に 180 
Hz 付近の周波数は先述した 2t車（Fig. 4-3-20）では見られず、4t 車に特徴的な振動で
あると見受けられ、車両構造に起因するものと考えられる。 
 

 

Fig. 4-3-23 4t車の垂直方向のPSD。（１）往路・通常路面・計測位置E、（２）往路・継手路
面・計測位置E、（３）往路・通常路面・計測位置C、（４）往路・継手路面・計測位置C、（５）
復路・通常路面・計測位置H、（６）復路・継手路面・計測位置H、（７）復路・通常路面・計測位

置A、（８）復路・継手路面・計測位置A、を示す。 
 
  

G²
/H

z

(8) Joint frequent section (vertical／return A)

(7) Normal expwy (vertical／return A)

(6) Joint frequent section (vertical／return H)

(5) Normal expwy (vertical／return H)

(4) Joint frequent section (vertical／outward C)

(3) Normal expwy (vertical／outward C)

(2) Joint frequent section (vertical／outward E)

(1) Normal expwy (vertical／outward E)
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４．３．５ その他の考慮すべき因子－荷台上の位置による差異 
 

 荷台上の位置による差異は、積載位置の最適化にもつながる因子である。過去に、
Hinschら 18)はトラック荷台上の幾つかの位置において振動レベルを計測し、荷台の中央
部は後部よりも大きな加速度が生じなかったと報告している。Sitwell19)も文化財の輸送
に用いる予定であるエアサスペンション仕様のトラックへ加速度データロガーを設置し、
荷台位置の差異による影響を検証しており、同様に荷台後部のレベルがやや高いことを
報告している。 
 そこで、各測定点の、通常路面と継手路面における Grms（Table 4-3-1）を荷台を座
標化した平面にプロットし、荷台上 9 点のプロットから等高線図を作成した。それらを
Fig. 4-3-24 と Fig. 4-3-25 に示す。各図の縦軸横軸の数値は座標（荷台上の位置（mm））
を示し、グレースケールの数値は Grms を、各図の上方が荷台前方（車両の進行方向）
で、下方が荷台後方に該当する。4t 車荷台上での Grms の分布（Fig. 4-3-24）について
みた場合、垂直方向については、往路も復路も通常路面と継手路面の分布には共通した
傾向が見られた。その傾向とは、後輪車軸上のほぼ左右中央部にピークが存在し、荷台
前方に向かい徐々に減衰していくというものである。この傾向から、前軸と後軸との中
間地点、すなわちホイールベースの中央箇所が振動レベルとして比較的安定した環境に
なっているものと考えられる。 
 左右方向についても、往路と復路ともに通常路面と継手路面の分布傾向は同様である
が、継手路面の振動レベルに垂直方向で見られたほどの顕著な増幅は見られなかった。
分布傾向としては、荷台後方が相対的に大きく、前方へ向かい徐々に減衰していた。荷
台後方がより左右に揺れやすい環境になっているものと考えられる。 
 以上のような Grms 値の分布傾向が見られ、継手路面にはその値がある特定位置のみ
上昇するのではなく、分布傾向を維持したまま、荷台全体的に振動レベルが上がる現象
を示した。 
 一方、2t 車のGrms 分布を見ると、垂直方向の分布傾向としては、往路も復路も継手
路面では荷台後方部の振動レベルが増幅する現象が見られる。この現象については、復
路の方が継手路面の影響がより大きく現れている。具体的な位置としては、後輪車軸直
上から後方においての振動レベルが高くなっている。垂直方向の跳ね上がりが荷台の後
方ほどより大きく現れるものと考えられる。左右方向の分布は垂直方向の分布傾向に追
随した形で現れており、傾向についても垂直方向と同様である。 
 以上のような Grms 値の傾向が見られ、継手路面の影響としては、2t 車では 4t 車の
ように全体的に振動レベルが上昇しつつも、荷台後方の上昇度合いが特に顕著であると
いう点に特徴が見られた。ただし、振動レベルの分布傾向としては、4t 車の方が、往路
復路ともに明確であった。いずれの車種においても、荷台上の振動レベルは全体として
均一ではないことを示す結果であった。  
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（１）通常路面 
（往路）垂直方向 

（２）継手路面 
（往路）垂直方向 

（３）通常路面 
（復路）垂直方向 

（４）継手路面 
（復路）垂直方向 

    
（５）通常路面 
（往路）前後方向 

（６）継手路面 
（往路）前後方向 

（７）通常路面 
（復路）前後方向 

（８）継手路面 
（復路）前後方向 

Fig. 4-3-24 荷台上における Grmsの分布（4t車）。なお、分布を強調するために(1)から(8)それぞ
れにおいてグレートーンレベルの最大値・最小値を変えている。 
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（１）通常路面 
（往路）垂直方向 

（２）継手路面 
（往路）垂直方向 

（３）通常路面 
（復路）垂直方向 

（４）継手路面 
（復路）垂直方向 

    
（５）通常路面 
（往路）前後方向 

（６）継手路面 
（往路）前後方向 

（７）通常路面 
（復路）前後方向 

（８）継手路面 
（復路）前後方向 

Fig. 4-3-25 荷台上における Grmsの分布（2t車）。なお、分布を強調するために(1)から(8)それぞ
れにおいてグレートーンレベルの最大値・最小値を変えている。 
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４．４ 文化財の陸上輸送環境のまとめ 

 
 本章での検証によって、文化財の陸上輸送環境は工程内で生じる振動および衝撃の程
度から、いくつかの区分に分類できることが分かる（Table 4-4-1）。この分類に沿って、
筆者が過去に計測した輸送環境データの解析を加えて、上記区分をより詳細に定性する
ことで、文化財の陸上輸送環境のまとめとしたい。具体的には、輸送環境計測によって、
各イベントの Grms およびピーク加速度が得られるが、これらはそれぞれ振動レベルと
衝撃レベルを表現するものである。そこで、得られたデータを Table 4-4-1 の区分で切
り分け、Grms とピーク加速度の座標上にプロットすることでそれを評価する。座標の右
上になるほど、振動と衝撃の双方のレベルが高いエリアとなり、それだけ危険性も高ま
る。また、常時定期的な振動が生じているが、突発的な衝撃が少ない工程は、Grmsは高
いがピーク加速度は低いエリアにプロットされる。あるいは常時振動は無いが、大きな
衝撃が生じてしまうような工程は Grms が低く、ピーク加速度が高いエリアにプロット
が集中すると予測される。 
 この解析によって振動と衝撃の要素を含めた輸送環境の評価が可能となると考え、
Table 4-4-2 に列挙した輸送で得られたデータを解析して上述した形式のプロットに出
力したものが、Fig. 4-4-1から Fig. 4-4-4である。なお、低速走行のデータ（Fig. 4-4-1）
は実験 A、継手路面走行のデータ（Fig. 4-4-3）は実験 B によって得られたものである。
なお、Table 4-4-2 の表記対応は、低速：低速走行、一般：一般道路、継手：継手路面、
高速：高速道路、を表しており、各区間のデータを抽出した輸送に●印を付した。 
 

Table 4-4-1 文化財の陸上輸送環境における振動と衝撃のレベル 

輸送工程 Grms（G） ピーク加速度（G） 
低速走行 0.08 以下 0.3以下 

一般道路 
0.21 以下にほぼ収まるが、 

0.40 程度までのリスクを要考慮 
0.8以下にほぼ収まるが、 

2.0程度までのリスクを要考慮 

継手路面 
0.52 以下にほぼ収まるが、 

0.70 程度までのリスクを要考慮 
2.4以下にほぼ収まるが、 

3.0程度までのリスクを要考慮 

高速道路 
0.24 以下にほぼ収まるが、 

0.50 程度までのリスクを要考慮 
1.0以下にほぼ収まるが、 

5.0程度までのリスクを要考慮 
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Table 4-4-2 解析対象とした陸上輸送 

 

低速 一般 継手 高速 輸送開始日 出発地 到着地

● 2005年10月22日 兵庫県内倉庫 長崎歴史文化博物館

● ● 2006年5月3日 東京国立博物館 成田空港

● 2006年11月5日 向源寺 東京国立博物館

● ● 2008年2月29日 薬師寺 東京国立博物館

● ● 2008年3月9日 薬師寺 東京国立博物館

● ● 2009年3月21日 興福寺 東京国立博物館

● ● 2009年4月21日 東京国立博物館 興福寺

● ● 2009年6月15日 東京国立博物館 興福寺

● ● 2009年6月18日 東京国立博物館 九州国立博物館

● ● 2009年10月04日 九州国立博物館 興福寺

● ● 2011年6月17日 東京国立博物館 奈良国立博物館

● 2011年11月28日 金沢能楽美術館 東京国立博物館

● 2014年11月08日 山形美術館 東京国立博物館

● ● 2015年3月21日 京都国立博物館 東京国立博物館

● 2015年8月28日 国立歴史民俗博物館 北海道博物館

● ● 2015年9月17日 都内倉庫 観峰館

● ● 2016年3月12日 京都国立博物館 東京国立博物館

● ● 2016年5月23日 東京国立博物館 京都国立博物館

● ● 2016年5月23日 東京国立博物館 京都国立博物館

● ● 2016年5月23日 東京国立博物館 京都国立博物館

● 2016年8月24日 高松塚修理施設 キトラ四神の館

● ● 2016年11月6日 苫小牧市美術博物館 東京国立博物館

● 2016年12月7日 高松塚修理施設 キトラ四神の館

● ● 2017年3月8日 東京国立博物館 岡山県立博物館

● ● 2017年6月29日 東京国立博物館 長崎歴史文化博物館

● ● 2017年6月29日 東京国立博物館 国立歴史民俗博物館

● ● 2017年7月20日 東京国立博物館 九州国立博物館

● ● 2017年8月9日 横浜みなと博物館 苫小牧市美術博物館

● 2017年10月4日 九州国立博物館 峰町歴史博物館

● 2017年12月25日 札幌芸術の森美術館 国立民族学博物館

● 2017年11月7日 峰町歴史博物館 九州国立博物館

● 2018年2月22日 東京国立博物館 東京国立博物館
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Fig. 4-4-1 低速走行時の振動と衝撃のレベル 

 

 
Fig. 4-4-2 一般道路走行時の振動と衝撃のレベル 
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Fig. 4-4-3 継手路面走行時振動と衝撃のレベル 

 

 
Fig. 4-4-4高速道路走行時の振動と衝撃のレベル 
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 Table 4-4-1 にまとめた通り、文化財の陸上輸送の輸送環境データを収集し解析すること
で必要な輸送工程上の区分を策定でき、各工程において発生する振動と衝撃のレベルの範
囲を提示することができた。例えば高速道路走行時に発生するピーク加速度レベルを「1.0
以下にほぼ収まるが、5.0 程度までのリスクを要考慮」と表現した。多くの輸送環境データ
を収集した場合に低い加速度値が分布として圧倒的に多くなり、全体を平均化すると高い
加速度値が意味するリスクが埋もれてしまう。そこで、統計的にほとんどのデータが 1.0 G
以下に収まるが、場合によっては 5.0 G レベルのピーク加速度が生じるリスクが潜むこと
を注意喚起する意味で上記の表現で記載したものである。この表現は続く第 5章および第 6
章においても同様である。また、このようにある程度の幅を持つ輸送環境データの評価につ
いての検討は陸上輸送以外を含めた文化財輸送全体の評価指標について論じた第 8 章のま
とめの節で行う。 
 本章では陸上輸送に関して、トラックの走行中前後に生じる荷役作業も含めた輸送環境
の実態の検証から行った。専門の作業者による荷役作業は非常に安定した環境を示し、問題
となる現象は見られなかった。トラックの走行中の輸送環境に関しては、走行速度がどのよ
うに影響するのかを検証した。低速走行時（約 15 km/h）、一般道路走行時（約 40 km/h）、
高速道路走行時（約 80 km/h）で比較した場合、速度上昇とともに、Grmsとピーク加速度
の双方が上昇することから、トラック荷台上の輸送環境は走行速度と相関性が高いと考え
られた。また、走行路面の輸送環境への影響について、日常的に走行頻度の高い、かつ路面
起伏の大きい代表例として、首都高速道路のような高架道路に見られる伸縮継手部分の走
行時を抽出して比較した。その結果、継手路面では通常の高速道路路面よりも大きな Grms
が検出されるが、ピーク加速度としては通常の高速道路路面の方が高く検出されることが
分かった。連続した路面起伏は衝撃よりも振動のレベルを高める効果を持つものと考えら
れる。また、車種や荷台上の位置によっても輸送環境に若干の差異が生じており、本章で実
施した実験では、車両が小型であるほど、そして相対的に荷台後方になるほど振動と衝撃レ
ベルは上昇する傾向を推測できた。これらは一般的傾向と断定できないが、車両毎の特性を
予め把握することで輸送環境をある程度予測できる可能性を示唆する結果と捉えられる。 
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第５章 文化財の輸送環境調査－海上輸送時における振動と衝撃 
 

５．１ はじめに 

 現在は長距離、長期間におよぶ文化財の海上輸送は行われておらず、例えば日本国内
での陸上輸送手段が存在しない一部の経路でのみ実施されているような状況である。文
化財の海上輸送においてはトラックに文化財を積載した状態で乗船する形式の、RO/RO
船と呼ばれる船が原則用いられている。本論文では船舶による輸送環境は RO/RO 船内
に駐車した美専車の荷台上のものを指す。当然、RO/RO 船による輸送環境を把握する
必要はあるが、公開されたデータはほぼ存在しない。また、港での乗船、下船工程（Fig. 
5-1-1）などの荷役作業についても輸送環境データが存在しない。 
 そこで、本章では RO/RO 船の航海中および港での乗下船時に発生する振動および衝
撃の実態を検証する。そして、本章の最後で船舶輸送全体の輸送環境についてまとめる。 
 

 

Fig. 5-1-1 港における下船工程 
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５．２ 計測 

 
 計測対象とした輸送に関して海上の航路を抜粋したものを、Fig. 5-2-1 に示し、陸路
を含めた工程については Table 5-2-1 から Table 5-2-8 にまとめた。全てトラックに文
化財を積載した状態での輸送である。工程には要所となるターミナルおよび発着地を記
載し、途中の休憩や借用地、返却地に関する情報は一部省略した。また、輸送環境デー
タが取得できた区間のみを掲載した。計測は第 3 章で示した通りの手法で、加速度デー
タロガーをトラックの荷台上に設置し（Fig. 5-2-2）、GPS データロガーは航海中は船室
内（Fig. 5-2-3）、陸上輸送中はトラック内に設置して計測したものである。 

 
Fig. 5-2-1 計測対象とした海上航路（番号は本章で用いる通番） 

 

  
Fig.5-2-2 トラック荷台への加速度データロ

ガーの設置状況 
Fig.5-2-3 船室内に設置した GPS データロ

ガーの状況 
 
  

3, 4

1, 2

8

5, 6
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Table 5-2-1 仙台港から苫小牧港への船舶輸送を含む工程（No.1） 

 
 

Table 5-2-2 苫小牧港から仙台港への船舶輸送を含む工程（No.2） 

 
 
  

2015年8月28日 09:00:00 from: 国立歴史民俗博物館
09:23:18 to: 佐倉IC
09:23:23 from: 佐倉IC
15:01:01 to: 仙台港北IC
15:01:06 from: 仙台港北IC
15:19:41 to: 仙台港
19:40:29 from: 仙台港

2015年8月29日 11:02:28 to: 苫小牧港
11:12:14 from: 苫小牧港
11:37:12 to: 沼ノ端西IC
11:37:17 from: 沼ノ端西IC
13:09:55 to: 札幌南IC
13:10:00 from: 札幌南IC
13:30:03 to: 北海道博物館

一般道路 5

種別

一般道路 2

高速道路

560

384

一般道路 10

船舶

高速道路 44

経路日付 時刻
距離
(km)

一般道路 8

2016年11月6日 17:31:06 from: 苫小牧市美術博物館
17:54:47 to: 苫小牧港
19:00:00 from: 苫小牧港

2016年11月7日 09:50:00 to: 仙台港
09:51:00 from: 仙台港
10:15:11 to: 仙台港IC
10:15:16 from: 仙台港IC
13:43:02 to: 那珂IC
13:43:08 from: 那珂IC
14:05:39 to: 茨城県立歴史館

2016年11月8日 08:02:00 from: 茨城県立歴史館
08:23:23 to: 水戸IC
08:23:28 from: 水戸IC
09:19:08 to: 神崎IC
09:19:13 from: 神崎IC
09:52:48 to: 伊能忠敬記念館
10:24:28 from: 伊能忠敬記念館
10:44:53 to: 佐原香取IC
10:44:58 from: 佐原香取IC
12:51:58 to: 箱崎JCT
12:52:03 from: 箱崎JCT
14:12:09 to: 東京国立博物館

一般道路 3

種別

一般道路 4

船舶 560

高速道路 233

一般道路 12

一般道路 15

高速道路 78

一般道路 13

一般道路 4

一般道路 5

日付 時刻 経路
距離
(km)

高速道路 87
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Table 5-2-3 苫小牧港から大洗港への船舶輸送を含む工程（No.3） 

 
 

Table 5-2-4 大洗港から苫小牧港への船舶輸送を含む工程（No.4） 

 
 

Table 5-2-5 博多港から厳原港への船舶輸送を含む工程（No.5） 

 
 
  

2017年12月14日 22:31:05 from: 苫小牧市美術博物館
22:39:52 to: 苫小牧港

2017年12月15日 01:24:59 from: 苫小牧港
19:46:35 to: 大洗港
19:49:52 from: 大洗港
20:00:52 to: 水戸大洗IC
20:00:53 from: 水戸大洗IC
20:30:00 to: 桜川筑西IC

一般道路 3

種別

一般道路 5

高速道路 47

日付 時刻 経路
距離
(km)

船舶 754

2018年3月18日 14:00:00 from: 東京国立博物館
18:00:00 to: 水戸大洗IC
19:45:00 from: 大洗港

2018年3月19日 13:30:00 to: 苫小牧港
13:30:00 from: 苫小牧港
16:00:00 to: 札幌芸術の森美術館

一般道路
高速道路

118

種別

船舶 754

一般道路
高速道路

70

日付 時刻 経路
距離
(km)

2017年10月4日 08:26:23 from: 九州国立博物館
08:56:39 to: 水城IC
08:56:39 from: 水城IC
09:09:16 to: 築港IC
09:09:16 from: 築港IC
09:09:43 to: 博多港
10:01:36 from: 博多港
12:19:13 to: 郷ノ浦港（壱岐）
12:36:32 from: 郷ノ浦港（壱岐）
14:50:41 to: 厳原港（対馬）
14:52:02 from: 厳原港（対馬）
14:56:43 to: 対馬歴史民俗資料館
15:13:11 from: 対馬歴史民俗資料館
16:23:59 to: 峰町歴史民俗資料館

日付 時刻 経路
距離
(km)

一般道路 45.2

一般道路 1

船舶 65.2

船舶 73.8

一般道路 0.2

高速道路 14.6

一般道路 8.2

種別
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Table 5-2-6 厳原港から博多港への船舶輸送を含む工程（No.6） 

 
 
 
 

Table 5-2-7 苫小牧港から八戸港への船舶輸送を含む工程（No.7） 

 
 
  

2017年11月7日 10:35:00 from: 峰町歴史民俗資料館
11:51:00 to: 対馬歴史民俗資料館
13:54:00 from: 対馬歴史民俗資料館
14:00:00 to: 厳原港（対馬）
15:00:00 from: 厳原港（対馬）
19:14:00 to: 博多港
19:17:50 from: 博多港
19:22:24 to: 築港IC
19:22:25 from: 築港IC
19:35:19 to: 水城IC
19:35:20 from: 水城IC
19:50:14 to: 九州国立博物館

一般道路 45.2

種別

一般道路 1

船舶 138

一般道路 0.2

高速道路 14.6

日付 時刻 経路
距離
(km)

一般道路 8.2

2017年12月25日 18:28:40 from: 札幌芸術の森美術館
22:44:34 to: 苫小牧港
23:59:00 from: 苫小牧港

2017年12月26日 07:48:21 to: 八戸港
10:01:08 from: 西根IC
20:29:52 to: 新静岡IC

一般道路
高速道路

70

種別

船舶 242

高速道路 726

日付 時刻 経路
距離
(km)
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Table 5-2-8 青森港から函館港への船舶輸送を含む工程（No.8） 

 
 
 

  

2017年8月9日 14:31:26 from: 横浜みなと博物館
14:42:07 to: みなとみらいIC
14:42:13 from: みなとみらいIC
20:51:31 to: 大和IC
20:51:32 from: 大和IC
21:43:26 to: 大和IC
21:43:27 from: 大和IC
22:01:16 to: 仙台港北IC

2017年8月10日 06:03:05 from: 仙台港北IC
10:30:24 to: 青森IC
10:30:29 from: 青森IC
11:07:52 to: 青森港
11:23:00 from: 青森港
15:35:00 to: 函館港
15:35:24 from: 函館港
16:19:31 to: 大沼公園IC
16:19:32 from: 大沼公園IC
18:44:54 to: 苫小牧西IC
18:44:55 from: 苫小牧西IC
19:06:39 to: 苫小牧市美術博物館

一般道路 0.7

種別

高速道路 432

一般道路 4.8

高速道路 26.3

高速道路 351

一般道路 10

船舶 110

一般道路 27.3

高速道路 253

日付 時刻 経路
距離
(km)

一般道路 43.5

94



５．３ 解析結果と考察 

５．３．１ 航海中における振動と衝撃 
 

 計測対象とした８つの輸送について、陸上輸送含めた全工程の Grms の時系列変化を
Fig. 5-3-1 から Fig. 5-3-8 に示す。なお、これらは最も振動レベルの高い垂直方向の Grms
をプロットしたものである。 
 船舶輸送中の振動レベルについては、全ての輸送における Grms の時系列変化（Fig. 
5-3-1 から Fig. 5-3-8）において、航海中（各図中「Ship」と表記）が最も低いレベルを
維持していたことが非常に明瞭である。 
 

  
Fig. 5-3-1 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.1） 
Fig. 5-3-2 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.2） 
 

  
Fig. 5-3-3 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.3） 
Fig. 5-3-4 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.4） 
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Fig. 5-3-5 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.5） 
Fig. 5-3-6 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.6） 
 

  
Fig. 5-3-7 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.7） 
Fig. 5-3-8 Grms（垂直方向）の 

時系列変化（No.8） 
 
 また、上記８つの輸送において、添乗者からより詳細な情報を得ることができた No.2
の輸送（Table 5-2-2）については輸送工程を正確に区分することができたため、輸送工
程毎に、ピーク加速度と Grms を方向別に計算し、それぞれの最大値、平均値を Table 
5-3-1 にまとめた。Table 5-3-1 からは、全ての輸送工程において、ピーク加速度と Grms
の最大値および平均値が最小を示したのは船舶による輸送工程であったことが明瞭であ
る。 
 ちなみに、No.2 に関して、全方向のピーク加速度と移動速度を並列してプロットした
ものが Fig. 5-3-9 となる。Fig. 5-3-9 において、約 40 km/h で移動している区間が海上
輸送に該当するが、加速度のレベルは（停車中を除く）他の工程と比較して非常に低い
ことがこの図からも明らかである。また、輸送全体では垂直方向の振動が他の方向と比
べて高いレベルとなっていた。船舶と同速度で陸上を美術品輸送専用車両で輸送した場
合と比較しても、船舶による輸送は圧倒的に安定していると言える。なお、同図の右半
分を占める空白の領域は夜間の車両留置きの時間帯を示している。 
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Table 5-3-1 輸送 No.2 で検出されたピーク加速度と Grms の最大値を 3 方向（CH1:前後、
CH:2 左右、CH:3 垂直）別にその平均値を輸送工程毎に解析したもの。表中の数値が太字の

部分は各方向において最大あるいは最小値を示した工程を示す。 

 
 

 
Fig. 5-3-9 輸送 No.2 で計測された全方向のピーク加速度と速度の時系列変化 

 
  

CH1 CH2 CH3 CH1 CH2 CH3 CH1 CH2 CH3 CH1 CH2 CH3
from: 苫小牧市美術博物館

to: 苫小牧港
from: 苫小牧港

to: 仙台港
from: 仙台港

to: 仙台港IC
from: 仙台港IC

to: 那珂IC
from: 那珂IC

to: 茨城県立歴史館
from: 茨城県立歴史館

to: 水戸IC
from: 水戸IC

to: 神崎IC
from: 神崎IC

to: 伊能忠敬記念館
from: 伊能忠敬記念館

to: 佐原香取IC
from: 佐原香取IC

to: 箱崎JCT
from: 箱崎JCT

to: 東京国立博物館
0.244 0.377 0.018 0.024 0.032

0.073

一般道路 0.411 1.070 1.934 0.083 0.121 0.123 0.103

0.296 0.153 0.449 0.451 0.028 0.055

0.021 0.037 0.049

高速道路 0.962 2.797 2.879 0.123 0.244

0.093 0.160 0.179 0.102 0.174 0.227

0.290 0.366 0.029 0.055 0.088

一般道路 0.369 0.889 1.026

0.111

一般道路 0.794 1.512 2.042 0.120 0.229 0.314 0.164

0.411 0.100 0.358 0.341 0.043 0.075

0.027 0.045 0.070

高速道路 0.586 1.877 2.653 0.165 0.297

0.129 0.176 0.254 0.125 0.352 0.343

0.242 0.360 0.027 0.051 0.069

一般道路 0.652 1.869 2.253

0.109

一般道路 0.491 1.128 1.535 0.104 0.188 0.249 0.098

0.403 0.136 0.441 0.393 0.040 0.073

0.021 0.025 0.039

高速道路 0.842 1.960 3.548 0.149 0.269

0.083 0.098 0.147 0.068 0.282 0.243

0.024 0.038 0.017 0.017 0.022

一般道路 0.279 1.285 2.188

0.035

船舶 0.153 0.143 0.188 0.078 0.078 0.092 0.023

0.131 0.091 0.115 0.200 0.023 0.027

G (ave) Grms (max) Grms (ave)

一般道路 0.236 0.524 0.646 0.095 0.112

経路 種別 G (max)
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 さらに、No. 2 の輸送について、高速道路走行時、一般道路走行時、海上輸送時の３種
の輸送工程における PSD を計算した結果を Fig. 5-3-10 に示した。 

 
Fig. 5-3-10 輸送 No.2 の工程の内、高速道路走行時、一般道路走行時、船舶輸送時の工

程から得られた PSD 
 
 Fig. 5-3-10 からは、高速道路走行時の特性は一般道路走行時と一致するが、全周波数
域において振動レベルが高かったことがうかがえる。海上輸送時はそれら陸上輸送時と
比較すると圧倒的に振動レベルが低く、例えば 10 Hz までの周波数域においては、約
1,000 倍の差を示す部分も存在する（縦軸は対数軸となっている）。なお、約 30 Hz、60 
Hz、120 Hz、160 Hz といった周波数帯に局所的なピークが現れており、周波数のパタ
ーンから何らかの倍音振動が生じているものと考えられる。船体振動はプロペラや主機
などの起振源による定常的振動現象と、波浪衝撃力による過度振動現象とに分類され、
振動する構造も多岐に亘っておりやや複雑である 1)。この内、定常的振動現象について、
主機からの起振力はディーゼル機関からの起振力であるとされる 2)。上記周波数は船舶
構造に起因するものと推定しているが、振動源については現在のところ明確ではない。 
 以上から、総合的に評価すると、船舶による海上輸送中に発生する加速度レベルは非
常に低いものであり、輸送環境としては非常に安定したものである。 
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５．３．２ 乗船時および下船時における振動と衝撃 
 
 前節までの検証によって、文化財の海上輸送環境において、残された課題は RO/RO
船の乗下船工程における環境の把握のみとなった。そこで本節では前節で解析対象とし
た全 8 回の輸送における、港で行われる乗下船の間にトラック荷台上がどのような輸送
環境となるのかを検証する。輸送番号は前節から引き続き同じものを用いるが、No.1 か
ら No.8 の輸送時に収集した GPS データ、添乗者の撮影画像あるいは、その後の補充と
して各フェリー会社への聞き取り調査によって得られた情報から、各輸送における乗下
船工程に該当する時間帯の特定を行った。 
 まず振動レベルを把握するために、乗下船工程において最大の実効加速度（Grms）を
示したイベントを抽出し、さらにそのイベントから PSD を算出した。それらを Fig. 5-3-
11 から Fig. 5-3-18 に示す。 
 

  
Fig. 5-3-11 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.1）。Grms は 0.197 G。 
Fig. 5-3-12 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.2）。Grms は 0.198 G。 
 

  
Fig. 5-3-13 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.3）。Grms は 0.132 G。 
Fig. 5-3-14 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.4）。Grms は 0.155 G。 
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Fig. 5-3-15 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.5）。Grms は 0.137 G。 
Fig. 5-3-16 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.6）。Grms は 0.222 G。 
 

  
Fig. 5-3-17 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.7）。Grms は 0.217 G。 
Fig. 5-3-18 Grms（垂直方向）の最大値と 

PSD（No.8）。Grms は 0.202 G。 
 
 前節で示した Fig. 5-3-10 中の海上航海中の PSD と波形を比較すると、あきらかに上
記の乗下船工程の方が大きな振動レベルと持つことが分かり、特に 30 Hz 以下の周波数
領域において大きく検出されていた。PSD のレベルで見た場合には、乗下船工程はトラ
ックによる一般道路および高速道路走行時と大差のないものであると言える。 
 次に衝撃のレベルとしてピーク加速度の観点から検証した。同様に 8 回の輸送におけ
る乗下船工程の中で最大の加速度を示した波形を抽出し、Fig. 5-3-19 から Fig. 5-3-26 に
示す。また、Fig. 5-3-27 は比較対象として抽出した輸送 No.6 において船舶で海上を航
海中に検出された加速度波形の一例である。航海中は衝撃加速度のようなピークはほぼ
見られず、非常に安定した環境であることが伺える。 
 以上の計測結果から、港における乗下船工程では海上航海中では現れないレベルの振
動と衝撃が生じる可能性が非常に高いということを検証できた。 
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Fig. 5-3-19 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.1） 
Fig. 5-3-20 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.2） 
 

  
Fig. 5-3-21 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.3） 
Fig. 5-3-22 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.4） 
 

  
Fig. 5-3-23 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.5） 
Fig. 5-3-24 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.6） 
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Fig. 5-3-25 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.7） 
Fig. 5-3-26 乗下船工程で検出された 

最大の加速度波形（No.8） 
 

 
Fig. 5-3-27 船舶で海上航海中の 

加速度波形の一例（No.6） 
 

 最後に、こうした乗下船工程で生じるやや激しい振動や衝撃はどのような周辺環境に
起因するものであるのか調査しておく必要がある。フェリー会社の協力を得て、乗下船
時の車両周辺の状況を調査したところ、床面には、船内の駐車場（Fig. 5-3-28）で車両が
床面に固定される場合に用いる金具（Fig. 5-3-29）の比較的高い密度での分布（Fig. 5-3-
30）、床面に平滑でない部分の存在（Fig. 5-3-31）、ランプウェイにより生じる段差（Fig.5-
3-32）あるいはランプウェイ表面の凹凸（Fig. 5-3-33）など振動の発生原因となりうる
要素の存在を確認することができた。こうした状況は美術品輸送専用車両に乗車した状
態ではなかなか気が付きにくい。船内における駐車場や、乗下船時の段差状況は港や船
舶によって差異があるため、一概には断定できないが、これらの走行路面状態の要素が
大きく影響していることは確かであると推察している。船舶によっては多くの車両が限
られた時間内に乗下船を完了せねばならない場合もある。したがって、美術品輸送専用
車両のみ、こうした工程を低速かつ慎重に走行することは困難な場合も多いが、こうし
た路面状態であることは予め想定しておくことは必要である。  
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Fig. 5-3-28 船舶内での駐車場 Fig. 5-3-29 床面に車両を固定するための金具 

 
 

  

Fig. 5-3-30 床面には車両固定用の金具が 
密に設置されている 

Fig. 5-3-31 床面のやや激しい凹凸の様子 

 
  

  

Fig. 5-3-32 ランプウェイと港湾施設 
との間の段差 

Fig. 5-3-33 ランプウェイ表面の凹凸 
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５．４ 文化財の海上輸送環境のまとめ 

 
 本章では文化財の海上輸送において、RO/RO 船の乗下船工程を含め、輸送中に発生
する振動および衝撃レベルについての計測を実施し、輸送環境を検証した。 
 海上輸送環境ついて古くは Foley らの報告があり、そこでは、特に海上輸送はデータ
が少なく、環境が詳細に分かっていないものの、振動レベルは他の輸送機関より低いこ
とは予想されるとしていた 3)。現在においても、海上輸送環境に関する検証報告は陸上
輸送と比較して非常に少なく、近年の調査例として、Singh らはバナナ輸送用冷蔵船の
航海中における輸送環境計測 4)や、安部らによる調査報告 5)、宮城による調査報告 6)など
僅かである。しかもそれらはコンテナ船による輸送環境の調査であり、RO/RO 船に関
するものではない。参考までに、上記阿部らによる報告では、振動と衝撃については、
荒天時のみであるが、加速度としては最大 2 G 弱を示したデータが計測されており、ま
た荷役時には大きな加速度が出現するとしている。また、宮城によると上海およびマレ
ーシアからの 2 航路においては航行中の非常に安定した状況であったとしている。船舶
の形式は異なるものの、海上航海中の振動および衝撃については基本的に安定したもの
であることは、本章による検証と一致する。海上では天候に左右されやすいため、気象
条件次第では非常に激しい環境もあり得ると推定されるが、その点については、運航に
ついては、RO/RO 船は多数の旅客と車両を積載するため、運航管理における安全管理
の規定は厳しく定められている 7)。筆者が運航会社へ直接伺ったところ、予め定められ
た波高を上回った状態であれば、船長判断で運行を中止する規定が順守されていること
が分かった。RO/RO 船は突発的な気象変化でない限り、相当の注意を払って運航され
ている。 
 また、コンテナ船では特に、発地港や着地港あるいは途中の寄港地における揚げ荷や
積み荷といった荷役作業においては、貨物は比較的大きな加速度を受ける場合が多いこ
とも分かっている。例えば、Böröcz らは、北欧から南アフリカまでの非常に長い航路に
おける環境計測を報告しており、航海中の振動レベルは低い一方で、港でのハンドリン
グ時に大きな値が発生していたと報告している 8)。この懸念については、RO/RO 船は該
当しないが、コンテナの港でのハンドリングに該当するものとして、本章では乗下船時
の環境について検証を行った。海上輸送における振動および衝撃のリスクとしては、コ
ンテナ船であっても RO/RO 船であっても、航海中よりもむしろ港での作業に多くが含
まれることは共通すると言える。 
 ちなみに、コンテナ船では温度環境が環境因子の中でも注意すべきものと認識されて
おり、関連研究としては、コンテナ船による輸送中、輻射熱の影響でコンテナ内は 60 ℃
位まで上昇したという報告が存在する 9)。同様に Singh らもコンテナ船の環境計測を行
った結果、振動は安定しているが、温湿度が厳しい環境であったという報告をしている
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10)。 
 こうした本章での検証によって、文化財の海上輸送環境は工程内で生じる振動および
衝撃の程度から、いくつかの区分に分類できることが分かる（Table 5-4-1）。この分類に
沿って、上記区分をより詳細に定性することで、文化財の海上輸送環境のまとめとした
い。定性に用いる手法は第 4 章と同様である。Fig. 5-4-1 および Fig. 5-4-2 にまとめた。 
 

Table 5-4-1 文化財の海上輸送環境における振動と衝撃のレベル 

輸送工程 Grms（G） ピーク加速度（G） 

海上航海 
0.02 以下にほぼ収まるが、 

0.05 程度までの可能性を要考慮 
0.1 以下 

乗下船 0.16 以下 
0.6 以下にほぼ収まるが、 

0.75 程度までのリスクを要考慮 

 

 
Fig. 5-4-1 海上航海中の振動と衝撃のレベル 
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Fig. 5-4-2 乗下船時の振動と衝撃のレベル 

 
 以上の通り、本章では海上輸送環境を検証した。具体的には船舶による輸送環境を、
RO/RO 船内に駐車した美専車の荷台上のものと限定した上で、海上航海中および港で
の乗下船時に発生する振動および衝撃の実態を検証した。その結果、海上輸送では、海
上航海中と港での乗下船工程の 2 つの工程の区分必要性がまず見いだされた。その工程
区分に沿って、計測された振動と衝撃の範囲を特定したところ、海上航海中は極めて安
定しており、突発的な気象変化が生じない限りは安全な環境であると判断できるもので
あった。なお、RO/RO 船の運航は各社厳格な規定を持って実施しており、基本的に出港
時の気象条件が良好でなければそもそも輸送はおこなわれない。一方、乗下船工程では
海上輸送中では検出されることのないレベルの振動と衝撃が発生することが判明した。
陸上輸送時と比較すると相対的に小さいレベルに収まり、工程にかかる時間も短いが、
海上航海中のみが海上輸送の環境を示すものという誤解には注意を要するレベルである。
こうした乗下船時の輸送環境の原因を調査したところ、船内の床面や港施設との接続部
の路面凹凸がその発生源であると推測できた。 

  

0.0 0.5 1.0
0

2

4

6

8

10

ピ
ー

ク
加

速
度

 (
G

)

Grms (G)

106



引用文献 

 
1) 柳 和久, 船体振動 - 主機関起振力による船体振動, マリンエンジニアリング, 44 (2), 
pp.219-224 (2009) 
2) 造船テキスト研究会, 第 4 章 船体振動, 商船設計の基礎知識(改訂版), 成山堂書店, pp.163-
171 (2009) 
3) Foley J. T., Gens M. B.,Magnuson C. F., Current Predictive Models of the Dynamic 
Environment of Transportation, Proceedings of the Institute for Environmental Science, pp.35-
44 (1972) 
4) Singh S. Paul, Burgess Gary J., 他, Measuring the package shipping environment in refrigerated 
ocean vessels, Packaging Technology and Science, 6 (4), pp.175-181 (1993) 
5) 安部 浩二, 寺田 健一,坂本 宗彦, 4. 輸送中のコンテナ内環境 (< 特集> 専用船による物流 
(1) コンテナ船), らん: 纜, 34 pp.26-31 (1996) 
6) 宮城兼一, 海外輸送に関する包装研究 (特集 最近の輸送包装事例), 包装技術, 45 (9), 
pp.680-687 (2007) 
7) 乾 猛士, 6.1 長距離カーフェリーの役割および運航(特集 RO/RO 船), 日本造船学会誌, 797 
pp.822-824 (1995) 
8) Böröcz Péter, Singh Paul,Singh Jay, Evaluation of Distribution Environment 45 Evaluation of 
Distribution Environment in LTL Shipment between Central Europe & South Africa, Journal of 
Applied Packaging Research, 7 (2), pp.45-60 (2015) 
9) 玉木厚誌, 海上輸送・国内輸送・保管における温度対策について (コンテナライナー)(特集 
包装副資材の動向), 包装技術, 47 (12), pp.920-924 (2009) 
10) Singh S. Paul, Saha K., 他, Measurement and Analysis of Vibration and Temperature Levels 
in Global Intermodal Container Shipments on Truck, Rail and Ship, Packaging Technology and 
Science, 25 (3), pp.149-160 (2012) 
 

107



108



第６章 文化財の輸送環境調査－航空輸送時における振動と衝撃 

６．１ はじめに 

 
 日本から海外へ物品を輸送する場合、必然的に船舶か航空機を使用することになる。
船舶による海外輸送の場合は、輸送時間が長くなるため、物流の速さという点では航空
機による輸送に大きな利点がある。文化財の輸送においても、輸送時間は保存環境の観
点からも、また保安性の観点からも短い方が好ましく、現在行われている海外輸送では、
ほぼ航空機が使用されている。海外輸送の増加に伴い、航空輸送環境も予め把握してお
かねばならない重要な環境である。 
 航空輸送による輸送環境について、一般的に飛行中の振動成分は他の輸送機関よりも
高い周波数成分まで含まれているが、振動レベルとしては小さく、衝撃は着陸時が最大
で、1.2 G 程度の加速度が発生するとされている。一方で、荷役時には、ドーリーの連結
部分がぶつかった際の衝撃、路面の継ぎ目からの衝撃などが大きく、10 G程度の加速度
が発生するとした報告がある 1)。こうした状況から、エアサスペンションを装備したト
ラックを使用して空港まで輸送しても、空港内作業で大幅に輸送環境が低下する可能性
が危惧されるため、航空用防振パレットを開発してその効果を検証した事例も存在する
2)。文化財の航空輸送に関しても、幾つかの検証報告が存在し、例えば Saunders は、飛
行中の振動レベルは非常に低く、絵画への影響はほぼ無いが、空港内での荷役作業にお
いては、3 Gから 8 G 程度の衝撃加速度が発生する危険性を指摘している 3)。Kambaら
は文化財の国際輸送時に梱包箱内で発生した振動加速度を計測し、特に空港内のドーリ
ー輸送工程においては、10 Gを超える加速度が発生する現象が見られるため注意を要す
る工程であることを報告している 4)。Kamba らの検証を契機として、国内ではさらに詳
細な検証がなされており、高木らは、ダミー貨物を使用して走行試験を実施し、ドーリ
ーが路面上の段差を乗り越える際の加速度レベルは運転操作の注意レベルに大きく依存
することを検証し、荷扱い注意レベルを適切に管理することで大幅に軽減できると報告
している 5, 6)。また、ドーリー輸送時の振動周波数については、50 Hz から 80 Hzの範囲
に高いレベルの振動が現れるといった報告がある 7)。 
 本章では海外の博物館施設との間で実施された輸送における航空輸送中に発生する振
動および衝撃の実態を検証する。そして、本章の最後で航空輸送全体の輸送環境につい
てまとめる。 
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６．２ 計測 

 Table 6-2-1 はこれまで筆者が計測に関わった文化財の国際輸送の一覧である。本章
では既に詳細を報告したデータ 8)に、近年収集したものを追加してデータの母体数を増
やした上で検証する。航空輸送を計測する場合、加速度データロガーは航空機の機体へ
直接設置することができないため、本章で取り扱うデータは全て、第 3 章で解説した梱
包箱内へ設置した機器で計測されたものである。 

 
Table 6-2-1 解析対象とした航空輸送 

 

 
  

No. 飛行 着陸 空港 輸送開始日 出発地 経由地 到着地

1 ● ● 2005年10月5日 成田空港 仁川国際空港(韓) 国立中央博物館(韓国)

2 ● ● 2006年2月19日 東京国立博物館 成田空港→オークランド国際空港(ニュージーランド) テ・パパ・トンガレワ(ニュージーランド)

3 ● ● 2006年5月30日 東京国立博物館 成田空港→フランクフルト国際空港(ドイツ) ベルリン新国立美術館(ドイツ)

4 ● 2006年10月6日 ベルリン新国立美術館(ドイツ) フランクフルト国際空港(ドイツ)→成田空港 東京国立博物館

5 ● ● 2006年10月23日 ポワンタ・カリエール考古学歴史博物館(カナダ)
モントリオール・ピエール・エリオット・トルドー国際空
港(カナダ)→トロント・ピアソン国際空港(カナダ)→成

田空港
東京国立博物館

6 ● 2006年10月24日 ポワンタ・カリエール考古学歴史博物館(カナダ)
モントリオール・ピエール・エリオット・トルドー国際空
港(カナダ)→トロント・ピアソン国際空港(カナダ)→成

田空港
東京国立博物館

7 ● ● 2007年6月8日 東京国立博物館 成田空港→ワシントン・ダレス国際空港(アメリカ) フリーア美術館(アメリカ)

8 ● ● 2007年10月14日 東京藝術大学大学美術館 成田空港→シャルル・ド・ゴール空港(フランス) パリ日本文化会館(フランス)

9 ● ● 2007年10月20日 国立中央博物館(韓国) 仁川国際空港(韓)→成田空港 東京国立博物館

10 ● 2007年10月20日 国立中央博物館(韓国) 仁川国際空港(韓)→成田空港 東京国立博物館

11 ● 2008年1月31日 パリ日本文化会館(フランス) シャルル・ド・ゴール空港(フランス)→成田空港 東京藝術大学大学美術館

12 ● 2008年7月26日 クレムリン博物館(ロシア) シェレメーチエヴォ国際空港(ロシア)→成田空港 東京国立博物館

13 ● ● 2010年7月01日 東京国立博物館 成田空港→シャルル・ド・ゴール空港(フランス) グリマルディフォーラム(モナコ)

14 ● ● ● 2011年12月19日 故宮博物院(中国) 北京首都国際空港(中国)→羽田空港 東京国立博物館

15 ● ● ● 2012年3月01日 東京国立博物館 羽田空港→北京首都国際空港(中国) 故宮博物院(中国)

16 ● 2014年2月04日 成田空港 シカゴ・オヘア国際空港(アメリカ) クリーブランド美術館(アメリカ)

17 ● 2014年5月16日 クリーブランド美術館(アメリカ) シカゴ・オヘア国際空港(アメリカ)→成田空港 東京国立博物館

18 ● 2015年6月18日 都内倉庫 成田空港→仁川国際空港(韓国) Leeum(韓国)
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６．３ 解析結果と考察 

 
 本章冒頭で述べたように、航空輸送に関しては、既往研究によって輸送工程の定性は
ほぼ完了している。すなわち、飛行、離着陸、空港内荷役作業の 3 工程の分類が既に確
立していると考えてよい。また、飛行中の輸送環境は非常に安定しており、離着陸時は
やや大きな加速度値が検出されるものの、それほど大きな危険性は存在せず、むしろ空
港内荷役作業時に最も不安定な環境になることも分かっている。本節では、既往研究の
こうした成果を踏まえた上で、本研究で計測した、各工程における振動および衝撃の実
データをいくつか提示しつつ、事実関係を改めて検証する。 
 Fig. 6-3-1 から Fig. 6-3-4 に示したのはNo. 5, No. 13, No. 16, No. 18 における輸送全
体のピーク加速度の時系列変化である。図中に飛行、離陸、着陸、荷役（空港内荷役）、
陸上（陸上輸送）のラベルを記入している。これらから明らかなように、飛行中のピー
ク加速度は他の工程と比較して明らかに低く、低い状態で安定している。離陸、着陸で
発生する加速度も輸送全体で相対比較するとそれほど大きなものではない。しかし、荷
役時に発生する加速度と陸上輸送中に発生する加速度はそれらと比較するとレベルが大
きい。この内、陸上輸送中に関しては、第 4 章で検証した通りである。こうした前提を
踏まえた上で以下に、飛行、離着陸、空港内荷役作業の 3 工程について詳細に検証する。 

 

 
Fig. 6-3-1 No. 5 の輸送工程全体のピーク加速度の時系列変化。 

この輸送では 2回の航空輸送が行われた。 
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Fig. 6-3-2 No. 13の輸送工程全体のピーク加速度の時系列変化 

 
 

 

Fig. 6-3-3 No. 16の輸送工程全体のピーク加速度の時系列変化。なお、加速度データロ
ガーの記録開始時刻の設定の関係で、空港内荷役作業時からプロットが始まっている。 
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Fig. 6-3-4 No. 18の輸送工程全体のピーク加速度の時系列変化 

 
６．３．１ 飛行中の振動と衝撃 

 
 No. 13, No. 14, No. 15における飛行中の PSDを算出し Fig. 6-3-5から Fig. 6-3-7に
示す。飛行中で生じる振動のレベルと周波数についてはどの輸送も同様のパターンを
示した。各図中の凡例には Grms 値を並記した。航空輸送では梱包箱の方向を厳密に固
定することができない。したがって、方向が確実な垂直方向のデータのみ掲載する（以
下本節において同様）。PSD からは全周波数帯において振動レベルが低く、特徴的な振
動が見受けられず、Grms も低い。Fig. 6-3-1 から Fig. 6-3-4 で明らかな通り、大きな
衝撃加速度も発生していない。以上からも飛行中に大きな輸送リスクが存在すること
は無いと考えられる。 

  

Fig. 6-3-5 飛行中の PSD（No. 13） Fig. 6-3-6飛行中の PSD（No. 14） 
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Fig. 6-3-7 飛行中の PSD（No. 15） 
 
 

 
６．３．２ 離着陸時の振動と衝撃 

 
 次に、離陸および着陸時に関しての解析を行う。旅客機の座席上では着陸時に大きな
音を体感することがあるため、衝撃を意識することがあるが、ピーク加速度で見た場合
には相対的に小さいことは先述の通りである。Fig. 6-3-8 から Fig. 6-3-15 は、No. 1, 
No. 5, No. 13, No. 15 における着陸時の加速度波形とその PSDである。衝撃レベルは
飛行中よりも高く、最大で 3G 程度の加速度が発生する。振動についても飛行中より約
10 倍程度はレベルが上がり、特に 10 Hz付近のピークが顕著である。ただし、この工
程は大体数十秒で終わることから、輸送トータルで考えた場合の影響としては小さく
なると考えられる。 
 

  

Fig. 6-3-8 着陸時の加速度波形（No.1） 
 
 

Fig. 6-3-9 着陸時の PSD（No.1） 
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Fig. 6-3-10 着陸時の加速度波形（No. 5） 
 
 

Fig. 6-3-11 着陸時の PSD（No. 5） 

 

  

Fig. 6-3-12 着陸時の加速度波形（No. 13） 
 
 

Fig. 6-3-13 着陸時の PSD（No. 13） 

 

  

Fig. 6-3-14 着陸時の加速度波形（No. 15） 
 
 

Fig. 6-3-15 着陸時の PSD（No. 15） 
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６．３．３ 空港内荷役作業時の振動と衝撃 
 
 最後に空港内荷役作業時に関してのデータを解析する。Fig. 6-3-16 から Fig. 6-3-23
は、No. 13, No. 16, No. 17, No. 18 における空港内荷役作業時の加速度波形とその PSD
である。加速度レベルは 10 G 超が頻発しており、しかも 1イベント内で連続して発生
している。加速度データロガーの計測範囲の制限を解くと、15 G まで到達するものも
あった。Grmsを見ると、1 イベントで 1 Gを超えるのは非常に激しい振動レベルとい
う評価になる。中には 2 G程度を示すものもあった。これらは前掲したドーリー（Dolly）
と呼ばれる滑走路上で貨物を牽引する車両（Fig. 6-3-24）で輸送している間に生じたも
のであることが分かっている。空港内荷役作業は本論文で対象とした全ての輸送工程
の中で最も振動および衝撃レベルが高い工程であった。また、梱包箱内のデータである
事を考慮するとドーリーで引かれる台車の荷台表面ではより大きなレベルとなってい
ることが推測される。 
 

  

Fig. 6-3-16 空港内荷役作業時の加速度波形
（No. 13） 

Fig. 6-3-17 空港内荷役作業時の PSD 
（No. 13） 

 

  

Fig. 6-3-18 空港内荷役作業時の加速度波形
（No. 16） 

Fig. 6-3-19 空港内荷役作業時の PSD 
（No. 16） 
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Fig. 6-3-20 空港内荷役作業時の加速度波形
（No. 17） 

Fig. 6-3-21 空港内荷役作業時の PSD 
（No. 17） 

 

  

Fig. 6-3-22 空港内荷役作業時の加速度波形
（No. 18） 

 

Fig. 6-3-23 空港内荷役作業時の PSD 
（No. 18） 

 

 
Fig. 6-3-24 ドーリー 
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６．４ 文化財の航空輸送環境のまとめ 

 
 本章では、既往研究による成果を踏まえ、上記区分をより詳細に定性することで、文
化財の航空輸送環境のまとめとしたい。定性に用いる手法は第 4 章と同様である。Fig. 
6-4-1から Fig. 6-4-3 にまとめた。 

 

Table 6-4-1 文化財の航空輸送環境における振動と衝撃のレベル 

輸送工程 Grms（G） ピーク加速度（G） 

飛行中 0.08 以下 
0.4以下にほぼ収まるが、 

0.5程度までのリスクを要考慮 

離着陸 
0.18 以下にほぼ収まるが、 

0.25 程度までのリスクを要考慮 
0.7以下にほぼ収まるが、 

1.5程度までのリスクを要考慮 

空港内荷役 
0.62 以下にほぼ収まるが、 

1.25 程度までのリスクを要考慮 
2.7以下にほぼ収まるが、 

10.0 程度までのリスクを要考慮 

 
 

 
Fig. 6-4-1 飛行中の振動と衝撃のレベル 

 
 

 
  

0.0 0.5 1.0
0

2

4

6

8

10

ピ
ー

ク
加

速
度

 (
G

)

Grms (G)

118



 
Fig. 6-4-2 離着陸時の振動と衝撃のレベル 

 
 

 
 

 
Fig. 6-4-3 空港内荷役作業時の振動と衝撃のレベル 
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 Table 6-4-1 にまとめた通り、空港内荷役時の輸送環境が最も激しく、高いリスクを含
むものであった。飛行中は陸上輸送の低速走行時や海上輸送の海上航海中の輸送環境と
レベルは近い。また、離着陸時の輸送環境は航空輸送全体と比較すると空港内荷役が突
出しているため非常に小さく見えるが、本節で検証したようにデータの母数を増やして
解析した場合に、ピーク加速度として 1 Gを超える計測値も多く見られ、無視できるレ
ベルとはいいがたい。空港内荷役時を示す Fig. 6-4-3の縦軸 10 G辺りに横軸に平行な点
群がプロットされているが、これらは過去に加速度データロガーの上限値を 10 G と設
定した際に予想を上回るデータが入力されてしまったため、最大値止まりで記録された
データ群である。空港内荷役では 10 G レベルの加速度の発生可能性は見込んでおく必
要があることを意味するものと考えている。 

 
 
  

120



引用文献 

 
1) 金子 武弘, 各種輸送方式とその環境条件, 輸送・工業包装の技術, フジ・テクノシステム, 
pp.571-588 (2002) 
2) 中嶋 理志, 航空用防振パレットの導入による輸送品質の向上, 季刊輸送展望, 246 pp.61-66 
(1998) 
3) Saunders D., Monitoring Shock and Vibration During the Transportation of Paintings, National 
Gallery Technical Bulletin, 19 pp.64-73 (1998) 
4) Kamba Nobuyuki, Wada Hiroshi, 他 , Measurement and Analysis of the Global Transport 
Environment for Packing Cases for Artifacts, Studies in Conservation, 53 (sup1), pp.60-63 (2008) 
5) 高木 雅広, 遠山 一隆,森松 長照, 空港内オペレーションで発生する振動・衝撃の計測と解析, 
日本包装学会第 24 回年次大会研究発表会予稿集, pp.70-71 (2015) 
6) 高木 雅広, 文化財の国際輸送時における空港内荷役作業のリスク, 日本包装学会誌, 26 (6), 
pp.313-319 (2017) 
7) Singh Jay, Singh Paul,Saha Koushik, Evaluation of Vibration Profiles for ULD Dollies at Air-
Cargo Sorting Hubs, The Journal of Applied Packaging Research, 7 (1), pp.15-26 (2015) 
8) 和田 浩, 文化財輸送の解析と評価, 東京国立博物館紀要, 第 51号, 東京国立博物館, pp.1-84 
(2016) 
 

121



122



第７章 文化財の輸送環境調査結果を反映した緩衝設計の最適化 
 

７．１ はじめに 

 
 緩衝材の特性は、基本的には市場に出ている緩衝材の公開されている製品情報から把
握するものであり、その情報を基にしてどの製品をどのように使用するのかを設計する
プロセスに必要なものである。したがって、緩衝材のメーカーは開発段階で、一定の条
件下で示す緩衝能力について、定められた方法に基づいて試験を行っている。例えば日
本国内では、JIS Z 0235 が包装用緩衝材料の試験方法を定めたものであり、そこには衝
撃荷重試験の記録図として最大加速度・静的応力線図の例が掲載されている（Fig. 7-1-
1）1)。緩衝材にかける荷重を変えながら一定の高さから落下させ、荷重に対する落下時
の衝撃加速度をプロットしたものであり、衝撃から内容物を保護するための包装設計に
は非常に有用な線図である。内容物の重量および許容最大加速度と想定される落下高さ
がおおよそ定まっていることが前提となるが、緩衝材の単位面積当たりにどれだけの荷
重をかけた状態であれば、どの厚みの緩衝材を用いれば、仮に指定高さから落下した場
合に衝撃加速度が最小限（Fig. 7-1-1 各曲線における極小点に該当する条件）に収まる
ように設計することができる。 
 

 

Fig. 7-1-1 最大加速度・静的応力線図の例 1) 
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 また、上記プロセスで包装設計を行うことで、内容物の許容加速度を大幅に下回るよ
うな過剰梱包も回避することができる。つまり、落下衝撃に対する保護については、衝
撃加速度をどれだけ吸収できるかを性能とコストの両側面から考慮して緩衝材を選択す
ることになる。 
 こうした緩衝材による衝撃対策については古くから様々な緩衝材について検証されて
いる。例えば、松本は緩衝材としても木毛、段ボールの効果を円筒状ガラス管を梱包し
た状態で落下試験し、それぞれの特性を鑑みた包装設計の必要性を述べている 2)。福尾
らは、防振よりも落下衝撃に対する緩衝が重要だとした上で、緩衝材のばね定数が小さ
い程緩衝効果は大きいが、一方で変形も考慮せねばならないため、ばね定数の選択には
注意を要するとしている 3)。森位は木毛、ティッシュペーパー等の応力・ひずみ線図か
ら緩衝特性を調査し、それぞれの最大加速度・静的応力線図を求め、適切な使用法を提
案している 4)。森下は緩衝材の選択のポイントとして、復元性、耐水性、使用量を挙げ、
ゴム発泡体、ポリウレタン発泡体、木毛、ラバーライズドヘアー（強靭な動植物繊維を
螺旋状にカールさせてラテックスで連結固着したもの）の緩衝係数・応力線図を提示し
ている 5)。様々な物質が合成されるようになると、小山は有機気泡体のもつ特性が防振・
緩衝材として優れた要素に該当するとして今後の用途拡大の可能性を示唆している 6)。
一方で巻口は緩衝材の変遷をまとめた上で、そうしたプラスチック資材の廃棄物問題に
も言及している 7)。これについては別の観点から、赤澤らは、ポリエチレンフォーム材
を緩衝材としてリサイクル使用した場合の性能への影響を検証し、リサイクル３回まで
は影響ないものと報告している 8)。緩衝材の比較に関して清水らは、防振ゴム、コイル
ばね、空気ばねの防振性能と振動減衰能力の 2 要素については空気ばねが最も優れてい
るという報告をしている 9)。緩衝特性については、中嶋らは緩衝材の使用量を必要最小
限に抑えるためには緩衝特性を正確に把握することが必要であるとした上で、動的特性
（落下衝撃試験による）と静的特性（圧縮試験による）を用いて実際の落下で発生する
最大加速度を予測したところ、動的特性の方が高い精度で予測できることを立証してい
る 10)。これに関連して Li らはポリエチレンフォームについての静的特性および動的特
性について論じている 11)。さらに中嶋らは、板厚、総使用量、材料費の観点からの最適
緩衝設計手法の提案として、突起物を有する製品への応用として突起物の長さとの関係
による検証 12)、段差を有する製品への適用に関する検証 12)、製品の重心位置が緩衝材の
形状に及ぼす影響 13)、という観点から報告している。緩衝材の特性把握のためには多く
の試験回数を要し、使用資材も膨大になるため、Burgess 14)、Sek ら 15)、川原ら 16)の研
究に見られるような、実物試験を省略化できるような手法の提案がなされている。近年
実施した実物試験の事例として、Wang らによるハニカムペーパーボードへ低レベルの
繰返し衝撃を与えた際の振動伝達率への影響の検証が存在する 17)。 
 既往研究をまとめると、緩衝材に用いられる新たな素材が技術発展とともに登場し、
その材料についての一定の手法による評価が報告されている。その中でも、落下衝撃か
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ら包装物をいかに保護するかにより重点が置かれており、したがって、緩衝材の特性に
ついては、最大加速度・静的応力線図を得るための実物を使った試験をいかに省力化で
き、かつ再現性の高い手法を構築するかに焦点を当てた研究が比較的盛んである。ただ
し、包装物の脆弱性は緩衝材を評価する上でも、その評価を包装設計へ適用する上でも
事前情報として極めて重要であるが、その取得の困難性も既往研究では共通認識となっ
ている。この点については文化財も全く同様である。 
 そして、緩衝材の振動に対する応答特性を評価しようとした場合、国内には振動につ
いての緩衝材の評価方法としての JIS 規格は存在しない。振動特性試験方法としては通
常行われている手法として、静的荷重をうけた状態の緩衝材に対して、振動試験機で一
定の加速度の振動周波数を変化させて加えた際、緩衝材上の振動の伝達率を計測する方
法が存在する 18)。それによって、得られるのが、Fig. 7-1-2 のような伝達係数・周波数
線図 19)である。横軸方向に周波数が変化した際に現れる伝達率の変化を縦軸にプロット
したものであり、ピークに該当する周波数が緩衝材の共振周波数になる（A: 増幅点、B: 
共振点、C: 減衰点）。先ほど述べた落下衝撃への保護の検討で緩衝材への単位面積当た
りの静的荷重が決まるが、その状態で緩衝材の共振周波数が内容物の共振周波数と一致
してしまうと共振現象が発生してしまう。それを回避するために確認すべき特性という
位置づけになる。試験方法から明らかな通り、通常、この特性（緩衝材の共振周波数）
は緩衝材の板厚、静的荷重によって定まる 20)。  
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Fig. 7-1-2 伝達率・周波数線図の例 19) 

 
 こうしたプロセスを経て最終的には静的荷重、緩衝材種類を調整した包装設計が実現
する。これは科学的根拠に基づいて確立された方法論であるといえる。 
 
 しかしながら、輸送包装分野における上記プロセスでは、想定する落下高さ、すなわ
ち想定している加速度は文化財輸送時に発生する加速度と比較するとあまりに大きい。
例えば、Table 7-1-1 に示すような家電製品の（暫定）許容加速度基準 21)を参照すると、
前章までに登場した加速度レベルよりもはるかに大きいことが明確である。 
 

Table 7-1-1家電製品の（暫定）許容加速度基準の一例 21) 

 

  

Acceptable
acceleration ( G )

Products

25 Oil heater

30 Refrigator, System computer, Vending machine, Water heater

35 Printer

40 Monitor, Fax, Copy machine, Battery

45 Compact fluorescent lamp

50 Air conditioner, TV, Dehumidifier, Mircowave machine, Clothes dryer

60 Laundory machine, Laptop PC

70 Fluorescent lamp equipment

80 Heat retaining pot, heat retention kettle, kotatsu,Torster, Mixer, Fan

over 100
Hear dryer, Iron, Cleaner, Hot carpet, Mobile phone, Ventilation fan, Light bulb,
Fluorescent lamp, Button battery

B: Resonance point 

A: Start of amplification 

( amplification point ) 

C: Start of attenuation 

( attenuation point ) 
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 文化財輸送において、落下衝撃に対してだけではなく、振動への対策も同時に行う場
合には今回のように、一般的によく用いられる包装資材の振動特性を文化財輸送環境の
レベルの範囲で細かく把握しておくことは重要であると考える。 
 そうした観点からの研究も少しずつ進んでおり、文化財の中でも特にキャンバスに描
かれた絵画作品については、1980 年代頃から梱包技術や輸送環境に関する研究が比較的
盛んに行われている 22-27)。近年、Lauchili らは、輸送会社が製作した文化財輸送に用い
られるいくつかの定型梱包箱を用いた加振試験により相互比較を行い、トラック輸送時
に発生する振動を効果的に減衰させるための梱包資材の組み合わせを検討している。衝
撃吸収用と振動減衰用の 2 種類の梱包資材を組み合わせた場合、例えば、衝撃吸収に最
適な静的荷重を選択すると、振動の減衰が効果的でなくなる場合もあり、衝撃と振動の
双方から効果的に保護するための手法の困難性について述べている 28)。また、輸送関連
ではないが、文化財近傍で音楽コンサート 29)や大規模な工事 30)が行われる際にその振動
の絵画作品への影響を調査した報告があり、ワイヤーロープ防振器を組み込んだ展示台
の提案も論じられている。文化財は置かれている環境中の振動レベルが低くても素材自
体が極めて脆弱であるために細心の注意を払う必要がある 31)。 
 しかし、輸送包装の分野では比較的、落下衝撃への対策が重視されている傾向があり、
緩衝材の振動特性把握はユーザー側が自主的に試験をせねば必要なデータが揃わないと
いう背景がある 20)。そして上記の通り、文化財の梱包においては落下衝撃だけでなく、
同時に共振対策も正確に行わねばならない。 
 本章では、まず文化財梱包に使用される緩衝材について、文化財輸送環境の加速度レ
ベル範囲の時に、その特性がどのように変化するのかを把握するための手法の構築につ
いて検証する。そして、得られた緩衝材の特性を梱包設計へ適用するための方法を提案
する。 
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７．２ 計測 

７．２．１ 緩衝材 
 
 緩衝材の特性把握のために加振試験を行うこととした。一例として選択した緩衝材の
詳細については Table 7-2-1 に示す通りである。 
 

Table 7-2-1 緩衝材の主要諸元 
品 名 サンテック®フォーム 35 
製造者 旭化成株式会社 
主原料 発泡ポリエチレン 
密 度 0.032 g/cm3 
板 厚 40, 50, 60 mm 

 
 サンテック®フォームは特に緩衝材用に開発された発泡ポリエチレン（押出し発泡体）
である 32)。そのうち、サンテック®フォーム 35 は軟質の緩衝材に分類され、文化財の梱
包に幅広く用いられている（Fig. 7-2-1 から Fig. 7-2-4）。技術資料 33)に掲載されている
最大加速度・静的応力線図によると、最適加速度値が得られる静的応力範囲が比較的広
く、また高応力側でなだらかな曲線となっており（Fig. 7-2-5）、この性質は緩衝材使用
量を削減できる（支持面積を小さくできる）効果も持つことを意味する 32)。 
 

  
Fig. 7-2-1 仏像梱包の担架と内箱の間の緩衝材と

して設置されたポリエチレンフォーム 
Fig. 7-2-2 寝かした仏像の下に緩衝材として
重ねて設置されたポリエチレンフォーム 
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Fig. 7-2-3 木箱の底面に敷かれたポリエチレンフ

ォーム 
Fig. 7-2-4 外箱と内箱（木枠）との間に設置

されたポリエチレンフォーム 
 

 
Fig. 7-2-5 サンテック®フォーム 35 の最大加速度・静的応力線図（製品カタログ掲載の線
図をトレースしたもの)33) 
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７．２．２ 試験仕様 
 
使用設備と加振条件 

 
Table 7-2-2 試験に使用した設備の主要諸元 

振動試験装置 株式会社振研 G-8210-1LT-112 
デジタル振動コントローラ 株式会社振研 D-57 シリーズ 

加速度センサー Bruel & Kjaer 社 Model 4393 
 
 Table 7-2-2 に使用設備の詳細を、Fig. 7-2-6 に試験冶具の略図を、Fig. 7-2-7 に外観
を示す。静的応力は Table 7-2-3、加振条件は Table 7-2-4 にまとめた。加振に用いたの
は正弦波である。静的応力はサンテックフォームの技術資料 33)を参照し、緩衝包装に適
性な範囲から区切りの良い数値を選定したものである。加振条件は予備試験を実施して
上限を設定した。緩衝材の板厚条件が 3、荷重条件が 6、入力加速度条件が 4 の組合せで
あるため、全 72 回の加振試験を行うこととなる。全ての入力加速度条件は 1 G 未満と
低く、文化財輸送環境の特徴を反映した範囲に設定した。 
 

  
Fig. 7-2-6 試験冶具の略図 Fig. 7-2-7 試験現場の概況 
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Table 7-2-3 試験に用いた静的応力 

重量 
（kg） 

緩衝面積 
（cm2） 

静的応力 
（kgf/cm2） 

10 

400 

0.025 
20 0.050 
30 0.075 
40 0.100 
50 0.125 
60 0.150 

 
 
 
 

 

Table 7-2-4 加振条件 

加振方向 垂直方向 
加振周波数範囲 4 Hz - 100 Hz 
掃引速度 0.5 Hz/s 
掃引回数 1回（片道） 
入力加速度 0.1 G, 0.2 G, 0.5 G, 0.8 G 
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７．３ 解析結果と考察 

 
 本章では緩衝材の共振周波数の変化を調査するため、まずは加振試験の結果を周波数
と伝達率の座標上に静的応力、入力加速度、板厚のバリエーション毎のプロットを行っ
た。代表的なプロットを抽出して Fig. 7-3-1 から Fig. 7-3-3 に示す。また、周波数、伝達
率、静的応力の 3 軸を使った 3D プロットを、入力加速度と板厚毎に作成することで 72
回の加振試験のデータは 12 個の 3D プロットにまとめることができる。それら 12 個の
プロットは Fig. 7-3-4 として示す。それを２D プロットに加工して、伝達率をカラーチ
ャートで表現したものが Fig. 7-3-5 となる。 
 Fig. 7-1-2 で伝達率の増幅が始まる増幅点および減衰が始まる減衰点を示したが、そ
れらと共振点との関係をプロットしたものが、Fig. 7-3-6 から Fig. 7-3-8 であり、計測結
果全体について、静的応力、入力加速度、板厚の変化に伴う周波数伝達率の変化を示す。 
 
 

 
Fig.7-3-1 静的応力毎の周波数変化に伴う伝達率の変化（板厚40 mm, 入力加速度0.1 G） 
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Fig.7-3-2 入力加速度毎の周波数変化に伴う伝達率の変化（板厚40 mm, 静的応力0.025 kgf/cm2） 

 
 

 
Fig. 7-3-3 板厚毎の周波数変化に伴う伝達率の変化（入力加速度0.1G, 静的応力0.025 kgf/cm2） 
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Z: Transmissibility 

Fig. 7-3-4 試験結果を周波数（X軸）、静的応力（Y軸）、伝達率（Z軸） 
の3D座標上にプロットしてまとめたもの。 
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Fig. 7-3-5 試験結果を、静的応力（X軸）、伝達率（Y軸）の2D座標上にプロットし、 
伝達率の高低をカラーチャートで表現したもの。 

  

135



 
Fig. 7-3-6 ポリエチレンフォームの各静的応力下における増幅点、共振点、減衰点の分

布。概ね 30 Hzから 60 Hz に分布する共振点は静的応力の増加に伴い、低周波数側へシフト
し、減衰点も同様に変化する。 

 
 
 

 
Fig. 7-3-7 ポリエチレンフォームの各入力加速度下における増幅点、共振点、減衰点の分

布。共振点は入力加速度の増加に伴い、低周波数側へシフトすることが分かる。 
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Fig. 7-3-8 ポリエチレンフォームの各板厚における増幅点、共振点、減衰点の分布。板厚

の影響はそれほど大きくない。 
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 Fig. 7-3-1 から Fig. 7-3-3 を見ると、既往研究の通り静的応力や板厚が変化することに
より、共振周波数の変動を確認できる。今回特に着目している入力加速度についてもそ
の変化に伴って共振周波数が変化することが分かった。どの試験条件においても入力加
速度が小さくなるほど共振周波数は高くシフトしていた。また Fig. 7-3-2 に関して、伝
達率の変化で見た場合、入力加速度が大きくなると、それに応じて共振周波数における
伝達率が急激に低下する現象が見られた。その一方で静的応力（Fig. 7-3-1）や板厚（Fig. 
7-3-3）が変化しても、共振周波数における伝達率は、それほど大きく変化せず、緩やか
な変化を示すにとどまっていた。伝達率への影響は入力加速度が最も大きいと考えられ
る。 
 次に、Fig. 7-3-4 および Fig. 7-3-5 のような切り口で試験結果を見た場合、静的応力が
大きく変化するに伴い、なだらかな曲線状に共振周波数が徐々に小さく変化する効果が
全体的に共通していることが明確にわかる。ただし、伝達率の変化は静的応力の影響を
ほぼ受けず、入力加速度が大きくなるにつれて低下するといった先述した傾向であるこ
とに変わりはない。 
 そして、増幅点、共振点、減衰点が各要素から受ける影響について解析するために作
図した、Fig. 7-3-6 から Fig. 7-3-8 について考察する。増幅点については、静的応力、入
力加速度、板厚ともにあまり影響なくおおむね 10 Hz 付近であった。共振点および減衰
点についてはやや特徴ある傾向が見られ、3 要素の中では静的応力がやはり最も大きく
影響しており、静的応力の増加に伴い、共振点だけでなく、減衰点も低周波数側へシフ
トする現象が見られた。入力加速度については、増加に伴い、共振点のみが低周波数側
へややシフトする現象が見られ、板厚については顕著な傾向は見られない。基本的には、
入力加速度が大きいほど共振周波数は小さい領域へシフトする。ただし、周波数の変動
範囲は静的応力の増加に伴い低周波領域へシフトする。また、静的応力が大きい方が減
衰点は低周波数側へシフトすることが分かった。 
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７．４ 緩衝設計の最適化に関するまとめ 

 
 前章までによって検証できた文化財の輸送環境データを反映した緩衝材の特性評価試
験の手法は本章によって確立できた。本章のまとめとして、試験によって得られた緩衝
材特性を用いた梱包設計手法について提案する。 
 
 従来通りの基本的な緩衝設計を踏まえて、落下衝撃のような大きな衝撃による損傷を
回避するために、最適な静的応力を算出する 34)。この計算には、緩衝材の最大加速度・
静的応力線図を用いる。例えば、仮に最大許容加速度が 40 G であると分かっているもの
を梱包する際に、前節までの供試体であるポリエチレンフォームの最大加速度・静的応
力線図を用いると、板厚 5 cm のものだと 0.04 kgf/cm2 から 0.085 kgf/cm2 の間で静的応
力を調整せねばならない（Fig. 7-4-1）。また、同図から板厚が 7 cm、10 cm と大きくな
るにしたがって、静的応力の調整幅は広がり、曲線の極小点はより低い加速度を示すよ
うになることも分かる。つまり、板厚が大きいほど緩衝効果は高まる。ただし、梱包箱
のサイズを無限に大きくすることもできないため、現実的に使用可能な板厚の範囲内で
有利なものを選び、選ばれた板厚の緩衝材へ最適な静的荷重となるように梱包設計を工
夫することになる。 

 
Fig. 7-4-1サンテック®フォーム 35 の最大加速度・静的応力線図（製品カタログ掲載の線
図 33)をトレースしたもの）。許容加速度 40 Gとした場合、板厚 5 cm の製品を用いた時の

それを下回るための静的応力の範囲。 
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 一方、振動対策として防振効果をより発揮させるためには、別の情報が必要となる。
それらの求め方については前節までの試験によって方法論を提示したが、周波数毎の伝
達率が梱包条件に伴いどのような変化を見せるのかといった情報を把握しておく必要が
ある。例えば、Fig. 7-4-2 をある緩衝材の伝達率・周波数線図とする。伝達率が 1 を上回
る周波数域では入力した振動が増幅してしまい、特に共振点では最大の伝達率に到達し
てしまう。このような伝達率が 1 を超える範囲を本論文では共振域と呼ぶこととする。
共振点で最大の伝達率を示した後は周波数の推移に従って、伝達率は徐々に低下し、や
がて 1 を下回る。伝達率が 1 を下回ると、入力した振動は減衰し、緩衝材は防振効果を
発揮することになる。このような伝達率が 1 を下回る範囲を本論文では防振域と呼ぶこ
ととする。以上から、効果的に防振するためには、輸送機関上で生じる振動を緩衝材の
防振域で受けて減衰させることが必要である。また、梱包する文化財も緩衝材同様、物
質であるため振動特性を持っており、文化財の共振点も存在する。したがって、輸送機
関上で発生する振動の減衰と同時に、緩衝材の共振点が文化財の共振点と重複すること
による共振も回避せねばならない。つまり、文化財の共振周波数も緩衝材の防振域に収
まるような緩衝設計が望ましい（Fig. 7-4-3）。しかし、文化財の共振周波数を計測する
のは非常に困難である。そこで、緩衝材の防振域がより大きくなる、すなわち、より広
い周波数範囲で伝達率が 1 を下回るような条件に整えるのが現状の最適解であると考え
られる（Fig. 7-4-4）。 
 
 上記の緩衝設計工程においては、本章で検証した緩衝材の試験法によって緩衝材の特
性を得ることが大きな意味を持つ。そこで、本章で一例として供試体に採用したポリエ
チレンフォームの試験結果を引用して具体的な緩衝設計工程を検討する。様々な加振条
件を全て含めて試験結果をまとめると、供試体の共振周波数は概ね 30 Hz から 60 Hz の
範囲内で変動することが分かっている（Fig. 7-4-5）。仮に、梱包対象とする文化財の共
振周波数や輸送機関上で卓越した振動発生がこの周波数範囲であることが明らかな場合、
この緩衝材の使用を止めて他の緩衝材を採用するか、別の特性を持つ緩衝材を組み合わ
せるかのいずれかの選択肢を取らざるを得ない。現実的には、この緩衝材を予定通り使
用する場合には上述した通り、防振域が最大化する条件を導き出すことになる。これに
ついても、試験結果から緩衝材への静的荷重が大きいほど共振点が低周波数側へシフト
し、すなわち防振域が広がることが分かっているため、静的荷重はなるべく大きい条件
を選択する方が有利に作用する。ここで再度、最大加速度・静的応力線図（Fig.7-4-1）
を確認すると、なるべく大きい静的荷重条件を選択しつつ、衝撃吸収効果も維持するた
めには、各線図の極小点の静的荷重が大きい板厚の緩衝材がより有利と分かる。したが
って、この場合、静的荷重と板厚の双方が大きい条件が最適となるが、静的荷重を大き
くしすぎると、最大加速度・静的応力線図の最大加速度（最大加速度・静的応力線図の
縦軸の数値）も上昇するため、ある程度の区切りは必要である。後は、梱包箱のサイズ
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の制限を考慮して、使用可能な最大板厚の緩衝材に、制限内で最大の静的荷重がかかる
ような緩衝設計を行えばよい。静的荷重の調整は、例えば緩衝材の使用量を調整、すな
わち受け面積を調整することでも容易に実現できる。 
 
 

  

Fig. 7-4-2 ある緩衝材の振動伝達率の入力さ
れる振動周波数に対する変化を示した伝達

率・周波数線図。 

Fig. 7-4-3 仮に点線を梱包する文化財の特性
とした場合、その共振点（極大点）は緩衝材

の防振域に収まるのが望ましい。 
 
 

  

Fig. 7-4-4 緩衝材の防振域をより広い周波数
範囲とするためには、特性が左側の点線にシ

フトする条件に整える必要がある。 

Fig. 7-4-5 供試体の共振周波数は、前節の試
験から概ね 30 Hz から 60 Hzの範囲内で変

動することが判明した。 
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 本章では、文化財の梱包に現在最も高い頻度で使用されていると考えられるポリエチ
レンフォーム製の緩衝材について、振動応答特性を把握するための方法論の構築を行な
った。通常の文化財輸送環境中で発生する加速度レベルはおおむね 1 G 以下であり、そ
の範囲の加速度で緩衝材の加振試験を実施した。その結果、静的応力、板厚、入力加速
度の 3 要素を変化させた際の、緩衝材の共振周波数の変化の様子をとらえることができ
た。既往研究の通り静的応力や板厚が変化することにより、共振周波数の変動が確認さ
れたほか、入力加速度の変化に伴っても共振周波数が変化することが分かった。文化財
輸送において、落下衝撃に対してだけではなく、振動への対策も同時に行う場合には今
回のように、一般的によく用いられる包装資材の振動特性を文化財輸送環境のレベルの
範囲で細かく把握しておくことは重要であると考える。本章で採用した手法によって
様々な緩衝材の特性把握が可能である。そして把握できた緩衝材の特性を梱包設計に取
り入れることで科学的な理論を伴う梱包が実現できる。 
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第８章 文化財の輸送履歴を評価するための指標 
 
 

８．１ はじめに 

 
 輸送によって文化財には大小の疲労が蓄積していると考えられる。例えば、1 回の輸
送で文化財が損傷しなかった場合に、それと同一の輸送環境で 100 回輸送しても損傷し
ないとは言い切れない。もしも、100 回目に損傷してしまった場合は、過去 99 回の輸送
が影響していることが推測される。現実的には、近年、文化財輸送の頻度は上昇傾向に
あり、輸送に伴い文化財への蓄積疲労もより一層考慮せねばならない時代へ突入してお
り、文化財への蓄積疲労を現象として認識しておくこともまた重要である。 
 したがって、蓄積疲労が発生しているのであれば、少なくとも輸送された際の輸送環
境をその文化財へ履歴として残しておかねばならない。しかし、現状では輸送環境デー
タを使った輸送履歴を表現できる指標が存在しない。仮に、このような指標が存在すれ
ば、将来的に蓄積疲労の算出法が完成した際に、そこへ指標を代入することで、例えば
損傷発現までの残り輸送回数などを推定できる、すなわち、今後の輸送による損傷リス
クを見積もることができる。 
 輸送履歴を評価する指標が重要な意味をもつためには、文化財へ疲労が蓄積する現象
の存在が前提となるため、蓄積疲労現象を確認しておく必要がある。本章ではまず、文
化財への蓄積疲労現象の発生を確認する。文化財の素材に蓄積疲労現象が発生するとい
う考察の根拠を強化するために、供試体を用いた加振試験の結果を引用し、文化財輸送
の解析結果と合わせて、輸送後の文化財へ輸送履歴を残すための指標を策定する。 
 
 前章でも触れたが、工業製品についは衝撃加速度に関しての耐性に関するある程度の
目安が存在する 1)（Table 8-1-1）。これらは振動試験や衝撃試験を行った上での経験値と
いう見方ができる。一方で、文化財についてこうした境界線を定めるのは極めて難しい。
前節で述べたように各種の試験を実物に対して施すのはほぼ不可能である。また、輸送
によって損傷した場合であっても、こうしたネガティブな情報は公表された事例が少な
い。さらに、その輸送時に加速度データロガーによる計測がなされているという条件を
加えると、より文化財が破損する加速度レベルを知る困難性が増してしまう。そうした
背景はあるものの、筆者が計測に関与した海外輸送において、文化財が損傷した事例が
1 件存在するので、その計測値に関する考察をここで取り扱う。重要文化財の「埴輪 猪」
が 2006 年にカナダから日本への輸送中に前脚部分を損傷した（Fig. 8-1-1）。 
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Table 8-1-1 軍事用設備と工業製品の脆弱性指標としての最大許容加速度 1) 

 

  

 
Fig. 8-1-1 輸送によって前脚部分を損傷した埴輪 

  

Fragility (G) Equipment

15-24
Missile Guidance Systems,

Precision Aligned Test Equipment,
 Gyros, Inertial Guidance Platforms

25-39
Mechanically Shock-Mounted Instruments,
Digital Electronics Equipment, Altimeters,

 Airborne Radar Antennas

40-59
Aircraft Accessories,

Most Solid-State Electronics Equipment,
Computer Equipment

60-84 TV Receivers, Aircraft Accessories

85-110
Refrigerators, Appliances,

Electro-Mechanical Equipment

110-
Machinery, Aircraft Structural Parts such as Landing Gear,

Control Surfaces, Hydraulic Equipment

146



 当該輸送では、航空機輸送時に機内へ積載する際、同じパレットに固定されていた別
の文化財の梱包箱内に加速度データロガーが設置されていた。そのデータ解析を行った
ところ、カナダの空港内でドーリーによる牽引工程（Fig. 8-1-2）において非常に大きな
加速度が検知されており 2)、加速度変化の波形（Fig. 8-1-3）から、ピーク加速度で 10 G
発生していたことが分かる（ただし、この値は当該輸送における加速度データロガーの
計測設定上の最大値であり、波形を見る限り実際はそれを超える加速度が発生したと推
定される）。また、そのイベントの Grms は、1.605 G であった。 
 

 
Fig. 8-1-2 カナダの空港内でのドーリーによる牽引工程 

 

 
Fig. 8-1-3 空港内のドーリー輸送工程で生じた最大加速度を含むイベントの

加速度波形（垂直方向） 
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 非常に具体的かつ貴重な事例であるが、この事例から直接的に当該文化財の脆弱性を
評価するには未だ検討せねばならない項目が多く、極めて難しい。 
 まず、どの瞬間に文化財が破損したかが実際のところ不明確である。輸送完了後にデ
ータを解析したところ、最大の振動が発生した工程がドーリーによる牽引時であったこ
とは確かであり、現状では可能性としてはその工程が最も損傷しやすい輸送環境であっ
たという表現にとどまる。では、ドーリーによる牽引時に破損したことが事実であれば、
この時の振動が損傷を引き起こすレベルという評価に繋がる。その場合の適用範囲とし
ては、あくまでも当該埴輪に関して同一の梱包を行った際の評価にとどまる。輸送され
る文化財の素材や構造が異なれば当然強度も変わるため、事例から得られた計測値から
脆弱性評価の方法論の一般化を試みる場合には、個々の実輸送で得られる数値だけでは
方法論構築のための情報として圧倒的に不足している。 
 また、埴輪の損傷を正確に診断すると、破片接合部が再剥離した症状であり、埴輪の
主要素材である、焼成土自体の強度の問題とは異なる。埴輪のこの保存状態であれば、
当然断続的に受け続けた振動の影響も無視できない要因である。ただし、現状、文化財
の輸送は開梱時点での結果論で適否が評価されており、その過程が評価対象となること
はない。文化財の輸送はエンドユーザーに届けられて完了する商品輸送とは異なり、あ
る文化財が存在する限り同じ文化財が何度も輸送を経験する可能性がある、という点で
特殊性を持つものである。この特殊性を鑑みると、活用（輸送）の度に文化財の寿命を
僅かずつ（損傷した場合には急激に）消化（劣化）しているという見方もできる。ある
いは、輸送による劣化進行に関しては輸送環境において閾値が存在し、それを越えなけ
れば影響はないと考えるべきなのか。これは非常に重要な課題であり、文化財を永久的
に保存せねばならない使命を持つ博物館はこの課題とどう向き合うべきかを考えておか
ねばならない。上記埴輪の事例では、不幸にして損傷が発生したのはカナダからの復路
輸送中であったが、往路輸送中に受け続けた振動は埴輪の前脚接合部に何らかの疲労を
与えていなかったのかどうかは検討せねばならない。 
 以上の事例から、今後同様の損傷発生を予防するためにも、輸送された際の輸送環境
をその文化財へ履歴として残す必要性と、そのための指標の策定が必要であると言える。
まずは、指標の根拠となる蓄積疲労現象を確認するための試験について次節で検証する。 
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８．２ 蓄積疲労現象の確認試験 

 
 蓄積疲労現象の確認を行うためには、輸送包装分野における、工業製品の脆弱性評価
手法を参考にする必要がある。以下で詳説する振動試験と衝撃試験はその手法に使われ
ている試験方法である。 
 
８．２．１ 振動試験 
 
 一般的な試験としては、製品を振動試験機に固定して加振し、入力振動に対する応答
を計測する手法が用いられる。本来は、輸送中に発生する振動を受けた製品が損傷する
のを回避するために、まず製品の共振周波数を明確にして、輸送中に共振を生じないよ
うに梱包設計するための試験である。本章では、この試験方法を、繰り返し振動によっ
て損傷するかどうかを調査する目的に叶うようにアレンジした。したがって、上記のよ
うな通常の振動試験ではなく、損傷が発生するまで加振を続けるといった手法を供試体
に適用する。この手法は振動を加えた製品には疲労が蓄積しており、その蓄積がある閾
値を超えた際に損傷が発生するという、蓄積疲労に起因する損傷という概念に基づくも
のである。試験規格としては材料の疲労特性を把握するための疲労試験に関する「金属
系生体材料の疲労試験方法（JIS T 0309: 2009）」3)に定義などが記載されている。この規
格自体は輸送包装に用いるものとは異なるが、この考えを応用した輸送包装分野におけ
る蓄積疲労に関する既往研究が存在するので、まず以下にその現状を述べる。 
 輸送包装分野における蓄積疲労を考慮した包装設計に関する研究は特に青果物輸送に
ついて盛んに行われている。古くは岩元らによるレタスの振動特性と損傷の関係性に着
目した報告 4) 5)があり、イチゴ 6)、二十世紀梨 7)についても研究されている。それらは金
属疲労を評価する際に、疲労破壊が発生する条件に用いられる関係式、 
 

Ni・Siα＝β   （Eq. 8-2-1） 
Ni: 回数、Si: 応力、αとβは試験体固有の数値 
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Fig. 8-2-1 S-N曲線 8) 

 
から得られる S-N 曲線（Fig. 8-2-1）は、式（Eq. 8-2-1）中の応力 Si を、加速度 G に
置き換えれば、輸送する青果物毎に振動試験を行い、その結果損傷の有無を判定してい
くことで、描くことができるという考え方に着目したものである。この理論に従って河
野らは試験を行い、イチゴ、レタス、ブドウ、モモ、梨の S-N 曲線を描くのに必要な
定数であるαとβがまとめられている 8)。その後、打田 9)、臼田ら 10)によってイチゴの
輸送に関する研究成果が公表されている。これらは振動試験を行った状態（青果物は包
装された状態）における S-N 曲線に関する報告であり、包装形態が変われば、それに
伴い S-N 曲線も変化するため、改めて検証が必要である点には注意せねばならない。
ただし、青果物については 1 点毎に包装を変えることはあり得ないため、新たな包装形
態が登場してもその形態で試験を実施すればまとまった数量の青果物輸送に対する評価
が可能であると考えられる。 
 こうした S-N 曲線を用いた理論については、中嶋らは、Grms と時間（T）の積が輸
送貨物に蓄積された疲労であるという前提から、 
 

T×Grmsα＝βi   （Eq. 8-2-2） 
 

によって蓄積疲労の目安を立てることが可能であるとしている 11)。その後、劉らは手
押し台車による輸送環境を、電気部品で一般的に用いられるα=4 を代入して蓄積疲労
で評価している 12)。 
 蓄積疲労の概念は、徐々に劣化していく文化財あるいは何度も輸送を繰り返すことで
劣化が進む文化財の現状の保存状態を評価するのに適している。したがって、本章では
供試体の加振試験を行い、それによって S-N 曲線が獲得できることの確認を目的とす
る。  

Log ( N )
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g 
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S 

) Ni  ・   Siα 　＝　β
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８．２．２ 衝撃試験 
 
 「包装および製品設計のための製品衝撃強さ試験方法（JIS Z 0119）」13)には、緩衝包
装設計のための製品が許容できる加速度を決定するための評価試験についての記載があ
る。その際に製品へ加える衝撃パルスは Fig. 8-2-2 に示す台形波であり、再現可能な衝
撃試験機が用いられる。縦軸が加速度、横軸が時間を示しているため、台形波を積分し
て得られる面積が速度変化に該当する。測定器によって計測された加速度が滑らかな波
形となるように平準線を引いて整形化した加速度（Adjustment acceleration）のうち、最
大のものは最大整形加速度（Maximum adjustment acceleration）と呼ばれる。衝撃試験
では、製品に台形波を加える毎にその時の速度変化と最大整形加速度を記録し、その都
度製品に損傷が発生したか否かを判定する。その結果、速度変化と最大整形加速度から
なる座標上に非損傷領域と損傷領域の境界線を引くことができ、それを損傷境界曲線
（DBC: Damage Boundary Curve）と呼んでいる（Fig. 8-2-3）。損傷境界曲線の内側が損
傷領域となるため、文化財へ到達する衝撃波の加速度値と速度変化値が損傷領域にプロ
ットされぬような緩衝の工夫を施すことになる。 
 つまり、損傷境界曲線を得ることによって、製品を包装する際の目標値が定まり、無
駄のない緩衝設計を実現することにつながる。この手法はそのまま供試体に適用可能で
あるため、本章では既存の規格に則り実施することとした。 
 なお、近年、北澤が中心となって、青果物に対して繰返し衝撃による S-N 曲線によ
る評価が可能であることが確認され、さらに、従来は振動試験による S-N 曲線では、
入力したピーク加速度値（PAcc）とその回数（N）のみが構成要素となっていたとこ
ろ、繰返し衝撃による評価では、各衝撃波パルスの速度変化（Vc）要素を加えた、
PAcc、N、Vc の 3 要素を考慮せねばならないという理論が構築された 14-17)。つまり、
先述した衝撃試験仕様では、単発の衝撃波を入力した際に損傷する条件を求めるに過ぎ
なかったが、そこに繰り返しという概念を導入すると衝撃試験においても蓄積疲労との
関連性を検討できることになる。この理論については、本章での衝撃試験を実施した結
果の解析段階に適用して評価に用いることとした。 
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Fig. 8-2-2 衝撃試験に用いられる台形波の衝撃パルス 13) 
 
 

 
Fig. 8-2-3 損傷境界曲線 13) 
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８．２．３ 試験設備 
 
 供試体として選択した素材は Fig. 8-2-4 に示す凝灰岩（大谷石 / 栃木県宇都宮市大谷
町産）である。加工性に優れる反面、岩石の中では比較的脆弱であるため表面の剥落な
ど輸送において慎重さを求められる素材である。文化財の素材としても用いられる。供
試体として比較的均質なものが多く入手できる状況であったことから供試体として選択
した。供試体は円柱状をしており、サイズは径が 31.5 mm で長さが 60 mm である。 
 Fig. 8-2-5 は供試体を各種試験装置へ固定するための冶具である。冶具は鉄製で、上
蓋に該当する部分の重量は 7 kg である。振動試験と衝撃試験では供試体にある程度の
応力を掛けておく必要があり、本試験では上蓋重量が供試体上面へ均一に荷重されるよ
うに固定した。 
 
 
 

 
  

  

Fig. 8-2-4 凝灰岩供試体 
（直径: 31.5 mm, 長さ: 60 mm） 

Fig. 8-2-5 冶具の略図 
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 Fig. 8-2-6 は使用した試験装置の外観図である。Table 8-2-1 は各装置の主要諸元をま
とめたものである。これらの装置は振動試験および衝撃試験の両方に共通して使用した。
なお、供試体への入力は、振動試験では正弦波（垂直方向）を、衝撃試験では台形波（垂
直方向）を用いた。 
 

  
（a）大型加振試験機 （b）中型加振試験機 

Fig. 8-2-6 試験に使用した機器 
 

Table 8-2-1 機器の主要諸元 

 （a） （b） 

Max vibration force
（kN） 

Sine 35 16 

Random 28 11.2 

Shock 87.5 32 

Frequency range （Hz） 3 - 2200 3 - 3000 

Max acceleration（m/s2） 1060 1250 

Max velocity（m/s） 2 2.2 

Max displacement（mm） 60 51 

Load weight（kg） 350 300 
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８．２．４ 解析結果と考察 
 
 振動試験では加速度を一定に保ち、供試体に対して垂直方法に正弦波を加振し続けた。
供試体が破損した際に加振を停止し、破損までの振動の繰返し回数を記録する作業によ
り、最終的に加振に用いた加速度と破損するまでの加振回数の組合せが得られる。加振
試験においては、供試体の破損についての判断は目視により行ったが、繰返し回数が 200 
× 104 回まで加振しても破損が発生しない場合は、破損条件ではないと判断し、加振を
終了した。得られた結果を Table 8-2-2 にまとめた。 
 

Table 8-2-2 供試体の加振試験結果 

No. Acceleration（G） Number of cycles Observations 
（1） 65 7 × 104 Damaged 
（2） 60 400 × 104 Damaged 
（3） 57 100 × 104 Damaged 
（4） 50 147 × 104 Damaged 
（5） 45 844 × 104 Damaged 
（6） 30 200 × 104 No damaged 
（7） 20 200 × 104 No damaged 

 
 この結果をプロットした結果が Fig. 8-2-7 であり、繰返し回数と入力加速度の関係が
曲線状に表現される、S-N 曲線が得られた。振動による蓄積疲労現象の結果、損傷に至
ることを確認することができた。 

 

Fig. 8-2-7 振動試験で得られた供試体の S-N曲線 
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 衝撃試験では、供試体に対して垂直方向の台形波の衝撃波を加えて行った。衝撃波に
おいても蓄積疲労の結果、損傷に至ることを確認するため、一部の条件においては損傷
するまで衝撃波を連続して加えた。その場合、繰返し回数が 103 まで試験して損傷が見
られない場合は、損傷条件ではないと判断し、試験を終了とした。また、衝撃波を繰返
す間は 1 s のインターバルを設けた。得られた結果を Table 8-2-3 に示す。 
 

Table 8-2-3 供試体の衝撃試験結果 

（a） （b） 
（c） 

=0.9・（a）・
（b）×10-3 

（d） （e） 
=（c）・（d） （f） 

Peak Acceleration 
（G） Working time Velocity change 

（m/s） 
Number of 

cycles Vc Observations 

73.4 5 3.24 1 3.24 Damaged 

20.4 18 3.24 1 3.24 Damaged 

28.0 11 2.72 400 1089 Damaged 

28.0 6 1.49 100 149 Damaged 

25.5 6 1.35 500 675 Damaged 

20.4 11 1.98 100 198 Damaged 

58.6 5 2.59 1 2.59 No damaged 

51.0 5 2.25 1 2.25 No damaged 

36.7 5 1.62 1 1.62 No damaged 

 

 
 台形波における横軸の速度変化については、JIS C 60068-2-2718) により、ピーク加速
度と作用時間から、下記の式（Eq. 8-2-3）によって 1 衝撃当たりの速度変化（を算出し
たものである。 

ΔV=0.9GD×10-3    （Eq. 8-2-3） 
ΔV：速度変化（m/s）、G：ピーク加速度（G）、D：作用時間 

 
 蓄積疲労現象確認のため、式（Eq. 8-2-3）で算出した速度変化ΔV に繰返し回数（N）
を要素に含める必要があり 17)、本論文では、下記のように Vc を新たに定義した。 
 

Vc=ΔV・N    （Eq. 8-2-4） 
 

 その結果、ピーク加速度と Vc との関係が得られた（Fig. 8-2-8）。 
  

156



 

 

Fig. 8-2-8 衝撃試験によるピーク加速度と Vc のプロット。Damaged は 1 回の衝撃によ
る損傷条件、Damaged（add）は繰り返し衝撃による損傷条件を示す。 

 
 Fig. 8-2-8 のプロットによって繰返し回数を考慮した Vc を用いれば、全ての結果を単
発の衝撃試験結果と並記しても矛盾しないことを確認することができた。これは、衝撃
波の繰り返しによっても供試体に蓄積疲労が発生していたことを裏付けるデータである。 
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 以上から素材への蓄積疲労現象の存在を振動および衝撃の両側面から確認することが
できた。指標化の検討に進む前に、指標化とは別に、これらの結果から輸送する文化財
の脆弱性を推定する方法論も導き出せることについて言及しておきたい。 
 本章で供試体として用いた石材についても、その圧縮強度を調査する研究テーマとし
て、S-N 曲線についての報告例が存在する。半世紀ほど前の文献としては、堀部らの砂
岩に関する研究 19)、鈴木らの稲田花崗岩に関する研究 20)があり、各種岩石をターゲッ
トとした疲労試験を行っている。石塚らは、三城目安山岩、稲川花崗岩、稲田花崗岩、
そして本章で供試体として扱った大谷石について、応力速度を変化させた静的試験と繰
返し疲労試験を行っている。報告では、試験した岩石ではその種類によらず、10 万回
の繰り返し範囲内では、 
 

S = g ‒ h log N   （Eq. 8-2-5） 
（S: 応力、g: 実験定数、h: 実験定数、N: 破壊に至る繰返し回数） 

 
と表現できると結論付けている 21)。この式（Eq. 8-2-5）は Wöhler 曲線と呼ばれる S-N
曲線の式として採用されることの多い式の一つに該当する 22)。その後、鴨志田らによ
る白浜砂岩の疲労破壊過程に関する研究報告 23)が存在する。 
 こうした供試体を用いた試験において、共通する課題は、実物大の対象物へどのよう
に適用するのかという点である。例えば、地質学においては、実験室内で得られた数値
を地球内部の巨大な範囲に適用しようとする場合 24)にどの因子が大きく影響するのか
は大きな意味を持つ。そこで、寸法効果を考慮して適用する手法が用いられた研究事例
が幾つか報告されており、そこに着目する。 
 寸法効果とは、部材の寸法が大きくなるにつれてその強度が低下する現象のことであ
り、実験的には 1900 年代の初期から知られている。コンクリートについても寸法効果
が存在するが、部材の強度試験を行った結果を基に、建物を建設する都合上、構造物の
安全性に関わるため、関連分野では非常に重要な現象であり、コンクリートの寸法効果
については比較的研究報告が多い 25-28)。 
 石材の寸法効果についても研究報告が存在し、Bieniawski による石炭の試験報告
29)、Pratt らによる石英閃緑岩の試験報告 30)では、cm 単位から m 単位まで広範囲の供
試体サイズを揃えて破壊強度を計測しており、両者の結果は非常に一致している。報告
内では、サイズ効果のメカニズムは、供試体のサイズが大きくなるほど潜在する微小ク
ラックの存在確立の体積依存性によって強度が落ちるというものであると考察してい
る。また、ある一定以下のサイズになると強度は不変になるという現象も観測されてい
る。概ね、cm 単位から m 単位になると強度は 10 分の 1 に低下する。一般的には、寸
法効果は、 
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S = S0・V-1/m    （Eq. 8-2-6） 

（S: 強度、S0: 初期強度、V: 体積、m: 定数） 
 
で表現され、Weibull 分布の関係を表した Weibull の式 31)と呼ばれている。体積 V の時
の強度 Sm が V-1/m と比例関係にあり、別の表現としては、 
 

Sm∝V-1/m   （Eq. 8-2-7） 
（Sm: 体積 Vの時の強度） 

 
あるいは、 
 

m log（S1/S2）= log（V2/V1）   （Eq. 8-2-8） 
（m: 定数、S1: 体積が V1の時の強度、S2: 体積が V2の時の強度） 

 
とも表現される。北岡らは大谷石について試験を行い、m = 15.8 という数値を得てい
る 32)。他に、小暮らによって琉球石灰岩の一軸圧縮試験による寸法効果の確認が報告
されている 33)。 
 以上の既往研究から、まず各種の素材についての S-N 曲線情報が公表されており、
いずれかの供試体で得られた強度に関する情報は実際のサイズへ適用する場合には、寸
法効果によって強度を低下させて見積もる必要があると判断できる。その一例として、
石材については上記のように関係式を使うことである程度の予想が可能であることを示
した。 
 それでは、以上の考え方を模式図上に示しながら、文化財の梱包へどのように応用す
るのかを具体的に考えてみたい。Fig. 8-2-9 にある文化財あるいはそのレプリカまたは
構成素材の一部の理論上の S-N 曲線を示した（Fig. 8-2-9 の①）。その S-N 曲線（Fig. 
8-2-9 の①）の下に、寸法効果（Fig. 8-2-9 の②）を考慮することによって、新たな S-
N 曲線（Fig. 8-2-9 の③、点線で示した曲線）を推定することができる。 
 輸送中に文化財にかかる応力は第 4 章、第 5 章、第 6 章の検証によって輸送環境中に
生じる加速度範囲とその頻度を導き出せるので、どの程度の応力（F1）が文化財に何回
（N）及ぶのかを S-N 曲線と同じ座標上にプロットすることができる（Fig. 8-2-9 の
④）。 
 そのプロット（Fig. 8-2-9 の④）が、新たな新たな S-N 曲線（Fig. 8-2-9 の③）より
も上の領域の場合、現状の梱包計画では輸送によって損傷する危険性が高い。そこで、
第７章で明らかとしたような緩衝材の特性を基に、適切な緩衝材を選択することで、輸
送中に文化財に及ぶ応力 F1 を F2 にまで減らすことができる（Fig. 8-2-9 の⑤）。その
結果、応力 F2 を新たな S-N 曲線（Fig. 8-2-9 の③）よりも下の領域（Fig. 8-2-9 の
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⑥、グレーで着色した領域）まで下げられれば、理論的な安全性は確保される。 
 この手法は Fig. 8-2-9 の S-N 曲線を損傷境界曲線に置き換えても同様の流れで文化
財の梱包設計に応用することができると考えられる。 
 

 
Fig. 8-2-9 供試体などを加振試験することで得られる S-N曲線を用いた文化財の梱包設

計の理論化 
 
  

①

②

③

N

F₁

F₂

④

⑤

⑥
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８．３ 文化財の輸送履歴を評価するための指標 

 
 本章では、まず過去に経験した輸送中の文化財の損傷事例で計測されたデータから文
化財の脆弱性推定の困難性について述べた。次に供試体を用いた振動試験および衝撃試
験によって、素材への蓄積疲労現象の存在を振動および衝撃の両側面から確認すること
ができた。前節ではさらに、こうした試験方法で得られた結果を実際の文化財の梱包設
計への適用可能性についても考察した。輸送によって文化財に蓄積疲労が発生するので
あれば、輸送履歴を管理する必要がある。輸送履歴の管理には、輸送履歴を評価する指
標が必要であると考え、その指標について検討する。 
 ここで再び、第 4 章から第 6 章でまとめた、陸上、海上、航空の各輸送における輸送
環境を列挙する（Fig. 8-3-1 から Fig. 8-3-9）。これらのデータを基に、振動と衝撃の双
方を加味した指標を考える。文化財の素材や構造によって蓄積疲労の発生機構は異なる
ため、どのような輸送環境にどれだけの時間接すれば損傷に至るのかは文化財個別に検
証する必要がある。その検証が進めば、輸送によってその文化財の寿命がどれだけ消費
されたのかを評価することが可能となる。一方で、輸送手段によって輸送環境は決まる
ため、輸送履歴は文化財の素材や構造に依存せずに残すことができる。将来的に個別の
文化財の蓄積疲労機構が関数化された際に、そこへ輸送履歴を代入することで現状の状
態把握と今後直面するリスクを見積もることができる。また、梱包設計の改善へのイン
センティブともなる。つまり、輸送履歴が文化財の梱包および輸送の全てに関連する基
礎情報となる。 
 

  
Fig. 8-3-1 低速走行時の輸送環境 Fig. 8-3-2 一般道路走行時の輸送環境 
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Fig. 8-3-3 継手路面走行時の輸送環境 Fig. 8-3-4 高速道路走行時の輸送環境 

 

  
Fig. 8-3-5 海上航海時の輸送環境 Fig. 8-3-6 乗下船時の輸送環境 

 

  
Fig. 8-3-7 飛行中の輸送環境 Fig. 8-3-8 離着陸時の輸送環境 
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Fig. 8-3-9 空港内荷役作業時の輸送環境 

 
 そこで、Fig. 8-3-1 から Fig. 8-3-9 の情報をどのように加工して輸送履歴の指標に用
いるかが重要となる。幾つかの手法が考えられるため、それぞれについて以下に検討す
る。 
 
 まず、平均値や中間値での評価は、計測値を取扱う上で感覚的に指標として結び付き
やすい。これらはデータの母集団が広範囲に分散していない場合であればそのデータを
ひとまとまりとして評価する目的に叶い、かつ簡便に算出できる。しかし、加速度レベ
ルの大きい計測値は、小さい計測値と比較して絶対数が少なく、かつ大きい加速度レベ
ルが計測される輸送工程は小さい加速度レベルも含んでおり、データの母集団が広範囲
に分散している。したがって、平均化することで危険性の高いデータの持つ意味が大幅
に薄れてしまうことに注意を要する。 
 
 次に、データの分布を統計処理して評価する場合の一例を Fig. 8-3-10 に示した。ど
ちらも空港内荷役作業時の計測データ（ピーク加速度）であり、左右異なる空港で計測
されたものを、外れ値表示による箱ひげ図で処理したものである。こうした処理は、全
てのデータを規格にしたがって一律に取り扱うことができ、ある程度のばらつきを考慮
しながら、例えばエラー値のように極端に外れた値は除外するといった正味の分散を把
握するのに優れている。しかし、Fig. 8-3-10 右側のプロットのように、外れ値がある
程度のデータ数を持ちながら幅もある時は、これらを一律に評価外として取り扱う処理
に適正さを欠く場合もある点に注意を要する。 
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Fig. 8-3-10 2空港での荷役作業時に計測された 

ピーク加速度の分布を統計処理した一例 
 
 
 最後に、文化財の輸送環境データはよりレベルの大きい加速度が生じる環境ほど散布
図は広範囲に広がる傾向が判明したため、散布図内のデータプロット範囲の面積での比
較について検討する（Fig. 8-3-11）。面積比較では分散範囲の比で輸送環境を表現でき
るため、平均や外れ値、およびデータ密度にも依存せずに、計測データ全体を活用でき
る利点がある。しかし、データ群に外接する線分で囲うため、最大値あるいは最小値の
座標の影響が非常に大きくなるため、採用する座標点が周囲と大きく離れている場合に
は現実的な評価から遠ざかる点に注意を要する。 
 

 
Fig. 8-3-11 空港内荷役作業時（左）と高速道路走行時（右） 

のデータプロット範囲を比較したもの 
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 以上のように、振動と衝撃の双方を加味した指標化については、各手法ともメリット
デメリットは存在するものの、振動と衝撃双方の要素を含む一つの関数を用いて、輸送
環境の履歴は下記のような指標によって表現することが可能である。 
 

STAY Index 1.0 

S = ∑f(Vib, Shock)・T - f(Pack) （Eq. 8-3-1） 

S：STAY Index 1.0 
f(Vib, Shock)：輸送工程の振動、衝撃レベル 
T：輸送工程の時間 
f(Pack)：梱包による緩衝効果 

 

 
 通常、輸送環境中で生じる振動や衝撃を受けても破損することが無い程度に、輸送対
象物（文化財）は梱包される（Fig. 8-3-12 左図）。これが梱包の効果である。 

 

Fig. 8-3-12 梱包効果の 2 通りの表現方法。左図は梱包によって文化財が強化されることで
輸送中に生じる振動と衝撃（f（Vib, Shock）と表現）を受けても損傷しないという理論を示
したもの。右図は梱包によって輸送中に生じる振動と衝撃が文化財へ伝達しにくくなる効果

を示したもの。 
 
 この関係を輸送環境中で生じた振動や衝撃の文化財への伝わり方という視点で見た場
合、梱包の効果は輸送環境中で生じた振動や衝撃を軽減することに現れるという見方が
できる（Fig. 8-3-12 右図）。この効果は第７章で実施した試験結果から明らかな通り、
梱包資材とその使用法によって変動すると予想されるため、式（Eq. 8-3-1）では、関数
f（Pack）と表現した。 
 上記の指標は、輸送に伴う蓄積疲労によってやがては文化財が損傷してしまうことを
未然に予防するという趣旨を受けた、輸送履歴を管理するための指標である。つまり、
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文化財が損傷破壊に至る前の段階における輸送の安全性についての評価指標という意味
から、Safe Transport Assessment before Yield の頭文字を取りその初期バージョン
として本論文では、STAY Index 1.0 と命名する。 
 STAY Index 1.0 は輸送先と輸送回数の情報さえ存在すれば、推定できる平均的な輸
送工程時間を輸送環境との積に代入すればよいので、既に輸送が完了した文化財につい
ても輸送履歴の概算を作成可能である。また、将来新たに登場する輸送機関について
は、関数 f（Vib, Shock）内に取り込み、STAY Index 1.0 をアップデートして対応可能
であると考える。指標としての STAY Index 1.0 は、現在文化財の管理基準として広く
用いられている積算照度 34)とその取扱いが類似する。文化財の活用は推進しつつ、無
制限な活用とならないための文化財の総合的マネジメントの１理論として位置付けた
い。 
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第９章 結論 
 
 博物館施設における文化財の活用形態の中で最も活発なものは展示である。収蔵品を常
設展示等で用いる場合には、収蔵庫から展示室までの間、文化財が輸送される。特別展覧会
等で外部の保管先から借用する場合にも、国内外の経路を辿る長距離輸送が発生する。いず
れにせよ、文化財がどこかで展示される場合には文化財の輸送が必ず伴うことになる。 
 東京国立博物館を例に挙げると、2016 年度は国内の博物館等 103 機関に 750 件、海外の
博物館等 4 機関に 34 件の作品を貸与しており、さらに海外交流展として 2 機関に 162 件を
出品している 1)。展示活動の活発な状況が分かる。国際的にも、例えばドイツでは年間約
9,000 回の特別展覧会開催がここ 20 年間続き、入場者数は延べ 8,000 万人に届く勢いであ
ることが統計として出ており 2)、特別展覧会の開催に伴う文化財輸送回数は相当な数である
ことが伺える。国内の制度面では 2018 年に文化庁が「国宝・重要文化財の公開に関する取
扱要項」を改訂し、国指定文化財の最大公開日数が従来の延べ 60 日から、材質や保存状態
によっては 100 日あるいは 150 日まで延長される指針となった 3)。文化財輸送は制度的あ
るいは社会的要求という点からも今後も増えていく傾向にあると考えられ、輸送環境をい
かに安全に保つかは、文化財を長期的に安定した状態で活用するための大きな鍵となる。本
論文は、こうした背景を受けて、文化財が輸送される際に置かれる環境について、輸送時に
生じる振動と衝撃に着目し、それを評価する手法を提案するものである。輸送環境の評価が
定まれば、将来的に輸送が文化財へ与える負荷を見積もることが可能となり、科学的な根拠
を持った安全性を確保しながら、より効果的な文化財の活用を実現できるものと考える。 
 
 第 1 章では、上記の背景の下で文化財の梱包と輸送の現状から、課題を抽出し、本論文の
目的と方針を定めた。第 2 章で既往研究のとりまとめを行うことで理論の現状について述
べた。第 1 章と第 2 章の双方を合わせ、まずは現状について論じる。 
 理論の現状については、輸送環境では振動や衝撃といった環境因子が非常に大きな意味
を持ち、それらが損傷の直接的な原因となる危険性が高いことは古くから指摘されている。
1979 年のユネスコの出版物 4)には、文化財輸送における注意点、梱包箱の設計、梱包技術
等についての言及がある。著者の Stolow はその後、梱包輸送を含む展覧会に関する作業に
おける文化財保存の理論を体系化している 5)。 
 文化財を輸送中の危険性から保護するという視点に基づく研究は、1980 年代に欧州の博
物館施設が先駆的に始めている。油彩画の輸送に用いる梱包箱の適性評価試験 6), 7)、梱包ケ
ースが具備する要件の提案 8), 9)、輸送中の振動や衝撃を受けた木枠およびキャンバスの応答
計測 10)等はその代表例である。その後、ロンドンで美術品輸送をテーマとした国際会議が
開催され、梱包と輸送に関する研究が集中的に議論された 11)。 
 計測機器の進化に伴い、詳細な検証も可能となった。例えば、荷役や空港内作業で生じる
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加速度レベルの解明 12)、航空輸送時の油彩画の積込み方向による影響の比較調査 13)、トラ
ック輸送中の油彩画のキャンバスの変位計測 14)、梱包資材と額縁ガラスの組み合わせによ
る共振回避の試み 15)、梱包資材の組み合わせによる緩衝効果の検証 16)等は代表例である。 
 近年はこれらの研究結果を受けてより高次元な梱包設計を目指した研究へと向かってい
る途中である。既往研究はキャンバスに描かれた油彩画が主な対象となっており、対象とし
ては一部の文化財にとどまる。また、輸送環境の包括的な評価は行われておらず、振動や衝
撃のリスク認識は共通するものであるが、他の環境因子のような指標も存在しない。 
 
 次に、文化財の梱包と輸送の現状について把握しておく。まず文化財の梱包については内
装梱包と外装梱包の 2 つの内容に大きく分けられる 17)。内装梱包は文化財表面を保護し安
全に外装梱包へ固定するための準備として行われるものである。具体的には、文化財表面の
保存状態に注意しながら、柔軟性の高い資材を用いて表面を保護する、可動箇所を固定する、
構造上強度が低い箇所を補強するといった作業である。 
 内装梱包を行った後、頑丈な資材に固定する作業、あるいは梱包箱の組み立てそのもので
ある外装梱包へと進む。外装梱包では、落下や接触によって梱包箱表面が容易に変形して内
部の文化財に影響を及ぼさない程度、あるいはトラックの荷台や航空機の貨物室床面等の
輸送機関上へのラッシングベルト等による締め付け時に生じる外力に対抗できる程度の、
高い強度を持つ資材が用いられる。 
 文化財の輸送で用いられる輸送機関としては、台車、トラック、航空機、船舶が挙げられ
る。船舶は近年海外輸送で用いられることは皆無に等しく、本州・北海道間など国内輸送で
用いられる。また、列車による輸送はターミナル駅における荷役作業分が追加発生すること
と、輸送時刻の調整自由度が低いことからほとんど用いられていない。 
 上記のような文化財の梱包と輸送に関する現状の技術については、国内では、各輸送会社
内での訓練や、実地作業を通じた訓練といった他に、近年創設された美術品梱包輸送技能取
得士認定試験という資格制度も大きな役割を担っている 18)。こうした現状からは、梱包を
前提とした文化財の安全な取り扱い、梱包作業の丁寧さや仕上がりの美しさ、梱包資材の加
工技術といった点については確立された技術が存在し、その維持継承システムも整いつつ
あると判断できる。一方で、輸送機関との間の緩衝設計については未だ改善の余地が残る。
例えば、梱包についてのレギュレーションは「丸めた薄葉紙や綿などを軽く詰めて緩衝材と
し...」19)といった抽象的な表現にとどまっているが、「〇〇という緩衝材を使用する場合は、
単位面積当たりの荷重が〇〇kg となるように梱包すると最適な緩衝効果が得られる」と表
現することで初めて具体的な梱包設計が成立するが、現状は到達できていない。 
 
 以上から見出される課題をまとめると、まず内装梱包および外装梱包における緩衝設計
に関しては、より安全性を高められる余地を有している。緩衝設計とは、梱包資材の選択と
用法を輸送手段に応じて最適化することである。つまり、予め主に振動や衝撃のレベルを示
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す輸送環境データと緩衝材の特性データの双方が揃っており、予定される輸送手段に対し
て、最適な緩衝効果が得られる緩衝材と使用法を導き出すといった工程による緩衝設計で
ある。こうした内容は個人技術への依存のみでは実現できず、科学的な技術構築が求められ
る。 
 また、輸送によって文化財には大小の疲労が蓄積していると考えられる。例えば、1 回の
輸送で文化財が損傷しなかった場合に、それと同一の輸送環境で 100 回輸送しても損傷し
ないとは言い切れない。もしも、100 回目に損傷してしまった場合は、過去 99 回の輸送が
影響していることも推測される。現実的には、第１節で述べたように近年、文化財輸送の頻
度は上昇傾向にある。輸送に伴い文化財への蓄積疲労もより一層考慮せねばならない時代
へ突入しており、文化財への蓄積疲労を現象として認識しておくこともまた重要である。 
 したがって、蓄積疲労が発生しているのであれば、少なくとも輸送時の環境を文化財へ履
歴として残さねばならない。しかし、現状では輸送環境データを使った輸送履歴を表現する
指標が存在しない。 
 
 上記の通り、緩衝設計に関する課題と、輸送履歴に関する課題を現状の重要課題として抽
出できた。双方の課題に共通するのは、輸送環境データの活用であり、課題解決のためには
整理された輸送環境データの存在が前提となる。そして、緩衝設計においては緩衝材特性の
計測手法を確立する必要がある。また、輸送履歴については、文化財へ疲労が蓄積する現象
の存在も前提となるため、蓄積疲労現象を確認しておく必要がある。 
 以上を踏まえて、本論文の目的を以下のように設定した。①文化財輸送の輸送環境を計測
し、解析する。また、緩衝材特性の計測手法を確立する。そして、双方を利用した最適な緩
衝設計を実現するための工程を策定する。②文化財輸送の輸送環境データを解析する。また、
文化財への蓄積疲労現象の発生を確認する。そして、輸送後の文化財へ輸送履歴を残すため
の輸送評価指標を策定する。 
 そのために、まず輸送環境データについては陸海空 3 種の輸送態様において振動と衝撃
を計測し、各輸送態様の主な工程の特徴をとらえる。こうした輸送環境下における緩衝材の
挙動を実験によって把握でき、その結果から緩衝設計の最適化が実現できることを検証す
る。続いて、文化財を構成する素材に蓄積疲労現象が発生することを実験によって確認でき
ることを検証する。最後に輸送環境データを解析することで、蓄積疲労を文化財へ履歴とし
て残すための指標を策定する。 
 
 第 3 章に振動と衝撃の計測手法、評価に用いる単位、解析手法についての説明を付した。
輸送中に生じた振動と衝撃の計測は、3 軸方向の圧電型加速度センサーを内蔵する加速度デ
ータロガーを各輸送機関上に設置し、輸送終了後にデータを回収する手法で実施した。ただ
し、加速度値と発生場所や輸送工程を関連付けるために、一部の計測では GPS データロガ
ーを併用した。解析に用いた加速度の単位は G であり、1 G ≒ 9.8 m/s2 に該当する。衝撃
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は継続性の無いイレギュラーなものであり、一般的に単発の大きな加速度が発生するため、
その加速度値で評価する。解析においては、1 イベント内の最大値である「ピーク加速度」
を用いた。一方で振動は加速度値は小さいが常時発生するものである。解析においては、複
数加速度値の実効値（2 乗平均平方根）である「実効加速度」を用いた。双方とも単位は G
である。 
 
 第 4 章では、陸上輸送環境の検証を行った。文化財の陸上輸送で最も多く用いられる輸
送機関はトラックである。美術品輸送専用車両 20)という専用の特殊車両が用いられること
が影響し、実際の文化財輸送における環境データは多くが公開されていない。トラックの走
行中の輸送環境に関しては、走行速度と走行路面がどのように影響するのかを検証した。ピ
ーク加速度（縦軸）と実効加速度（横軸）による座標系への散布図によると、低速走行時（約
15 km/h）、一般道路走行時（約 40 km/h）、高速道路走行時（約 80 km/h）で比較した場合、
速度上昇とともに、実効加速度とピーク加速度の双方が上昇することから、トラック荷台上
の輸送環境は走行速度と相関性が高いと考えられた。また、走行路面の輸送環境への影響に
ついて、首都高速道路のような高架道路に見られる伸縮継手部分の走行時を抽出して比較
した。その結果、継手路面では通常の高速道路路面よりも大きな実効加速度が検出されるが、
ピーク加速度としては通常の高速道路路面の方が高く検出されることが分かった。連続し
た路面起伏は衝撃よりも振動のレベルを高める影響を持つものと考えられた。 
 
 第 5 章では、海上輸送環境の検証を行った。現在は長距離、長期間におよぶ文化財の海上
輸送は行われておらず、例えば陸上輸送手段が存在しない日本国内の一部経路でのみ実施
されている。文化財の海上輸送においてはトラックに文化財を積載した状態で乗船する形
式の、RO/RO 船と呼ばれる船が原則用いられている。RO/RO 船による輸送環境を把握す
る必要はあるが、公開されたデータはほぼ存在しない。また、港での乗船、下船工程などの
荷役作業についても輸送環境データが存在しない。そこで、RO/RO 船の航海中および港で
の乗下船時に発生する振動および衝撃の実態を検証した。その結果、海上輸送では、海上航
海中と港での乗下船工程の 2 つの工程の区分必要性がまず見いだされた。その工程区分に
沿って、計測された振動と衝撃の範囲を解析したところ、海上航海中は極めて安定しており、
突発的な気象変化が生じない限りは安全な環境であると判断できるものであった。一方、乗
下船工程では海上航海中では検出されることのないレベルの振動と衝撃が発生することが
判明した。こうした乗下船時の輸送環境の原因を調査したところ、船内の床面や港施設との
接続部の路面凹凸がその発生源であると確認できた。 
 
 第 6 章では、航空輸送環境の検証を行った。日本から海外へ物品を輸送する場合、必然的
に船舶か航空機を使用することになる。しかし、船舶による海外輸送の場合は、輸送時間が
極めて長くなるため、文化財輸送では、ほぼ航空輸送が採用される。海外輸送の増加に伴い、
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航空輸送環境も予め把握しておかねばならない重要な環境である。計測結果は、空港内荷役
時の輸送環境が最も激しく、空港内荷役では 10 G レベルの加速度の発生可能性は見込んで
おく必要があると考えられた。飛行中は陸上輸送の低速走行時や海上輸送の海上航海中の
輸送環境とレベルは近似する。また、離着陸時の輸送環境は航空輸送全体と比較すると空港
内荷役が突出しているため非常に小さく見えるが、データの母数をある程度増やして解析
した場合に、ピーク加速度として 1 G を超える計測値も多く見られ、無視できるレベルと
はいいがたいと判断できた。 
 
 第 7 章では、第 6 章までに特定できた輸送環境下においての緩衝設計を最適化する手法
を提案した。一般的には衝撃対策のために、あるウェイトをある高さから緩衝材に落下させ
て加速度を計測するという落下衝撃試験を行う。ウェイトと緩衝材の厚みを変えて繰返し
試験することで、緩衝材の厚み毎にウェイトの重さと計測される加速度の関係が得られ、そ
れは最大加速度静的応力線図と呼ばれる。この線図によって衝撃を緩衝するのに最適な荷
重範囲を算出することができる。こうした情報は、限られた条件ではあるが、緩衝材のメー
カーが公表したものを利用できる場合がある。 
 一方、緩衝材の振動特性については別の試験を必要とし、緩衝材への荷重、与える振動の
周波数、その振動の加速度の 3 要素の条件を変えながら緩衝材へ振動を入力し、緩衝材が
どのような応答を見せるのか、を確認せねばならない。こうした情報は一般には公表されて
おらず、本論文で実施することとした。試験対象として選択したものは文化財梱包に多く用
いられているポリエチレンフォームである。 
 上記実験による結果をまとめると、緩衝材への荷重増加に伴い、共振周波数が低周波側へ
シフトする現象、および加速度の増加に伴い共振周波数が低周波側へシフトする現象の大
きく 2 つの現象が確認された。なお、実験に用いた緩衝材の共振周波数は約 30 Hz から 60 
Hz の間で変動した。 
 この結果から、緩衝材の使用方法についてのフローを提案することができる。陸、海、空
の輸送手段で発生する実効加速度とピーク加速度の範囲については、前節までに検証が済
んでおり、その輸送環境に対して適切な緩衝材の使用法を提案するためには、先述した振動
特性を把握するための試験を行い、共振点の変動範囲を確認する必要がある。例えば、ポリ
エチレンフォームの結果によると、積載する文化財が低周波数で著しく共振する可能性が
高い場合を除けば、荷重が大きい方が振動を減衰する周波数範囲が広がるため、防振には有
利に働く。したがって緩衝材の受け面積を小さくし、なるべく板厚の大きな緩衝材を用いる
のが有利ということになる。このフローは、用いる緩衝材を他のものに置き換えれば、その
都度最適な使用法を導き出せるので、一般化についての方法論、すなわち緩衝設計の最適化
を提案できた。 
 
 第 8 章では、蓄積疲労現象の確認をした上で、文化財の輸送履歴を評価するための指標
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を提案した。まずは蓄積疲労現象の発生確認のための実験が必要であり、実験によって蓄積
疲労発生を確認できれば、各輸送工程で生じる振動と衝撃の大きさと輸送回数、つまりそれ
らの外力が加わった時間との積が文化財へ与える疲労として見積もることができる。 
 そこで、文化財素材の一例として石材供試体を用意し、供試体に与えた加速度の大きさと
破損に至るまでその加速度を与えた回数との関係を調査した。 
 その結果、加速度が低くなるにつれて、繰返し回数が多くなる現象を確認した。つまりこ
の現象は、低い加速度でも繰返し受け続けることで損傷することを示した結果であり、その
関係曲線である S-N 曲線が取得できることを検証できたことになる。以上から振動による
素材への蓄積疲労の発生を検証できた。 
 蓄積疲労現象の存在が前提として確認できれば、振動と衝撃の値と輸送時間との積が輸
送履歴を表現する指標となり得る。振動と衝撃の値については、第 4 章から第 6 章の検証
によって、輸送工程毎の実効加速度とピーク加速度の範囲を数値として表現することがで
きている。そこで、一つの輸送工程の振動、衝撃レベルを関数と置き、その輸送工程に要し
た時間との積を、輸送工程全てについての和を取ったものから、梱包による緩衝効果を差し
引いたものが現実的な指標に該当すると導くことができる。本論文ではこの指標を STAY 
Index 1.0 と命名した。 
 おおよその輸送時間は海外輸送や国内輸送の事例に照らして算出可能であるため、STAY 
Index 1.0 は過去の輸送にも遡って適用可能である。将来的に文化財の脆弱性情報が得られ
れば、その文化財に過去の輸送でどれだけの損傷度を与えたのかが求まるため、逆算して今
後の許容輸送回数の提示といったことも可能となる。あるいは、今後も頻繁に輸送したいの
であれば行うべき梱包についての指標にもなり得る。そして、関連分野の試験結果が蓄積さ
れることで、現状の初期バージョンから、振動、衝撃関数や梱包効果関数のアップデートを
重ね、将来対応も可能になるものと考える。 
 
 本論文の成果を簡潔にまとめると次の通りである。①陸、海、空の文化財輸送環境データ
の収集と解析を行い、実効加速度とピーク加速度の範囲をとらえることに成功した。②上記
データに基づいた緩衝設計手法を構築した。③蓄積疲労現象の発生を確認し、輸送履歴の指
標化を提案した。④文化財の活用を無制限に行うのではなく、科学的な根拠を持って活用を
管理するための、輸送環境の側面から見た考え方を提示できた。 
 今後の展望として、まず緩衝設計については緩衝材の振動特性データの母体数を上げて
いく必要がある。様々な緩衝材に対し本論文で提示した試験を行うことで緩衝材の選択肢
を拡張できればより効果的な緩衝設計の提案に繋がる。また、その際に複数の緩衝材を組み
合わせた場合の特性についても同様に調査が必要である。現実の文化財梱包では複数種の
緩衝材を結果的に組み合わせて用いる状況も見られ、そうした場合の最適化をどのように
構築していくかは取り組むべき必要がある。 
 あるいは、既存の緩衝材の定性とは別に、必要とする特性を持つ緩衝材そのものを設計す
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るというアプローチも考えられる。3D プリンターの登場によって樹脂の立体成型が容易と
なり、樹脂の種類ではなく、成型（構造）で緩衝材としての特性を制御可能であれば、輸送
対象文化財に応じた梱包が実現できる。 
 そして、輸送履歴については、文化財の構造や材質に関する幾つかの要素が、どのような
重み付けで輸送履歴に対する影響を持つことになるのかを検証せねばならない。例えば、素
材の硬度であれば、高いほど衝撃関数への重み付けを増し、低く柔軟なものほど振動関数の
重み付けが増す、といった傾向の把握である。こうした検証によって STAY Index 1.0 は文
化財のいずれかの要素毎に応じて分化され、STAY Index 2.0 以降へと成長することになる。
こうした修正を継続した結果、現在までの輸送履歴を鑑みて、今後の輸送による損傷リスク
が高いと評価されるのであれば、文化財の修理による補強や梱包設計などの見直し、あるい
は輸送を一旦取りやめることによって損傷リスクを事前に回避することにつながると考え
ている。文化財を保存するための環境基準の一つとして位置付けられる日が来るように、今
後もこうした検証を進めたいと考えている。 
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供いただきました。心より深く感謝申し上げます。 
 東京都立産業技術研究センター 小西毅氏より、蓄積疲労現象確認のための振動試験等
について多大なるご協力を賜りました。心より深く感謝申し上げます。 
 東京国立博物館が関わった多くの展覧会で文化財の梱包を手掛けてきた、東京国立博物
館（当時） 岩渕建夫氏、日本通運株式会社（当時） 海老名和明氏、日本通運株式会社 
佐々木正人氏からは、梱包技術と輸送技術について、懇切丁寧にご教示いただきました。心
より深く感謝申し上げます。 
 私が文化財の保存に関する研究に携わるようになったきっかけは、京都大学大学院人間・
環境学研究科への進学に遡ります。当時私の指導教授であった澤田正昭博士のお導きがな
ければ今の研究者としての私は成立しておりません。文化財の保存に関わる多くの貴重な
経験をさせていただきました。心より深く感謝申し上げます。 
 奈良国立文化財研究所（当時） 肥塚隆保博士、奈良国立文化財研究所 高妻洋成博士よ
り学生時代にご指導を受けたことが今日の私の心の支えとなっております。心より深く感
謝申し上げます。 
 本研究の一部は JSPS 科研費 16H03109 の助成を受けて実施したものです。心より深く
感謝申し上げます。 
 最後に、人生の全ての局面において常に支え続けてくれた父 和田章、母 和田範子、そ
して博士後期課程進学について理解いただき、学位論文執筆の日々も支え、励ましてくれた
妻 和田玲花、娘 和田珠凜に心より深く感謝申し上げます。 
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